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はじめに 

 

 

重要生態系監視地域モニタリング推進事業（以下、「モニタリングサイト 1000」という）は、

平成 14 年 3 月に地球環境保全に関する関係閣僚会議にて決定された「新（第二次）生物多様性国

家戦略」に依拠して、平成 15 年度から開始した。平成 24 年 9 月に策定された「生物多様性国家

戦略 2012－2020」においても、2020 年度までの重点施策の基本戦略の中で、科学的基盤の強化の

ための施策の 1 つに「モニタリングサイト 1000」の実施があげられている。 

本事業は、全国のさまざまなタイプの生態系（高山帯、森林・草原、里地里山、湖沼・湿原、

砂浜、磯、干潟、アマモ場、藻場、サンゴ礁、小島嶼）に 1000 箇所程度の調査サイトを設定し、

長期的に継続してモニタリングすることにより、生物種の減少などの生態系の変化を捉え、適切

な生態系および生物多様性の保全施策につなげることを目的としている。 

モニタリングサイト 1000 全体の調査設計は、各生態系において重要な機能を果たす指標生物群

の種組成や個体数などを定量的に調査し、生物多様性および生態系機能の状態を把握するもので

ある。調査の実施にあたっては、関係する研究者や地域の専門家、NPO、市民ボランティアなど、

多様な主体の参加を得ており、このことは、調査の継続性を強化すると共に、迅速かつ精度の高

い情報の収集および利用を可能にしている。収集された情報は、蓄積・管理し、モニタリングサ

イト 1000 のウェブサイトなどを通じて広く一般に公開することにより、国はもちろん、地方自治

体、NPO、市民ボランティア、研究者、学校などにおいて幅広く活用されることを期待している。 

モニタリングサイト 1000 沿岸域調査（磯・干潟・アマモ場・藻場）は、平成 19 年度から事業

が始まり、沿岸域調査に関する作業部会・分科会において、調査方針、調査サイトの配置および

実施体制や試行調査を踏まえ各生態系で統一化された方法によるモニタリング手法の検討が行わ

れた。翌年度の平成 20 年度からは、本格的な調査が開始され、各生態系における毎年調査および

5 年毎調査の実施と並行してモニタリングマニュアルの整備や調査結果の集積・発信のための議

論などが行われている。 

本調査では、海草・海藻と底生動物などを対象としてモニタリングを実施しており、これらの

調査対象の生物は浅海域生態系の食物網において生産者（海草・海藻）や一次・高次消費者もし

くは腐食者（底生動物）に該当し、生態系の構成要素として重要な役割を担っている。海草や海

藻は主要な生産者かつ生態系エンジニアとしてアマモ場、藻場生態系の基礎となっている。また、

漁業資源種を含む多種多様な生物の生息場所、採餌場所、繁殖場所として機能し、水質浄化機能

も担っているため生態系の構成要素としてきわめて重要である。その他、アマモはその地下茎に

より海底を安定化させる役割も有している。一方、底生動物は、磯と干潟において特に現存量が

大きく、高次消費者の餌資源として生態系の基礎を支え、磯や干潟の生態系や生物多様性の指標

となりうる。また、一部の生物種は水質浄化機能を担っているなど、沿岸域の環境に大きな影響

を及ぼしていることも指標とする意義が大きい。このように、磯、干潟、アマモ場、藻場などの



 
 

海岸線を挟んだ陸域から沿岸域に存在するエコトーン（移行帯）は、豊かで多様な生物相を形成

し、四方を海に囲まれたわが国において、生態系の保全上重要な場所と考えられる。 

しかし、近代になり、わが国の沿岸域では人間活動による負荷があまりにも大きいため生態系

の機能が大きく損なわれるようになった。その結果、従来は生態系によって分解されてきた河川

水の有機物が分解されずに蓄積し、水質や底質が汚濁され、海草・海藻群落の衰退を招いた。ま

た埋立事業により干潟などの自然海岸が失われた。そのため、我々が沿岸域の豊かな生物相の恩

恵（生態系サービス）を受け続けるためにも、沿岸域生態系の実態を把握することが急務となっ

ている。特に、沿岸域を含む海洋生態系については、平成 23 年 3 月に海洋生物多様性保全戦略に

基づいて、わが国は海洋の生物多様性に関して必要な保全などの施策を講じ、その施策の効果を

確認して順応的な対応をしていくことになっている。そのためには、海洋の生態系などの変化を

捉えるためのモニタリングの推進が不可欠であり、引き続きモニタリングサイト 1000 沿岸域調査

（磯・干潟・アマモ場・藻場）を通して、継続的に磯、干潟、アマモ場、藻場などの生物相に関

する自然環境データの充実を図らねばならない。 

本報告書は、モニタリングサイト 1000 沿岸域調査（磯・干潟・アマモ場・藻場）が本格的な調

査を開始してから 5 年目を迎えたことを 1 つの区切りとして、これまでに得られた本事業の成果

をはじめてとりまとめたものである。 

まず、本報告書では、モニタリングサイト 1000 沿岸域調査（磯・干潟・アマモ場・藻場）の概

要および調査手法について紹介したうえで、これまで各生態系で実施された調査結果のとりまと

めを通して、今後の長期モニタリングに資する基礎的な情報の把握を試みた。次に、平成 23 年 3

月 11 日の東北地方太平洋沖地震による津波などの影響を受けたサイトの状況など、各生態系の調

査成果に関するトピックスについてもまとめた。さらに、調査結果を踏まえ、わが国の沿岸域の

生物多様性を概観しつつ、これまでの調査手法の妥当性や今後の事業の方向性についての課題と

展望をまとめた。なお、本報告書の作成にあたっては、一般の方などに対して分かりやすく、か

つ、関心を持っていただけるよう心がけた。 

最後に、本調査の実施にあたっては、各サイトにおける調査員の皆様、検討会・分科会委員の

皆様に多大なご尽力をいただいた。ここに厚く御礼申し上げる。 
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要 約 

 

 

モニタリングサイト 1000 沿岸域調査（磯・干潟・アマモ場・藻場）は、2008 年度から本格的

な調査を開始し、2012 年度で 5 年目を迎えた。そこで本稿では、これまでに得られたデータを活

用し、各生態系やサイトにおける生物多様性の状況などを把握するためのとりまとめを行った。 

第一章「沿岸域調査（磯・干潟・アマモ場・藻場）の概要」では、調査サイトの選定、調査項

目、毎年調査と 5 年毎調査の位置づけ、調査時期、調査方法の概要などを記載した。第二章「各

生態系における生物多様性の状況」では、今後の生態系の変化を捉えるためのベースラインとし

て、生態系ごとに各サイトの生物相の短期的な変化やサイト間の類似性などについてまとめた。

第三章「トピックス」では、調査の方法論の検証、引用データを用いた生態系機能の解析、生態

系横断的な解析などについて記載した。第四章「総括」では、調査結果の全体考察、ならびに事

業としての成果、課題、展望をレビューした。以下にとりまとめ結果の概要を示す。 

 

調査サイトは、全国の沿岸域生態系の状態を適切にモニタリングするため、緯度勾配と海流を

考慮して、全国を 6 海域に区分し、各海域にサイトがそれぞれ配置されるように選定を行った。

これまでに、磯 6 サイト、干潟 8 サイト、アマモ場 6 サイト、藻場 6 サイトの計 26 サイトで調査

を実施した。調査は年 1 回、4～9 月の同じ時期に実施することを基本とし、定量的なモニタリン

グを重視した「毎年調査」と、標本・環境試料の収集を伴う「5 年毎調査」を実施した。磯調査

では底生生物の種組成や現存量、干潟調査では干潟表面に生息する表在生物と底土中に生息する

埋在動物の種組成や個体数、アマモ場調査では海草類および底生動物の種組成や現存量、藻場調

査では海藻類の種組成や被度の変化をモニタリングした。 

磯生態系では、岩礁帯における岩温変化、潮位に応じた出現種数の変化、各サイトの多様度指

数、サイト間の生物相の類似性を把握することができた。岩温変化について、北海道から沖縄の

6 サイトにおいて記録された最高温度は 5.6℃しか違わなかったが、最低温度ではその差が 20℃近

くにも及んだ。各サイトの出現種数は北海道と沖縄で少ないが、本州・九州では多くなった。多

様度指数も高緯度地域や低緯度地域で低く、中緯度地域で高かった。さらに、いずれのサイトで

も潮位に対して種数は小刻みに変動するものの、最高潮位の方形枠周辺では種数が少ない傾向を

示した。各サイトの生物相の類似性を解析した結果、北海道、沖縄、それ以外の本州・九州 4 サ

イトからなる 3 群に分かれた。本州・九州 4 サイトの関係を見てみると、出現種数や多様度指数

が最も高かった大阪湾サイトが、他の 3 サイトとは異なっていた。 

干潟生態系では、群集構造の解析から底生動物群集の多様性、サイト間の類似性、サイト内の

経年変動の状況が明らかとなった。2008～2011 年に干潟調査で確認された生物種は、全サイトを

合計すると未同定種や複数種を含めて 739種で、各サイトで出現した種数は 93～228種であった。

出現種の内訳を見てみると、特定の 1 サイトでのみ出現した種は、20～106 種で石垣川平湾サイ



 
 

トの固有性が際立っていた。また、外来種は 9 種確認され、都市部に近い盤洲干潟や汐川干潟サ

イト、ならびに松川浦サイトでそれぞれ 4 種が認められた。さらに、各サイトに出現した底生動

物は、優占種の組成のみならず、生息密度がサイト間で大きく異なっていた。群集構造の空間変

動や経年変動の解析により、サイト内の群集組成の経年変動は小さく、サイト間では概ね 4 グル

ープに分けられることが示された。すなわち、北海道および沖縄のサイトは互いに独立のグルー

プを形成し、本州の 6 サイトは、伊勢湾以東の東日本と紀伊半島以西の西日本の 2 グループに分

けられた。また、津波による撹乱や特定種の突発的な増減を除けば、各サイトが固有の群集構造

を有し、日本列島の東から西、北から南の地理的勾配に沿って、段階的に変化していることが示

された。 

アマモ場生態系では、日本列島、特に太平洋側における主要アマモ場の海草類やアマモ場に生

息する底生動物群集の多様性の広域的・局所的空間変異、および 5 年間にわたる時間的変動パタ

ーンが明らかになった。種の多様性および生物量（海草の被度、底生動物の個体数）は、地理的

に隔てられたサイト間で大きく異なるばかりでなく、サイト内の水深軸に沿って設けられた調査

地点間でも変異が著しいことが明らかになった。海草類や底生動物の種構成は、既存の知見と同

様に温帯域と亜熱帯域で大きく異なった。海草類の種多様性や生物量は、広域的スケールでは高

緯度地域と低緯度地域で高くなる傾向が見られた。一方、局所的スケールでは被度がアマモ場の

中央部（中程度の水深帯）で高くなる傾向が多くのサイトで確認された。 

藻場生態系では、2008～2011 年の調査結果から、出現種数や種組成の違い、褐藻を指標とした

LFD 指数（コンブ目、ヒバマタ目、アミジグサ目の水温帯別の種数を用いて算出する指数）と水

温との関係、サイト間の海藻相の類似性と経年変動の解析を行い、各サイトの藻場の特徴を把握

することができた。本調査で対象としている海藻群落に限ってみれば、中緯度地域で出現種数が

多く、高緯度地域にいくほど少なくなった。各サイトの LFD 指数と水温との相関を調べた結果、

有意な正の相関が見いだされた。しかし、志津川サイトでは、想定よりも高い LFD 指数が観測さ

れた。今後適切に評価するためにはさらなるデータの蓄積が必要と考えられた。サイト・年度別

の海藻相の類似性を解析したところ、サイトごとに独自の群落構造があるが、時間的には藻場構

成種に有意な変動は認められなかった。 

東北地方太平洋沖地震の際に発生した津波が沿岸生態系に及ぼした影響を、松川浦サイト（干

潟）、大槌サイト（アマモ場）、志津川サイト（藻場）のデータを用いて生態系横断的に検証し

た。その結果、松川浦サイトと大槌サイトでは、サイト内の多くの調査地点で大きな影響が認め

られたが、志津川サイトでは顕著な影響は見られなかった。このことから、津波が沿岸生態系に

与える影響は、サイト間、サイト内の調査地点間、さらには生態系のタイプや主要構成種により

異なることが示唆された。このような客観的な影響評価は、定量的なデータの蓄積があって初め

て可能になることから、モニタリングを継続することの重要性を改めて確認することできた。 
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第一章 沿岸域調査（磯・干潟・アマモ場・藻場）の概要 

1. 調査サイトの選定と配置 

国土面積に比して長い海岸線を持つわが国

の沿岸域は、国内に幅広い緯度勾配を有し、南

からは暖流（黒潮・対馬海流）、北からは寒流

（親潮）の影響を受ける（図 1-1）。また、半

島、湾、内海、多島海などの複雑な地形が存在

し、環境自体の多様性がきわめて高い。さらに、

岩礁、砂質、砂泥質などのさまざまな底質条件

が存在し、潮位により干潮時の干出時間が異な

ることが、多様な沿岸環境を生み出す要因とな

っている。 
沿岸域は、潮の干満により概ね潮上帯、潮間

帯、潮下帯と区分され、潮上帯には塩性湿地や

マングローブ湿地などが、潮間帯には磯、砂浜、

干潟が、潮下帯にはアマモ場や海藻藻場、サン

ゴ礁などが形成されている。 
全国の沿岸域生態系の状態を適切にモニタ

リングするため、緯度勾配と海流を考慮して、

全国を 6 海域に区分し、各海域に調査サイトが

それぞれ配置されるように調査サイトを選定

した（図 1-2、表 1-1）。各生態系での調査サ

イト数は、磯 6 サイト、干潟 8 サイト、アマモ

場 6 サイト、藻場 6 サイトで、各調査サイトの

選定は、以下の 7 項目の基準に基づいて行った。 

 
 可能な限り、6 海域区分（図 1-2）のすべ

てにサイトを配置すること、又は南北・東

西に互いに離れていること。 
 各生態系（磯・干潟・アマモ場・藻場）に

おいて重要なサイトであること。 
 分科会委員を中心とした調査者が在籍す

る実験所か、利用可能な臨海実験所などの

施設に隣接していること。もしくは、特に

施設がなくとも調査を開始しやすいこと。 
 過去に専門的な調査記録があること。 
 JaLTER （ Japan Long-Term Ecological 

Research Network）や NaGISA（Natural 
Geography In Shore Areas）などの国際的枠

組みのモニタリングに参加している、ある

いは参加予定のあるサイトであること。 
 近隣に開発計画がなく、調査サイトの継続

性が期待されること。 
 干潟については、上記の基準を満たすサイ

トが複数あった場合には、モニタリングサ

イト 1000 シギ・チドリ類調査と重複する

サイトであること。 

図 1-1．日本近海の海流．平成 22 年度水産白書より． 
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図 1-2．緯度勾配と海流の違いに基づく沿岸域の海域区分．海域区分名は以下のとおり．①北部太平洋

沿岸，②日本海沿岸，③瀬戸内海沿岸，④中部太平洋沿岸，⑤西部太平洋沿岸等，⑥琉球列島沿岸． 

表 1-1．各海域に設定された調査サイトの一覧 
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2. 調査の概要と方法 

モニタリングサイト 1000 沿岸域調査（磯・

干潟・アマモ場・藻場）では、主に底生動物の

種類や個体数、植物の種組成や被度を調べてい

る。調査は年 1 回、4～9 月の同じ時期に実施

することを基本とし、定量的なモニタリングを

重視した「毎年調査」と、標本・環境試料の収

集を伴う「5 年毎調査」を実施している。5 年

毎調査は、毎年各生態系で順番に実施した（表

1-2）。 
磯調査では、磯生態系において優占する底生

生物を調査対象とし、それらの種組成や現存量

の変化の把握を調査の目的とした。底生生物の

うち、定量的な測定を行いやすい、岩表面に生

息する種を対象とした。転石の下や固着性生物

の殻の中などに生息する生物や移動速度の速

い生物は、定量的な測定を行うことが困難であ

るため、調査対象としなかった。干潟調査では、

干潟生態系において優占する干潟表面に生息

する表在生物と底土中に生息する埋在動物を

調査対象とし、その種組成や現存量の変化の把

握を調査の目的とした。塩性湿地、マングロー

ブ湿地においては、植物の根、地下茎の発達に

よって埋在動物の定量採集が困難であるため、

表在生物のみを対象とした。アマモ場調査では、

アマモ場生態系において主要な生産者かつ生

態系エンジニアである海草類および消費者

系・腐食者系内で優占する底生動物（葉上性、

表在性、埋在性）を調査対象とし、それらの種

組成や現存量の変化の把握を調査の目的とし

た。底生動物の調査は 5 年毎調査で実施した。

藻場調査では、藻場生態系において主要な生産

者かつ生態系エンジニアである海藻類を主な

調査対象とし、それらの種組成や現存量の変化

の把握を調査の目的とした。 
以上の目的達成のため、磯、干潟、アマモ場

および藻場の各生態系において、統計解析が可

能な数の方形枠を適切に配置した。それらの枠

内に出現する種の組成や存否を記録し、出現種

の個体数や被度を、写真撮影、目視観察、標本

採集などにより測定した。また、調査者が交替

した際にもモニタリングが継続できるように、

特殊な技術を必要としない調査手法を採用す

るなど配慮した。調査方法の設計に際しては、

JaLTER や NaGISA などの国際的な環境モニタ

リングプロジェクトとの連携を図るため、一部

の調査ではそれらの調査内容なども取り入れ

た。 
各生態系における調査方法や調査項目の概

要は次のとおりである。なお、詳細はモニタリ

ングマニュアルに記載している（参考情報を参

照）。 
 
 
磯調査 
各サイトの岩礁帯に、さまざまな潮位と傾斜

角が含まれるよう 25 cm 四方の永久方形枠を

30 個設置し、方形枠内に生息する固着性生物

と低移動性動物（軟体動物、棘皮動物など）の

現存量を調べている（図 1-3）。また、そのう

ち 5 個の方形枠には温度データロガーを設置

し、15 分ごとの岩温データを取得している。

これらのデータから、各サイトにおける水温、

波あたり、潮流、潮位、外来種移入、採集圧な

どの環境変化と、それに対する生物群集の応答

を検出することを目指している。 
毎年調査では、各方形枠の画像を用いて、サ

イトごとに決められている 4～7 種の解析対象

種（種群）の有無を在不在データ（在: 1、不在: 
0）で記録している。5 年毎調査では、各方形

枠内部に生息する生物相を詳細に把握するた

め、点格子法による定量調査および方形枠内部

の全出現種を記録する定性調査を実施してい

る。 
 
 
干潟調査 
各サイトに環境の異なる 2～3 エリアを設定

し、各エリア内の潮間帯上部、中部、下部に相

当する場所に調査ポイントを設定している。 
毎年調査では、調査ポイントごとに、50 cm

四方の方形枠を無作為に 5 個配置し、方形枠内

表 1-2．5 年毎調査の実施年度 
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部の表層に見られる底生動物の個体数を記録

している（図 1-4）。また、表在性の生物を除

いた後、方形枠内で 15 cm 径のコアサンプラー

を用いて深さ 20 cmの底土を 1サンプルずつ採

取し、2 mm 目の篩上に残った埋在動物の個体

数を計数している。さらに、ポイントごとに 2
名で 15 分間の定性的な観察を行い、調査ポイ

ント周辺に生息する生物を記録している。5 年

毎調査では、毎年調査に加えて 1 mm 目の篩を

使用した埋在動物の採集を行い、得られた生物

の同定と計数を行った後、液浸標本として保管

している。また、各調査ポイントの底土の粒度

分析ならびに強熱減量の測定を行っている。 
 
 
アマモ場調査 
各サイトには、当該サイトで優占的に生育す

る海草群落を含むように 6～13 箇所の調査地

点（半径 10 m 程度の範囲内）を設定している

（一部のサイトにはエリアが設定されている）。 
毎年調査では、各調査地点内に 50 cm 四方の

方形枠を無作為に 20 個配置し、各方形枠内に

出現する海草の種類と被度、優占する海草の種

図 1-3．磯調査における方形枠などの配置図． 

図 1-4．干潟調査における方形枠などの配置図． 
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および全体被度を目視で記録している（図 1-5）。
5 年毎調査では、各サイトで優占する海草種ご

とに複数の調査（植生）帯を設け、調査帯ごと

に直径 15 cm の円形内（10 cm 深）に生育また

は生息する海草の生物量や底生動物の個体数

を計測している。採集した海草類については、

種ごとにシュートタイプ（生殖株、栄養株）、

シュート数、草丈（シュートごと）を計測し、

乾燥重量を測定している。葉上動物は淡水で洗

い流しながら分離し、表在・埋在動物について

は1 mm目の篩上に残った生物の個体数を計数

している。計数後のサンプルは液浸標本として

保管している。また、各調査帯の底土の粒度分

析や各サイトに生育する海草種の乾燥押し葉

標本の作成も併せて実施している。 
 

 
藻場調査 
各サイトでは、ライン調査と永久方形枠調査

を毎年調査として実施している。ライン調査は、

水深勾配による海藻群落の変化やサイト全体

の種組成を把握するために行い、永久方形枠調

図 1-5．アマモ場調査における方形枠などの配置図． 

図 1-6．藻場調査における方形枠などの配置図． 
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査では、各サイトの優占種に着目してその消長

を定量的に観察している。 
調査ラインは、各調査サイトを代表する海藻

群落を通るように岸から沖に向かって設定し

ている（図 1-6）。岸側に起点を定め、終点ま

での間に 10 箇所程度の調査地点を設けている。

各調査地点の起点からの距離は一定とし、1 個

の 50 cm 四方の方形枠内に出現する主な海藻

の種類や被度を目視で観察している。また、調

査ラインに沿ってビデオ撮影を行っている。永

久方形枠調査では、代表する海藻群落が見られ

る地点に 2 m 四方の方形枠を設置し、方形枠内

に生育する海藻の種類や被度、大型の底生動物

の種名および個体数を記録している。5 年毎調

査では、各サイトの優占種が生育する調査帯に

50 cm 四方の方形枠を 1 つ新設し、枠内の坪刈

りを実施している。採集した海藻は種ごとにソ

ーティングし、湿重量および乾燥重量を測定し

ている。また、観察された代表的な種について

は、乾燥押し葉標本を作成し保管している。 
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第二章 各生態系における生物多様性の状況 

1. 磯生態系 

石田 惣・栗原健夫・飯島明子・野田隆史・ 
山本智子・村田明久・森 敬介 

1）磯生態系の概要 

磯とは、陸地と水域の境界にある潮間帯のう

ち、海岸の基質が岩礁地である場所を示す。 
磯生態系の最大の特徴は、高さ（潮位）によ

って生物相が大きく変化し、明瞭な帯状分布

（ゾーネーション）が見られることである。こ

れは潮汐によって生み出されるもので、潮間帯

ではその高さによって干出時間の長さが異な

る。すなわち、潮間帯上部では潮が少し引くだ

けで干出し、水没するのは満潮時前後の短い間

だけである。磯には日陰が少なく、多くの岩礁

帯は太陽光によって高温になるため、潮間帯の

上部で生活していくには、耐乾燥・耐高温性の

体構造が必要である。また、海水中から栄養塩

や懸濁物を得ている生物にとっては栄養を得

る時間が短く、ほとんどの水生生物は、呼吸時

間も同様に制限を受ける。このことから、潮間

帯上部や潮上帯では過酷な環境に適応できる

生物だけが生活することになる。一方、潮間帯

下部では干潮時前後のごくわずかな時間だけ

干出し、ほとんどの時間は水没しているため、

乾燥しにくく、多くの生物にとって過ごしやす

い場所である。ところが、多くの生物が集まる

ため、生息場所をめぐる生物間の競争が激しく

なる。フジツボ類や固着性二枚貝にとっては自

分の体を固着させる場所であり、カサガイ類や

ウニ類などの植食者も、藻類が生えてくる場所

をどれだけ占有できるかが摂餌量に直結する。

また、潮下帯に生息する魚類や大型の甲殻類、

ヒトデ類といった捕食者に襲われる確率は、水

没時間の長い潮間帯下部の方が高い。このよう

に、「すごしやすさ」で見ると、潮間帯の上部、

下部にはそれぞれ一長一短があり、環境耐性の

違い、種内・種間競争や食う食われるの関係に

よって、高さに応じた分布が形成されている。 
食物網の視点から見ると、生産者（植物、磯

では主に藻類）・一次消費者（植食者、例えば

カサガイ類、ウニ類など）・二次以上の消費者

（肉食者、例えば大型甲殻類、ヒトデ類、肉食

性腹足類など）という一般的な食物連鎖が見ら

れるが、磯生態系を最も特徴づける消費者は固

着性の懸濁物食者である。海水中には動植物プ

ランクトン、ならびにそれらの死骸や分解物に

由来する微小な有機物（デトリタス）が漂って

おり、これらをまとめて懸濁物という。磯では

基質に着底後、以降の一生をほとんど移動する

ことなく生活する多様な固着性動物が見られ、

その現存量も高い。これら固着性動物のほぼす

べてが懸濁物食者であり、磯の景観を構成する

主要な要素といえる。その代表はフジツボ類や

二枚貝だが、他にも各種カイメンや多毛類、ホ

ヤ類など分類群としては多岐にわたっており、

足の踏み場もないほど常に動物がいるという

環境は、地球上では磯以外にはほとんどない。 
磯の生物相は沿岸環境の中でも突出して多

様性が高く、複雑な景観を呈している。その現

存量も大きいため、沿岸環境を支える主要な生

態的機能を有する。例えば、磯に生育する藻類

は光合成により海水中の栄養塩を同化し、海水

中に酸素を供給している。また、懸濁物食者が

海水中のプランクトンや懸濁物を消費するこ

とで、海水中の有機物を凝縮する役割も担って

いる。さらに、主たる生息場所が磯に限定され

ない魚類などの海洋生物や海鳥などの陸上生

物も、産卵場所や隠れ場所、餌を得る場所とし

て磯を利用する。 
このように貴重な生態系であるにも関わら

ず、近年の港湾整備によって護岸壁や桟橋など

が建設され、多くの磯が消失している。一般に、

護岸された海岸は直線的になり、生物にとって

の生息場所の異質性と多様性が失われると同

時に、生物相が単純化する。また世界的に見れ

ば、海岸線が直面する最も重大な脅威は、海水

面上昇といわれる（Reid and Trexler 1992）。こ

のような変化が磯の生物相に及ぼす影響を捉
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えるためには、各地の主要な海域の磯において、

統一化された方法による生態系・生物多様性モ

ニタリングを継続していくことが求められる。

磯の生物群集は群集生態学のモデルシステム

として扱われ、これまでもさまざまな理論の発

見と検証が行われてきた。つまり、環境に対す

る生物の応答を厳密に評価してきた実績が、磯

生態系には蓄積されている。このことは、海洋

環境のモニタリングシステムとしても有用な

ことを示している。 
 
 

2）磯調査の調査サイト 

モニタリングサイト 1000 磯調査では、潮の

干満差が大きい太平洋側を中心に 6 サイトを

選定し、2008 年度から調査を行っている（図

2-1-1）。6 サイトのうち、安房小湊サイトと天

草サイトは 2009 年度より、大阪湾サイトは

2010 年度より調査が開始された。毎年調査の

調査時期は、厚岸浜中サイトで 8 月、安房小湊

サイトで 5～7 月、大阪湾サイトで 6 月、南紀

白浜サイトで 6～7 月、天草サイトで 8 月、石

垣屋良部サイトで 6～7 月である。以下に各サ

イトの概要を示す。 
 
厚岸浜中サイトは、北海道厚岸郡浜中町の藻

散布沼の東方約 1 km、アイヌ岬の南西約 1 km
に位置し、親潮の強い影響を受ける他、数年に

一度流氷の影響を受ける全国的に貴重な磯で

ある。後背地の地形は、5～20 m の崖になって

いる。後背地の植生は、調査地の南北で異なり、

北はクマイザサを主体としたササ原であり、南

はミズナラなどからなる落葉広葉樹の森林が

主体となる。調査地周辺の海岸線は、砂浜、転

石浜および崖地からなり、その底質構成は、潮

間帯から潮上帯にかけては主に崖と転石で、潮

下帯は転石混じりの砂である。調査サイトは、

堆積岩からなる小さな島状の岩礁上（北部）、

あるいは崖地の側面（南部）で、周囲には潮だ

まりはほとんど存在しない。やや奥まった内湾

的地形で、かつ遠浅であるため、波あたりは弱

い。浜中町霧多布の大潮時の最大干満差は約

120～160 cm である。 
安房小湊サイトは、房総半島南東部に位置す

るため、暖流と寒流が交わって地域特異性の高

い生物相を形成する磯である。後背地の地形は

高さ 10～20 m の崖になっており、後背の植生

はタブノキなどの常緑広葉樹の森林が主体と

なる。海岸は起伏に富んだ岩盤からなり、砂

図 2-1-1．磯調査のサイト位置図． 
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岩・泥岩を主体とした堆積岩である。周囲には

多数の潮だまりが存在する。波あたりはやや強

く、海水の流動が盛んで、潮下帯にはカジメや

アラメなどが繁茂する海藻群落が広がってい

る。調査地付近の大潮時の最大干満差は約 140
～180 cm である。 
大阪湾サイトは大阪湾の南東岸に位置し、都

市部にある内湾の磯浜として、大阪湾東岸で唯

一残された自然岩礁である。海岸線は侵食され

た崖や岩礁からなり、転石も見られる。潮だま

りはほとんどない。後背の崖の上部にはウバメ

ガシ、トベラ、モチノキ、マサキなどの植生が

見られる。調査サイトである豊国崎一帯は和泉

層群からなり、地質は砂岩と泥岩の互層である。

沖合に波あたりを防ぐ地形や構造物はないが、

調査地は大阪湾内であり、風雨の激しい時を除

けば波あたりはおだやかなことが多い。サイト

付近の大潮時の最大干満差は約 150～170 cm
である。 
南紀白浜サイトは、番所崎と呼ばれる和歌山

県西牟婁郡白浜町の海岸で、田辺湾の湾口南側

の最外縁に位置し、黒潮の影響を受ける磯浜で

ある。番所崎北西斜面は高さ約 10～20 m の崖

になっている。後背の植生はマツ林が主体とな

る。調査地の周辺は大小の島状岩礁が点在し、

調査サイトは干潮時に台地状の地形が露出す

る。台地の立ち上がり部分を中心に傾斜が強く、

台地の上面は比較的緩やかである。浸食により

露出した礫により表面には凹凸が形成される。

調査サイトの周囲には潮だまりが点在する。底

質構成は、ほとんどが礫岩質である。調査サイ

トは大小の島状岩礁に囲まれているが、台風接

近時など風雨の激しい時は直接的に強い波浪

を受けるとみられる。田辺湾の大潮時の最大干

満差は約 180～200 cm である。 
天草サイトは、有明海の入り口にある通詞島

西岸に位置し、干満差が大きく黒潮系の種が多

く出現する点で特徴的な磯である。波あたりは

弱いが潮位差は大きく、大潮時の最大干満差は

約 380 cm に達する。調査地およびその周辺に

は、潮間帯上部に護岸があり道路が走っている

ため、潮上帯の自然海岸はない。潮間帯上部か

ら下部にかけての磯は堆積岩で構成され、なだ

らかな岩礁と崖状の起伏が混在する。潮下帯に

はホンダワラ、アラメなどの海藻群落が広がっ

ている。調査地点の周囲にはほとんど潮だまり

は存在しない。 
石垣屋良部サイトは、沖縄県石垣島の西端

に位置し、海岸線に垂直な方向に約 50 m、海

岸線に平行な方向に約 70 m の広がりを持つ。

調査サイトを含む石垣島一帯は種多様性が高

く、長期的なモニタリングにより種々の環境変

動を捉えやすい。調査地の後背地は、高さ 10 m
程の崖である。後背地の植生は、ごくわずかな

低木と草本からなる。調査地の周辺は「洗濯岩」

状の岩盤からなり、岩盤表面には溝が刻まれる。

この岩盤の稜線は概ね崖から海へと向かう。岩

盤の傾斜は、この稜線に沿った方向では約 3°
と緩やかだが、稜線に垂直な方向ではしばしば

90°に達し、急である。底質は潮間帯下部では、

石灰岩と死サンゴである。調査地周辺の地質は

野底層からなる。波あたりは、高潮時、とくに

荒天時には激しくなると予想される。調査地の

大潮時の最大干満差は約 160 cm である。 
 

 

3）岩礁帯における岩温の変化 

磯（岩礁潮間帯）では、動植物の帯状分布が

顕著に見られ、そこに生息する生物の分布や組

成は、気候条件、潮の干満差、波あたりなどの

さまざまな環境要因の影響を受ける。一般に、

ある生物の分布上限は、温度や塩分、乾燥の度

合いなどの物理的条件で決まり、分布下限は捕

食や競争などの生物的要因で決まることが多

い（朝倉 1999）。 
モニタリングサイト 1000 磯調査では、各サ

イトの岩礁帯にさまざまな潮位と傾斜角が含

まれるよう 30 個の永久方形枠（以下、方形枠）

を設置し、各方形枠内に出現する生物のモニタ

リングを行っている。生物の長期的な変動を把

握するためには、方形枠の物理的特性を把握し

ておくことが不可欠である。そこで本調査では、

各方形枠の方角、傾斜角、最低水面からの高さ

（潮位）の情報を収集するとともに、任意に選

択した方形枠の近傍に温度データロガーを設

置し、15 分ごとの岩温の連続測定を行ってき

た。ここでは、これまでに得られた温度データ

ロガーの情報を集計し、その概要を示した。 
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各サイトには 5 個の温度データロガーが設

置されている（表 2-1-1）。設置時期はサイト

によって異なり、厚岸浜中、南紀白浜、石垣屋

良部サイトは 2008 年から、安房小湊と天草サ

イトは 2009 年から、大阪湾サイトは 2010 年か

らで、ここでは 2011 年までのデータを用いた。

そのため、各サイトで使用したデータ量は大き

く異なり、厚岸浜中サイトではおおよそ 10 万

レコード、天草サイトでは 1 万 5 千レコードで

あった。また、データ量が異なる要因として、

調査開始当初の試行段階では測定間隔が異な

っていたことや、何らかのトラブルにより途中

で測定が停止している状況もたびたび見られ

たためである。よって、測定期間中にはデータ

の欠測期間も含まれていることに注意された

い。温度データロガーを設置した方形枠の高さ

はさまざまで、各サイト内における相対的な高

さの比較の指標にはなるが、基準面の標準化が

困難であるためサイト間で比較することはで

きない。潮位の補正は、海上保安庁の潮汐表を

用いて行い、最低水面（CDL）からの高さで示

しているが、厚岸浜中サイトでは現場の最干潮

時の水面からの高さを複数回測定した平均値

で示している。 
温度データロガーが捉えた岩温の最高温度

は、厚岸浜中サイトで 40.0～52.6℃、安房小湊

サイトで 43.5～48.9℃、大阪湾サイトで 31.3～
54.4℃、南紀白浜サイトで 43.9～54.6℃、天草

サイトで 39.0～52.1℃、石垣屋良部サイトで

48.9～58.2℃であった（図 2-1-2）。北海道に位

置する厚岸浜中サイトでも、夏季の岩礁帯の温

度は 50℃を超え、最も南に設定されている沖

縄の石垣屋良部サイトの最高値と比較しても、

わずか 5.6℃しか違わなかった。一方、最低温

度については、厚岸浜中サイトで-10.7～-9.0℃、

安房小湊サイトで-0.4～4.0℃、大阪湾サイトで

-0.8～3.4℃、南紀白浜サイトで 0.4～4.4℃、天

草サイトで 0.2～2.7℃、石垣屋良部サイトで9.6
～12.2℃であった。厚岸浜中サイトの最低温度

は-10.7℃まで低下したが、石垣屋良部サイト

では 9.6℃で、両サイトで記録された最低温度

の差は 20.3℃であった。一般に海水は熱容量が

大きく変化が少ないため、温度データロガーが

捉えた最高値や最低値は、潮位の低下により干

出した際の岩温の上昇（夏季）や低下（冬季）

を検出したものと思われる。 
次に、中央値±四分位偏差を見てみると、厚

岸浜中サイトで 7.2±5.8～9.0±6.2℃、安房小

湊サイトで 20.3±4.4～20.8±3.3℃、大阪湾サ

イトで 17.7±6.6～19.1±6.7℃、南紀白浜サイ

トで 21.0±5.9～21.9±4.6℃、天草サイトで 17.5
±5.7～20.0±4.3℃、石垣屋良部サイトで 24.8
±3.5～26.3±5.2℃であった。各岩礁帯の標準

的な温度域は、10℃以下の厚岸浜中サイト、

20℃前後の安房小湊、大阪湾、南紀白浜、天草

の 4 サイト、25℃前後の石垣屋良部サイトの 3
つに大別されると考えられた。 
方形枠の最低水面からの高さ（潮位）と温度

の対応について見てみると、設置されている高

さ（潮位）が高いほど四分位偏差が大きくなる

傾向を示し、また、最も高い温度が記録された

温度データロガーは比較的高い位置に設置さ

れている場合が多かった。潮間帯下部は海水中

に水没している時間が長いため温度変化が小

さいのに対し、潮間帯上部は潮間帯下部に比べ

て干出時間が長いため、水温と気温の差が大き

くなる夏季や冬季に温度変化が一層激しくな

るものと予想される。 
本調査で用いた温度データロガーは、微環境

の違いが生物の分布を決める岩礁潮間帯の温

度変化を捉えるツールとして有効で、将来的な

岩礁生態系の長期変動を捉える基礎情報とな

る。また、単に温度の変化を捉えるだけでなく、

得られたデータの一部を利用して岩礁帯の波

あたりの強さを評価できる可能性も示唆され

ている（第三章 トピックスを参照）。しかし、

表 2-1-1．各温度データロガーが設置されている方形枠

の高さ，測定期間，データ数 

nd: データなし 
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一方で、温度データロガーのハード面での不具

合がたびたび起こり、年間を通した連続データ

が十分には取得できていないのが現状である。

今後は、運用面を含めてさらなる検討が必要で

あるが、今後の長期変動の解析に向けてデータ

を蓄積していくことが重要である。 
 
 

4）各サイトにおける磯生物の多様性と特徴 

ある場所における生物群集の機能は、そこで

の種多様性や種の構成によって強い影響を受

けることが多い。例えば、基礎生産力の維持や

有機物の分解などの働きは、種多様性や種組成

によってしばしば大きく変化する（例えば、

Hector et al. 1999 ; Jonsson and Malmqvist 2000 ; 
Zak et al. 2003）。したがって、さまざまな場所

において種多様性を評価したり、種組成を調査

したりすることは、生物群集の機能を人間が利

用する上で不可欠な作業である。そこで、ここ

では種多様性を潮位ごと、サイトごとに集計し、

その傾向を明らかにした。 
種多様性を集計するためのデータは、定量調

査と定性調査により取得した。調査実施日は、

厚岸浜中サイトで 2009 年 8 月 4 日、安房小湊

サイトで 2009 年 5 月 24 日、大阪湾サイトで

2010 年 6 月 11 日、南紀白浜サイトで 2009 年 7
月 5 日、天草サイトで 2009 年 8 月 7 日、石垣

屋良部サイトで 2009 年 7 月 22 日である。定性

調査では、6 サイト × 30 方形枠の各組み合わ

せについて方形枠内の全出現種が記録されて

おり、この記録をもとに潮位別・サイト別の種

数を集計した。定量調査では、6 サイト × 30
方形枠 × 49 格子点の各組み合わせについて格

子点別の出現種が記録されており、この記録を

もとにサイト別に Simpson 多様度指数（1 / λ）
を計算した。この指数の計算式は、以下のとお

り。 
 

1 / λ = 1 / Σ pi
2   （式 1） 

 
ここで、piは種 i の相対的な出現頻度、Σ は

すべての i についての総和を意味する。相対的

な出現頻度を求めるため、30 方形枠分の 49 格

子点における種 i の記録回数を、同格子点の全

種こみ記録回数で除した。 
図 2-1-3 に種数の潮位間変化を示した。各サ

イトの種数は潮位の変化に伴って小刻みに変

動するものの、最高潮位の方形枠の周辺で少な

かった。このように潮位の高い場所で種数が少

図 2-1-2．各サイトの岩礁帯における岩温の特徴．各サイトに設置されている 5 個の温度デ

ータロガーで得られたデータを箱ヒゲ図で示す．ND: データなし． 
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ない現象は、世界各地の岩礁海岸での報告と一

致する（例えば、Underwood 1981 ; Lubchenco et 
al. 1984）。こうした現象の原因として、高い

潮位における乾燥の厳しさ（Connell 1961）、

餌料の乏しさ、幼生の加入量の乏しさ

（Underwood and Denley 1984）が挙げられる。 
種数（表 2-1-2）と Simpson 多様度指数（図

2-1-4）について、サイト間変化を示した。種

数は厚岸浜中と石垣屋良部サイトで低く、安房

小湊、大阪湾、南紀白浜サイトで高かった。多

様度指数も同様のサイト間変化を示したが、く

わえて大阪湾で特異的に高かった。このように

種数のサイト間変化に比べて多様度指数のサ

イト間変化が大阪湾で強いピークを示す理由

は、大阪湾において種それぞれの相対出現頻度

（式 1 における pi）が種間で似通っていたこと

にある。piの標準偏差は厚岸浜中で 0.126、安

房小湊で 0.053、大阪湾で 0.040、南紀白浜で

0.053、天草で 0.104、石垣屋良部で 0.174 とい

うように大阪湾サイトで低かった。以上のよう

に、日本太平洋岸の岩礁潮間帯での種数や多様

度指数が房総から紀伊半島の一部において高

くなる傾向は、既往の報告（Asakura and Suzuki 
1987 ; Okuda et al. 2004 ; Kurihara 2007）と概ね

一致する。 
 

図 2-1-3．各サイトにおける潮位別の方形枠内の種数．縦軸に種数，横軸に最低水面（CDL）からの方形枠

の高さ（潮位）を示す．厚岸浜中サイトの方形枠の高さは，最干潮面からの実測値の平均値で示す． 
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5）磯生物群集の類似性 

定性調査の生物種リストから、種それぞれの

各サイトでの出現方形枠数（0～30 のいずれか

の値をとる）を求め、サイト間での種組成の非

類似度を Czekanowski 非類似度（Yoshioka 2008）
で評価した。サイトの組み合わせに応じた

Czekanowski非類似度の変化を視覚化するため、

非計量多次元尺度構成法（Nonmetric 
Multidimensional Scaling: MDS）とクラスター解

析を行った（Clarke 1993）。MDS を、まず全

6 サイトについて行い、次に、種組成が相対的

によく似通っていた安房小湊、大阪湾、南紀白

浜、天草の 4 サイトのみについて行った。また、

MDS において種組成の隔たっていたサイトの

間で、どのような種がサイト間の違いに強く関

与していたかを、｢種の平均寄与率｣（δi
-

 , 

Clarke (1993) Table 1 の第 4 列を参照）によっ

て評価した。クラスター解析では平均結合法を

用いた。これらの計算には統計環境 R 2.14.0（R 
Development Core Team 2011）を用いた。

Czekanowski非類似度の計算にはRのパッケー

ジ vegan 内の vegdist 関数を、MDS の実行には

パッケージ MASS 内の isoMDS 関数を、クラス

ター解析には MASS 内の hclust 関数を用いた。 

表 2-1-2．各サイトの全 30 方形枠における

出現種の総数 

図 2-1-4．各サイトの Simpson 多様度指数． 

図 2-1-5．全 6 サイトについての MDS．Stress 

= 0.0097．厚岸浜中と石垣屋良部サイトを

除く 4 サイトは，相対的に種組成が似通っ

ており，図中で一点に集中している． 

図 2-1-6．安房小湊，大阪湾，南紀白浜，天

草の 4 サイトについての MDS．Stress < 

0.0001． 
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全 6 サイトに関する MDS は Stress = 0.0097
できれいに収束した（図 2-1-5）。この MDS
において、厚岸浜中サイト、石垣屋良部サイト、

ならびに本州・九州 4 サイト（安房小湊、大阪

湾、南紀白浜、天草）という、3 グループが形

成された。種の平均寄与率を見ると、厚岸浜中

サイトと本州・九州 4 サイトの種組成の違いに

強く関与していた種として、クロタマキビ、フ

クロフノリ、キタイワフジツボなどの北方性種

が挙げられた（表 2-1-3）。また、本州・九州

4 サイトと石垣屋良部サイトの種組成の違い

に強く関与していた種として、イワフジツボ、

イソダンツウ、ケガキなどの相対的に北方に高

密度分布するものが挙げられた（表 2-1-4）。 
本州・九州 4 サイトに関する MDS は Stress < 

0.0001 できれいに収束した（図 2-1-6）。この

MDS において各サイトは日本地図上の位置と

同じような配置を示しつつも、大阪湾サイトが

かなり異質であるという傾向を示した。種の平

均寄与率を見ると、大阪湾サイトを他の 3 サイ

トから隔てる種として、大阪湾サイトで相対的

に少なかったボタンアオサやイソダンツウ、逆

に大阪湾サイトで相対的に多かったコモレビ

コガモガイなどが挙げられた（表 2-1-5）。 
以上の MDS における傾向は、クラスター解

析においても確認できた（図 2-1-7）。すなわ

ち、厚岸浜中サイトと石垣屋良部サイトが本

州・九州の 4 サイトから大きく離れており、本

州・九州の 4 サイトの中では大阪湾サイトが異

質であった。 
 

 

*安房小湊，大阪湾，南紀白浜，天草の 4 サイト． 

表 2-1-4．石垣屋良部サイトと本州・九州 4 サイト（安

房小湊，大阪湾，南紀白浜，天草）との Czekanowski

非類似度に対する，種それぞれの平均寄与率．これら

のサイトのうち少なくとも 1 つにおいて記録された

111 種のうち，平均寄与率の高い 10 種だけをリスト

した． 

*安房小湊，大阪湾，南紀白浜，天草の 4 サイト． 

表 2-1-3．厚岸浜中サイトと本州・九州 4 サイト（安房

小湊，大阪湾，南紀白浜，天草）との Czekanowski

非類似度に対する，種それぞれの平均寄与率．これら

のサイトのうち少なくとも 1 つにおいて記録された

118 種のうち，平均寄与率の高い 10 種だけをリスト

した． 

*安房小湊，南紀白浜，天草の 3 サイト． 

表 2-1-5．大阪湾サイトと安房小湊・南紀白浜・天草の

3 サイトとの Czekanowski 非類似度に対する，種それ

ぞれの平均寄与率．これらのサイトのうち少なくとも

1 つにおいて記録された 102 種のうち，平均寄与率の

高い 10 種だけをリストした． 

図 2-1-7．全 6 サイトについてのクラスター解析． 
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6）磯モニタリングの今後の展望 

今回のとりまとめにより、全国 6 サイトの岩

礁帯における岩温変化、潮位に応じた出現種数

の変化、各サイトの多様度指数、サイト間の生

物相の類似性が明らかとなり、今後のモニタリ

ングのベースラインを把握することができた。

岩温変化について、北海道から沖縄の 6 サイト

において記録された最高温度は、わずか 5.6℃
しか違わなかったが、最低温度ではその差が

20℃近くにも及んだ。各サイトの出現種数は北

海道と沖縄で低いが、本州・九州では高くなっ

た。多様度指数も高緯度地域や低緯度地域で低

く、中緯度地域で高かった。この傾向は、岩礁

潮間帯底生動物に関する既往の知見（Asakura 
and Suzuki 1987 ; Okuda et al. 2004 ; Kurihara 
2007）と概ね一致した。さらに、潮位と種数の

関係を見てみると、いずれのサイトでも潮位に

対して種数は小刻みに変動するものの、最高潮

位の方形枠周辺では種数が少ない傾向を示し

た。各サイトの生物相の類似性を解析した結果、

北海道、沖縄、それ以外の本州・九州 4 サイト

からなる 3 群にわかれた。本州・九州 4 サイト

の関係を見てみると、出現種数や多様度指数が

最も高かった大阪湾サイトが、他の 3 サイトと

は異なっていた。 
磯生態系における調査の基本的な考え方は、

生物相や群集構造の変動をモニタリングする

ことにより、将来生じ得る環境変化の検出を目

的としている。気候変動（例えば温暖化傾向）

などは多くの場合、長期的なトレンドとして検

出されるものであり、相応の期間のデータが蓄

積されることによって初めて解析が可能とな

る。したがって、この調査をいかに長期間継続

させるかをまず念頭に考えなければならない。 
一方、短中期的なデータから得られる情報も

あるだろう。磯生態系では 2014 年度には 2 回

目の 5年毎調査を迎える。2回の結果を比較し、

必要に応じて毎年調査の写真データを補うこ

とで、各生物種の 5 年間の増減を定量的に評価

できるであろう。サイト内での傾向やサイト間

での共通性を検討することで、例えば岩礁潮間

帯の群集動態について何らかの現象を見いだ

す、といったデータマイニングは可能かもしれ

ない。 
解析の拡張性や頑健性を求めるのであれば、

モニタリングサイトは拡充されるべきである。

磯生態系では現在 6 サイトが設置されている

が、生物相の類似性としては北海道、本州・九

州、沖縄の 3 群に分離している。この各群のエ

リアでサイトを増やすことができれば、環境変

動に対する生物相の応答の検出はしやすくな

ると考えられる。 
また、現在のプロトコルでは潮汐周期の異な

る日本海沿岸は想定していない。プロトコルを

そのまま流用するのは難しいが、同じ目的で日

本海沿岸域を想定したプロトコルを策定し、サ

イトを設置できれば、日本全体の沿岸域の包括

的なモニタリングとなる。瀬戸内海などもその

点では拡充対象域として掲げてもよいだろう。 
ただし、サイトの拡充は現実にはハードルが

高い。例えば 5 年毎調査は当日中に標本の作製

や同定、データの整理などの作業が必要になる

ため、近傍に臨海実験所などの研究施設がある

場所をサイトとして選んでいる。調査はこれら

の施設の協力によって実現している。また、調

査を担当できる新たな人材の確保も必要とな

る。 
どのようなモニタリングでも同じ問題に直

面するが、資金確保は常に考えておかねばなら

ない。今後、競争的資金に頼る局面になった場

合は、モニタリング調査であっても何らかの仮

説提唱を迫られるかもしれない。理念を維持し

た上で、調査活動に柔軟性を持たせることもま

た必要になるかもしれない。 
資金と同様に課題となるのは、先にも述べた

人材の確保である。研究者のポストは漸減傾向

にあり、モニタリング調査の担い手の数が安定

しているとは言いがたい。磯生態系ではあまり

進んでいないが、今後は海洋生物学に関わる市

民科学者との連携も積極的に考えていくべき

だろう。うまく軌道に乗れば、このパートナー

シップは調査の長期間継続を支える力になる

かもしれない。 
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2. 干潟生態系 

鈴木孝男・金谷 弦・木村妙子・古賀庸憲・多留聖典・ 
浜口昌巳・逸見泰久・岸本和雄・仲岡雅裕 

1）干潟生態系の概要 

潮間帯に位置し、河川水や潮汐によって運搬

された砂や泥が堆積して形成された平坦な地

形を干潟と呼んでいる。 
干潟は地形学的に大きく 3 つ（前浜干潟・河

口干潟・潟湖干潟）に分けられている。前浜干

潟は、内湾の奥など波あたりが弱く、直接海に

面しているところに形成される。河口干潟は、

河川から運ばれた砂泥が流れの弱くなる河口

付近の岸寄りに堆積して形成された干潟で、そ

の背後にはしばしばヨシ群落などからなる塩

性湿地が見られる。潟湖干潟は、浅海の入り江

や河口域の一部が砂洲などによって外海から

隔てられてできた閉鎖的な潟湖の中に形成さ

れる干潟で、その規模は大小さまざまである。

日本海側の沿岸は干満がほとんどないため、干

潟はあまり発達しておらず、多くの干潟は太平

洋沿岸で見られる。特に、干満差が 6 m 近くに

もおよぶ有明海は、広大な干潟が出現すること

で有名である。 
干潟という環境は、平坦で一見単調なように

見えるが、潮上帯から潮下帯にかけて連続的に

環境が変化することから、そこにすむ生物は多

種多様である。特に、潮間帯においては、干出

時間の差異、地形、底質、淡水の流入などによ

って形作られる環境条件の違いが、それぞれに

適応した生物の生息場所となることから、種多

様性に富み、沿岸域のホットスポットともいえ

るような場所も散見される。また、潮間帯上部

から潮上帯にかけては、温帯域ではヨシ原を含

む塩性湿地が、熱帯や亜熱帯域ではマングロー

ブ林が形成される。一方、潮間帯下部から潮下

帯にかけてはアマモなどからなる海草藻場が

出現することが多い。 
このような塩性湿地や海草藻場と連続する

干潟生態系に生息する生物としては、底土上を

這い回ったり、底土中に埋在して暮らす底生動

物（ベントス）が主体であるが、干出、冠水に

応じて、シギ・チドリなどの鳥類、あるいはボ

ラやスズキなどの魚類の他、ガザミなどの海棲

のカニ類も訪れる。代表的な底生動物としては、

ウミニナなどの巻貝類、アサリなどの二枚貝類、

ヤマトカワゴカイなどの多毛類、オサガニなど

の甲殻類が挙げられる。カニ類では、地高が高

く砂質のところにはコメツキガニ、砂泥質のと

ころにはチゴガニ、泥質のところにはヤマトオ

サガニというように底質に応じたすみ分けが

見られる（Ono 1965）。また、二枚貝では塩分

の勾配に沿った分布域の違いが見られ、純汽水

性種のヤマトシジミは、塩分が比較的高いとこ

ろに出現するアサリやイソシジミとはすみ分

けている。このような塩分に対応した分布は多

毛類でも見られ、特に潟湖干潟や河口干潟では

河川水の影響が大きく、塩分変動に耐えられ、

汽水域に適応した種が優占する場合が多い。干

潟は主に砂や泥から形成されていることから、

固着性の生物は基本的には棲むことができな

いが、周囲に転石、岩場、護岸壁、棒杭あるい

はカキ礁が形成されていたりすると、これらの

基質に固着したり付着したりして生息が可能

になる。固着性以外の底生動物でも、転石の下

やカキ殻のすき間を隠れ家として利用するも

のが多い。また、他の生物が作った巣穴に棲み

込む種や、生物の体に付着したり寄生する種も

見られる。他にも、ヨシ原など塩性湿地には、

巻貝類のフトヘナタリやカワザンショウガイ

など、甲殻類のアシハラガニなどが、マングロ

ーブ林には、巻貝類のキバウミニナや甲殻類の

ノコギリガザミなどが生息する。一方、海草藻

場では、アマモの葉上に巻貝類のシマハマツボ

などが、底土中には二枚貝のハボウキガイなど

が見られる。 
干潟の役割のうち、我々の生活に直接・間接

的に役立っているものを生態系サービス（干潟

の恵み）と呼ぶが、その中でも特に重要なのが

水質浄化と生物生産である（堀 2011）。干潟

に生息する生物の多くは、水中に懸濁した有機

物や植物プランクトンをろ過したり、底生珪藻

類などを摂食することにより、内湾の有機汚濁
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解消に大きく貢献している（Cloern 1982 ; 佐々

木 1989 ; Cole et al. 1992 ; Dame 1993, 1996）。

多毛類や大型甲殻類などの巣穴は、干潟の底質

内部に複雑な空間構造を出現させ、底質内部ま

で酸素を供給することによってバクテリアの

分解活性を高め、脱窒作用を向上させ、有機汚

濁の原因である窒素を空中に戻す役割も果た

している（例えば、Kristensen et al. 1991 ; 
Kinoshita et al. 2003）。また、干潟は潮汐周期

を示すことから、干出時にはシギ・チドリ類な

ど鳥類の採餌場になり、冠水時には魚介類が入

ってきて餌をとる。特に仔稚魚にとっては、浅

い水域で大型の捕食者から逃れられることも

あり、成育場としての役割も担っている。さら

に、我々人間にとっては沿岸漁業ならびにアサ

リやノリなどの養殖の場でもある。このように、

人間を含む陸上生物から海洋生物まで広く多

様な生物が干潟を利用することを考えれば、生

物生産力の高い干潟は物質循環を促進する場

としても高い機能を有しているといえる。 
しかし近年、海陸の狭間にあって人間活動の

影響を受けやすい干潟では、埋め立てや港湾整

備などの土木工事による生物生息場所の消失

や悪化、有害な化学物質や過剰な栄養塩の流入

による水質・底質の汚濁、水産有用種の輸入な

どに伴って侵入した外来種の分布域拡大など

により、環境破壊や生物多様性の喪失が急速に

進行している（Lotze et al. 2006）。また、河川

上流域でのダム建設や護岸工事により、河川か

らの土砂供給が減少している影響も無視でき

ない（宇野木ほか 2008）。事実、1945 年には

82,621 ha であった干潟面積は、1996 年には

49,380 ha と減少の一途を辿り、過去 60 年間に

約 40%減少した（環境庁自然保護局 1978, 
1998 ; 花輪 2006）。また、近年外国産アサリ

の輸入に伴って侵入したと考えられる大陸由

来の肉食性巻貝サキグロタマツメタは、在来の

アサリを捕食して多大な漁業被害をもたらし

ている（大越 2012）。このような情勢をうけ、

日本ベントス学会がまとめた「干潟の絶滅危惧

動物図鑑」（日本ベントス学会 2012）には、

絶滅が危惧される底生動物として 651 種が名

を連ねており、今後もその数を増していく可能

性が高い。 
環境省では、2002～2004 年にかけて、全国

157 箇所の干潟の現状や生物相を把握するた

め、第 7 回自然環境保全基礎調査として浅海域

生態系調査（干潟調査）を実施した（環境省自

然環境局生物多様性センター 2007）。この調

査では、多くの干潟で底生動物の生息状況を調

べ、生物多様性の状況を広く捉えることができ

た。しかし、連続的に変化し続ける自然環境に

おいて、わが国の沿岸環境の保全に有効な対策

を講じるためには、各地の主要な海域に立地す

る干潟で統一的な方法によるモニタリングを

継続していくことが求められている。 
 
 

2）干潟調査の調査サイト 

長期生態系観測調査のモニタリングサイト

1000 沿岸域調査においては、全国的に見て重

要な干潟が存在する太平洋沿岸域に 8 サイト

の干潟を選定し、2008 年度から調査を行って

いる（図 2-2-1）。調査の実施時期は、各サイ

トで若干異なるが、春から夏にかけての大潮の

時期に設定されている（4～9 月）。以下に各

サイトの概要を示す。 
 
厚岸サイトは、親潮影響下にある北部太平洋

沿岸に形成された干潟で、厚岸湖岸と厚岸湾の

それぞれに調査エリアを 1 箇所ずつ設定して

いる。A エリアは、厚岸湾の北奥部、厚岸湖の

出入口に近いところに立地する小規模（3 ha
程度）な前浜干潟である。潮上帯にはわずかに

海岸植生が残っているが、その後側はコンクリ

ート護岸になっている。一方、潮下帯にはアマ

モ帯があり、沖合にはオオアマモの群落がある。

底土は全体的に砂泥質であるが、潮間帯上部で

は小砂利が混じり、干潟の東端に小面積ながら

転石帯がある。B エリアは、厚岸湖の東側最奥

部、トキタイ川河口部に広がる干潟である。底

土は泥質であるが、ある程度締まっている。潮

間帯中部から下部にかけてコアマモが生育す

る。干潟の陸側は一段高いピート台地となり、

塩性湿地が広がる。 
松川浦サイトは、東北地方で最大規模の潟湖

干潟であり、2 つの調査エリアを設定している。

2011 年 3 月に発生した東北地方太平洋沖地震

に伴う津波により、松川浦は甚大な被害を受け
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た（鈴木 2011）。A エリアは、潟湖の入り口

近くに位置する入江状になった干潟で、かつて

潮上帯には小面積の塩性湿地があり、潮下帯の

水路沿いにはアマモ場が広がっていた。しかし、

津波の襲来後は砂泥質の底土のほとんどが消

失し、潮上帯に存在したヨシ原など塩性湿地や

潮下帯水路沿いのアマモ場も消失した。B エリ

アは、松川浦の最奥部に位置する干潟で、一帯

に平坦な干潟が広がっていたが、津波により海

岸の堤防が破壊されるなどしたため、環境の変

化が大きく、干潟面積は減少した。かつて潮間

帯下部は砂泥質で底土を掘ると少し還元的な

状態であったが、現在は砂質から砂泥質の底土

の上に泥分がわずかに堆積している。また、潮

間帯上部にパッチ状のヨシ原が存在したが、津

波により生育面積はわずかになった。 
盤洲干潟サイトには 2 つの調査エリアを設

定しており、A エリアは東京湾東岸に注ぐ小櫃

川河口付近に形成された前浜干潟で、総延長 8 
km で沖側に約 2 km の幅を持ち、砂質干潟とし

ては日本最大級の干潟である。陸側は連続的に

大規模な後背湿地へとつながっている。B エリ

アは、盤洲干潟中央部に開口する小櫃川河口右

岸の三角洲に形成された面積およそ 40 ha の後

背湿地で、中央部を通るクリークは最下流部で

小櫃川本流と合流する。底土は砂泥質で、潮間

帯上部には広大なヨシ原が形成されており、満

潮線付近は流木などの漂着物や投棄された貝

殻が堆積している。 
汐川干潟サイトは、三河湾奥の田原湾に位置

し、汐川などの複数河川が流入してできる大き

な河口干潟である。本サイトには 2 つの調査エ

リア（B、C）を設定している（2009 年まで 3
つの調査エリア A、B、C を設定していた）。

さまざまな分類群の絶滅危惧種を含む多様な

底生動物相が見られ、干潟表面にはエイの捕食

痕と思われるくぼみが多数見られることもあ

る。B エリアは、汐川の河口から田原湾に広が

る広大な干潟の中央部に位置し、底土は細かな

砂質で、潮間帯中部にマガキの小塊が多数散在

する。C エリアは、田原湾の湾口部に流れ込む

紙田川の河口干潟で、底土は B エリアよりも

泥質である。潮間帯上部の表層には礫が多く含

まれる。 
南紀田辺サイトには 2 つの調査エリアを設

定しており、内湾環境の泥質を好む生物が豊富

で希少種も多い。A エリアは、湾の中央に位置

する水路のみで外海とつながる潟湖干潟であ

る。底土は軟泥質で、少し掘ると還元状態であ

る場所が多い。B エリアは、湾央ではあるが小

さな入り江の先端近くに位置し、潮下帯にコア

マモが生育しており、一部は潮間帯下部にまで

広がっている。潮間帯上部は砂質干潟に生息す

る生物種が多く、大きな岩には磯に生息する種

も多く見られる。 

図 2-2-1．干潟調査のサイト位置図． 
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中津干潟サイトは、瀬戸内海最大の自然干潟

で、多様な生物種が生息する。本サイトには 3
つの調査エリアを設定している。A エリアは、

中津川河口に位置する河口干潟で、河口部の調

査地点は泥質、河口からやや上流の調査地点は

砂質で、潮上帯の一部には広大なヨシ原がある。

B エリアは、中津干潟中央部のエリアで、潮間

帯上部は砂泥質、潮間帯下部は砂質である。砂

質干潟は広大であり、沖合にはコアマモが点在

する。C エリアは、中津新港に隣接する干潟域

で、潮間帯上部は泥質、潮間帯下部は砂質で、

潮間帯中部から潮間帯下部にかけてコアマモ

が繁茂している。A エリアには塩性湿地もあり、

全体として多様な環境を含む干潟である。 
永浦干潟サイトは生物相が豊かで、かつ地域

特異性の高い種が見られる。本サイトは、上天

草市松島町永浦島南部の前浜干潟に 2 つの調

査エリアを設定しており、有明海と八代海を結

ぶ場所にあたる。A エリアは、永浦島南西部の

「日本最大のハクセンシオマネキ生息地」とし

て有名な場所である。干潟上縁は舗装道路と堤

防、東側にはクルマエビの養殖場がある。舗装

道路を挟んで干潟の反対側に小さな塩性湿地

がある。底土は、潮間帯上部は砂泥質、下部は

砂泥質又は泥質である。上部の一部と東部は岩

礁となっており、わずかに転石地も見られる。

B エリアは、永浦島南東部の干潟に位置し、そ

の上縁は自然海岸で照葉樹を主体とする斜面

が続いており、海岸にはハマボウやナガミノオ

ニシバが見られる。底土は、潮間帯上部・下部

とも砂泥質で、下部は一部が泥質である。岩礁

が点在し、わずかに転石地も見られる。 
石垣川平湾サイトは、「西表石垣国立公園」

の川平湾内に 2 つの調査エリアが設定されて

おり、その生物相は地域特異性が高い。A エリ

アは、川平湾湾口部の近くに位置し、干潟の後

背には小河川、マングローブ林と石灰岩の岩礁

海岸がある。干潟の底土は砂泥質で海岸線付近

では砂礫が混じり、表層直下は還元状態である。

植生は、海草類のウミヒルモとリュキュウスガ

モがところどころで確認できる。B エリアは、

川平湾の湾奥部に位置し、干潟の後背にはコウ

ライシバやアダンなどの海浜植物帯とトキワ

ギョリュウ類の林が発達する。小河川も数本流

入し、その河口部には小規模なマングローブ林

が見られる。干潟の底土は砂から砂泥質で、表

層直下は還元状態である。植生はほとんどなく、

ウミヒルモがわずかに観察される程度である。 
 
 

3）各サイトにおける出現種数と外来種 

モニタリングサイト 1000 干潟調査では、各

サイトに出現する表在・埋在動物を定量的に調

べる調査に加え、主に移動性の高い種や出現頻

度の低い種などをなるべく多く記録するため

の定性調査もあわせて実施している。ここでは

まず、各サイトの出現種数の特徴を把握するた

め、2008～2011 年度の定量・定性調査で確認

された全種数（未同定種や複数種を含む）、本

調査の 8 サイト中で特定のサイトでのみ出現

した種（限定出現種）の種数、外来種の種数に

ついてまとめた（表 2-2-1）。なお、汐川干潟

サイトでは、2010 年度以降は調査を実施して

いない A エリアのデータも含めて集計した。 
全種数は、南紀田辺サイトをピークとして最

北の厚岸サイトから南にいくほど増加する傾

向を示した。南紀田辺サイト以西の中津干潟、

永浦干潟サイトではいずれも 200 種を超える

種が確認され、最も南に位置する石垣川平湾サ

イトでも 150 種と比較的多い種数が記録され

た。このことから、各サイトに出現する種数は

概ね緯度勾配に沿って変化し、南にいくほど多

様性が高くなることが示唆された。また、特定

のサイトでのみ出現した種（限定出現種）の数

は、南紀田辺、永浦干潟、石垣川平湾サイトで

多く、とりわけ石垣川平湾サイトでは全種数の

71%がサイト限定の生物種であった。石垣川平

湾サイトの生物相は他の九州以北のサイトと

は異なる生物相を有し、高い固有性をもつもの

と思われる。 
次に、岩崎ほか（2004）、大谷（2004）、岩

崎（2007）に掲載されている外来種にサキグロ

タマツメタを加え、その出現状況を見てみると、

タテジマフジツボ、アメリカフジツボ、キタア

メリカフジツボ、ヨーロッパフジツボ、イッカ

ククモガニ、ムラサキイガイ、コウロエンカワ

ヒバリガイ、シマメノウフネガイ、サキグロタ

マツメタ（中津干潟サイトを除く）の 9 種がこ

れまでの調査で確認された。サイト別では、石
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垣川平湾サイトを除く 7 サイトで 2～4 種の外

来種が認められ、特に都市部に近い盤洲干潟と

汐川干潟サイトで多い傾向を示した。 
海洋生物の移入経路は 20 経路以上にもおよ

び（Carlton 2001 ; Steneck and Carlton 2001 ; 
Williamson et al. 2002）、中でも重要な移入経

路と考えられているのはバラスト水と船体付

着である。今回確認された多くの生物は、これ

らの経路をたどって侵入したものと考えられ

るが、肉食性巻貝のサキグロタマツメタは、水

産有用種であるアサリを国外から輸入したこ

とに伴って侵入したものである（大越 2004）。

本種はもともと、有明海や瀬戸内海に在来個体

群が分布していたとされる（日本ベントス学会 
2012）。しかし近年、関東や東北地方では外来

個体群が急速に分布を広げ、深刻な漁業被害を

招いている。本調査においては、これまでに松

川浦と盤洲干潟サイトで外来個体群が確認さ

れており、今後の分布拡大が懸念される。今後

も、船舶の往来が多い都市部に近いサイトを中

心に、新規の外来種が侵入し定着する恐れもあ

ることから、注意深くモニタリングを継続する

必要がある。 

 
 

4）底生動物群集構造の空間変動と経年変動 

モニタリングサイト 1000 干潟調査では、日

本全国の 8 サイトにおける底生動物の調査が

2008 年以降継続されており、任意採集による

定性的データと方形枠とコアサンプラーを用

いた定量的データが得られている。このうち、

2008～2011 年度までの 4 年分のデータを用い

て底生動物の群集構造解析を行った。解析には、

ソフトウェア PRIMER ver. 6.0（Clarke and 
Gorley 2001）を用いた。 
はじめに、各サイト・各年度における在不在

データを用いて底生動物サンプル間の群集類

似度（Bray-Curtis の類似度指数）を算出し、非

計量多次元尺度構成法（nMDS）により各サイ

トの年度ごとの群集組成データを二次元平面

上にプロットした。nMDS においては、種組成

の類似性が高いサンプルは互いに近い位置に

プロットされ、類似性が低いサンプルは遠くに

プロットされる。解析に先立ち、各サイトの定

性・定量データを年度ごとにすべて合算し、全

出現種の在不在データ（在: 1、不在: 0）を作成

した。未同定種や複数種を含むものも含めると、

全サイト・全年度で計 739 taxa が出現したが、

これらをすべて解析に用いた。 
種の在不在データに基づく nMDS の結果を

図 2-2-2 に示す。同一サイトの群集組成は、年

度が異なっても互いに近い場所にプロットさ

れており、群集構造はサイトごとにほぼ同等で

あり、サイト間で異なっていることが明らかで

ある。そこで、サイトを要因として 1-way 
Analysis of Similarity（ANOSIM）で比較してみ

ると、底生動物の群集構造はサイト間で有意に

異なり（Global R = 0.929, p < 0.001）、全サイ

ト間で群集構造に統計的有意差が検出された

（pair-wise comparison, p < 0.05）。nMDS 上で

は、サンプルは 4 つにグループ分けすることが

できた。すなわち、北海道（厚岸）および沖縄

（石垣川平湾）のサンプルは他のサイトとの群

集類似度が非常に低く、互いに独立のグループ

を形成した。他の 6 サイトについては伊勢湾以

東の東日本（松川浦、盤洲干潟、汐川干潟）と

紀伊半島以西の西日本（南紀田辺、中津干潟、

永浦干潟）の 2 グループに分けられた。 

表 2-2-1．各サイトに出現する種数の概要 

 

*1: モニタリングサイト 1000 干潟調査で，8 サイトの内 1 サイトのみで確認された種の数． 

*2: 岩崎ほか（2004），大谷（2004），岩崎（2007）を参照。サキグロタマツメタ（中津干潟を除く）を追加して計数した． 
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4 年間の総出現種数（未同定種・複数種を含

む）をサイトごとにまとめると（表 2-2-2）、

南紀田辺、中津干潟および永浦干潟は 202～
228 種と他のサイト（93～150 種）と比較して

出現種数が多く、サイト間に共通して出現した

種も 66～77 種と多かった。このように、西日

本の 3 サイトは高い種多様性で特徴づけられ、

種組成も比較的似通っていた。東日本の 3 サイ

トは、西日本のサイトよりも種多様性は低く

（出現種数: 105～132 種）、このうち 45～56
種がサイト間の共通種であった。北海道の厚岸

サイトは、種の多様性が最も低く、他のサイト

との共通種も 12～33 種と少なかった。多くの

サイト限定種（主に北方性種）を含んでおり、

例えば、エゾゴカイ、オホーツクヘラムシ、ウ

バガイ、エゾイシカゲガイ、アッケシカワザン

ショウ、クロタマキビなどは、厚岸サイトを特

徴づける種である。一方、沖縄の石垣川平湾サ

イトでは、出現種数が 150 種と西日本の 3 サイ

トには及ばないものの種多様性が高く、かつ他

の干潟との共通種が非常に少なかった（南紀田

辺とは30種、他のサイトとはわずか8～18種）。

このことは、石垣川平湾の底生動物群集が非常

に多くのサイト限定種（主に南方性種）を含ん

でいることを示している。底生動物の種組成は、

日本列島の北から南、東から西へと段階的に変

化し、種多様性も高まる傾向が示された。また、

東北から九州のサイト間で比較すると、伊勢湾

を境とした列島の東西で、底生動物の種多様性

や組成が明瞭に異なっていた。 

次に、各サイト・各年度における毎年の定量

データ（2 mm の篩で篩ったもの）を用いた解

析を試みた。底生動物種の平均生息密度をサイ

トごとにまとめて示したのが図 2-2-3 であるが、

優占種の組成のみならず、その密度がサイト間

で大きく異なっていることがわかる。各サイト

における最優占種の写真を図 2-2-4 に示す。 
サイトを要因とし、平方根変換した密度デー

タを用いて 1-way ANOSIM を行ったところ、

すべてのサイト間で群集構造に統計的有意差

が検出された（Global R = 0.69, p < 0.001, 
pair-wise comparison, p < 0.001）。また、類似度

百分率（SIMPER）法により各サイトの群集を

特徴づける“典型種”（typical species, Clarke and 
Gorley 2001）を寄与率の順にリストアップした

ところ、以下の結果となった。 
 
厚岸: ホソウミニナ、アサリ、ソトオリガ

イ（累積寄与率 53%） 
松川浦: ホソウミニナ、マツカワウラカワ

ザンショウ、カワゴカイ属（同 64%） 
盤洲干潟: アサリ、イボキサゴ、アラムシ

ロ（同 38%） 
汐川干潟: ヘナタリ、ウミニナ、ホソウミ

ニナ（同 42%） 
南紀田辺: コゲツノブエ、ホソウミニナ、

シオヤガイ（同 48%） 
中津干潟: オオシンデンカワザンショウ、

アラムシロ、ユビナガホンヤドカリ（同 
30%） 

永浦干潟: ホソウミニナ、ウミニナ、アラ

ムシロ（同 49%） 
石垣川平湾: ウメノハナガイ、ミナミコメ

ツキガニ、多毛綱の一種（同 55%） 
 

図 2-2-2．在不在データに基づいた nMDS プロット．全

サイト・全年度（8 地点 × 4 年）の 32 サンプル間で

Bray-Curtis の類似度指数を求め，二次元の nMDS プ

ロットを作成した．シンボル脇の数字は調査年度（08: 

2008 年，09: 2009 年，10: 2010 年，11: 2011 年）

を示す． 

表 2-2-2．4 年間の総出現種数と各サイト間の共通出現

種数 

未同定種や複数種からなると考えられる分類群も含まれる． 
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毎年の定量データを用いたクラスター解析

の結果を図 2-2-5 に示す。解析に先立ち、密度

データを平方根変換して全サンプル間の

Bray-Curtis の類似度指数を求め、群平均法によ

りデンドログラムを作成した。デンドログラム

には、大きく 6 つのグループが認められた。グ

ループ Iは、伊勢湾以西の 4サイト（汐川干潟、

南紀田辺、2008 年と 2011 年の中津干潟、およ

び永浦干潟）、グループ II は盤洲干潟、グル

ープ III は松川浦と厚岸のサンプルから構成さ

れていた。中津干潟の 2009 年と 2010 年のサン

プルでは、オオシンデンカワザンショウが非常

に高密度で出現し（584および2491個体 / m2）、

これらの 2 サンプルは独立してグループ IV を

形成した。また、東北地方太平洋沖地震後の松

川浦のサンプル（MTK11）は、津波による撹

乱で底生動物の密度と多様性が著しく減少し

たため、単独のグループ V を形成した。石垣

川平湾のサンプルは、他の干潟のサンプルとの

群集類似度が非常に低く（類似度 < 5%）、単

独のクラスターを形成した（グループ VI）。

表 2-2-2 および図 2-2-3 から、石垣川平湾の底

生動物群集は高い生物多様性、多くのサイト限

定種、さらに非常に低い生息密度という特徴を

有していることがわかる。また、石垣川平湾と

同様に厚岸も、底生動物の生息密度が本州のサ

図 2-2-3．毎年の定量データ（2 mm の篩）から算出した，調査期間（2008～

2011 年）における底生動物優占種の平均生息密度．各サイトの個体数上位

90%の種を色分けして示し，下位 10%の種はその他（灰色）とした． 

図 2-2-4．各サイトにおける最優占種． 
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イトと比較して低いことが特徴の一つとして

挙げられる（図 2-2-3）。 
津波による撹乱や特定種の一時的な増加と

いった突発的なイベントを除けば、定性調査を

加えた解析の結果（図 2-2-2）と同様に、各サ

イトが固有の底生動物群集構造を有し、かつ列

島の東から西、北から南への地理的勾配に沿っ

て、群集構造が段階的に変化していることが示

された。 
次に、全国 8 サイトにおける底生動物群集の

経年変動に関する解析を行った。はじめに、前

述の解析に用いた在不在データと毎年の定量

データのそれぞれについて、年度を要因とした

1-way ANOSIM を行った。その結果、いずれの

データセットについても、群集構造の有意な経

年変動は検出されなかった（Global R = -0.094, 
p > 0.05 および Global R = -0.086, p > 0.05）。こ

の結果は、調査期間内に、特定種の密度増加や

移入（外来種や国内移入種）など、全サイトに

共通の群集構造変化は無かったことを示して

いる。また、毎年の定量データを用いて年度を

要因とした 1-way ANOSIM をサイト別に行っ

たところ、松川浦と中津干潟の 2 サイトで群集

構造に有意な経年変動が見られた（Global R = 
0.201, p < 0.01 および Global R = 0.297, p < 
0.001）。 
松川浦と中津干潟サイトにおける、群集構造

の経年変動パターンを図 2-2-6 に示す。松川浦

サイトでは、震災後（2011 年）と震災前（2008
～2010 年）との間で群集構造が著しく変化し

た（1-way ANOSIM pair-wise comparison, p < 
0.05）。これは、津波による群集構造の変化、

すなわち種数と生息密度の著しい減少に起因

する。中津干潟では、2010～2011 年を除くす

べての年度間で群集構造が有意に変化してい

たが（p < 0.05）、中津干潟では 2009 年に未同

定種（異尾下目の一種および種同定が困難なフ

トヘナタリ科の一種小型個体）が優占上位種に

入るなど、新規加入の有無が群集構造の経年変

動に影響していた。また、2009 年と 2010 年の

図 2-2-5．毎年の定量データ（2 mm の篩）に基づいたクラスター解析の結

果．方形枠とコアサンプラーを用いた定量調査で得られたデータを 1 m2 

あたりの密度に換算して合算し，サイト・年度毎に平均したのち平方根変

換し，全サンプル間の Bray-Curtis の類似度指数を求め，群平均法により

デンドログラムを作成した．サンプル名はサイト名の略字 + 調査年度を

示す．AKS: 厚岸，MTK: 松川浦，BNZ: 盤洲干潟，SOK: 汐川干潟，TNB: 

南紀田辺，NKT: 中津干潟，NGU: 永浦干潟，KBR: 石垣川平湾. 
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調査では、表在性の小型種であるオオシンデン

カワザンショウが非常に高密度で出現するな

ど、移動性の高い表在性種が、たまたま方形枠

に入るなどの偶発的要因の影響も大きかった

ものと思われる。 
以上の結果から、津波による撹乱の影響を受

けた松川浦を除くと、各サイトにおける群集構

造の経年変動はそれほど大きくないことが示

唆された。各サイトにおいて、気候変動や埋め

立てなどに伴う群集構造の長期的な変動傾向

は検出されず、4 年間の調査期間を通じて底生

動物群集は比較的安定した状態にあったと考

えられる。 
 

 

 
 

5）干潟モニタリングの今後の展望 

干潟に生息する底生動物の 4 年間にわたる

調査結果を用いた群集構造の解析から、全国 8
サイトの干潟における底生動物群集の多様性、

サイト間の類似性、サイト内の経年変動の状況

図 2-2-6．経年変動が確認された松川浦サイトと中津干潟サイトに

おける，毎年の定量データ（2 mm の篩）に基づいた nMDS プロ

ット．各エリア・調査地点ごとに平均密度を求め，平方根変換し

たのちサンプル間の Bray-Curtis の類似度指数を求め，nMDS プ

ロットを作成した．シンボル脇のアルファベットは調査エリア（A, 

B, C）とエリア内の調査ポイント（U, M, L）を示す． 
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が明らかとなった。このように、底生動物群集

のサイト別、あるいは全国的な生息状況の傾向

が検出されたことから、今後、モニタリングを

継続していく上でのベースラインを把握する

ことができたといえる。2008～2011 年の 4 年

間に全サイトで確認された生物種は 739 種（未

同定種や複数種を含む）で、各サイトで出現し

た種数は 93～228 種であった。各サイトの出現

種の内訳を見てみると、特定のサイトでのみ出

現した種（限定出現種）は、20～106 種で石垣

川平湾の固有性が際立っていた。また、石垣川

平湾を除く7サイトでは計9種の外来種が認め

られ、都市部に近い盤洲干潟や汐川干潟、なら

びに松川浦でそれぞれ 4 種が確認された。さら

に、各サイトに出現する底生動物は、優占種の

組成のみならず、生息密度がサイト間で大きく

異なっていた。群集構造の空間変動や経年変動

の解析により、サイト内の群集組成の経年変動

は小さく、サイト間では概ね 4 つのグループに

分けられることが示された。すなわち、北海道

および沖縄のサイトは互いに独立したグルー

プを形成し、本州の 6 サイトは、伊勢湾以東の

東日本と紀伊半島以西の西日本の 2 グループ

に分けられた。また、津波による撹乱や特定種

の突発的な増減を除けば、各サイトが固有の群

集構造を有し、かつ日本列島の東から西、北か

ら南の地理的勾配に沿って、段階的に変化して

いることが示された。 
干潟生態系における生物多様性には、各エリ

アで記録される種多様性（α 多様性）の他に、

環境条件が異なるエリア間やサイト間での群

集組成の違いから得られる β 多様性もあり、本

モニタリングにおいてはこれら双方が検出さ

れた。また、各サイトの多様性の和が日本全国

の干潟底生動物の多様性（γ 多様性）を形成し

ているといえる。サイトごとに出現種数は異な

っているが、種数の大小に関わらず各サイトは

固有の生物種（限定出現種）を含んでおり、γ
多様性の維持という視点からは、いずれのサイ

トも等しく保全される必要がある。世界各地で

は、人為改変（Lotze et al. 2006）、津波

（Whanpetch et al. 2010 ; Jaramillo et al. 2012）、

気候変動や種間関係（Beukema et al. 2000）、

富栄養化に伴う貧酸素水の襲来（Beukema et al. 
1999）、外来植物の侵入（Neira et al. 2006）、

外来二枚貝の侵入（Strayer et al. 2011）などの

さまざまな要因により、底生動物群集の長期

的・短期的変動が報告されている。今後、本事

業においても長期的にデータを蓄積すること

で、水質や底質環境の長期的変動、外来種の侵

入、地球温暖化に伴う海水温上昇などの要因が、

干潟の底生動物群集に及ぼす影響を検出でき

る可能性がある。 
緯度勾配に沿って設定された調査サイトの

選定は、今回の解析結果を見る限り、適切であ

ったと評価できる。しかし、国内には現在の 8
サイトとも環境条件が異なる内海（瀬戸内海）

や内湾（有明海など）も存在する。また、北海

道や沖縄のサイトで底生動物群集の固有性が

高く、他のサイトとの不連続性が見られたこと

を考えると、新たに調査サイトを加えることで、

さらにきめの細かな解析につなげていける可

能性も考えられる。 
ところで、今回の解析においては、定性調査

のデータのみでは、津波による群集構造の変化

を明確に捉えることはできなかった。このこと

は、定量調査で得られた生息密度のデータの重

要性を強く示唆している。しかし、種の多様性

の実態を正しく把握する上では、定量調査では

調査面積が狭すぎ、大型で移動性の高いカニ類

や、もともと生息密度が低い種が見落とされる

ことがあるのも事実である。このため、定量調

査と定性調査を組み合わせた、現在用いられて

いる調査設計がきわめて重要であると考えら

れる。今後は両調査のメリットやデメリットを

整理し、汎用性が高く労力の低い調査設計を吟

味していくことで、より広範囲にわたる、多く

の干潟で効果的にモニタリングを実施できる

ようにしていくことが望まれる。 
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3. アマモ場生態系 

仲岡雅裕・堀 正和・田中義幸・向井 宏 
 

1）アマモ場生態系の概要 

沿岸域にある藻場のうち、海草類（アマモ類）

を主体として静穏な砂底や泥底に形成される

ものを「アマモ場（海草藻場: seagrass bed）」

と呼ぶ。アマモ場は熱帯域から亜寒帯域まで世

界各地に分布する（Green and Short 2003）。 
海草類は、被子植物門単子葉植物綱に属する

種子植物で、世界で約 60 種程度、日本沿岸か

らは 20 種程度が記録されている。分子系統学

的解析により、3 つの異なる系統が約 1 億年前

に陸上あるいは淡水域から海域に進出したと

推定されている（Kato et al. 2003）。このうち、

2 系統（ベニアマモ科およびトチカガミ科のグ

ループ）に属する種は、主に熱帯から亜熱帯に

分布し、日本列島の場合は、奄美諸島以南に主

に分布する。一方、もう 1 系統であるアマモ科

の種は温帯から亜寒帯に分布し、日本では鹿児

島以北に見られる。特に北日本にはアマモ科の

固有種が複数分布する。これらの固有種は国際

自然保護連盟（International Union for 
Conservation of Nature and Natural Resources: 
IUCN）のレッドリストにおいて、絶滅危惧 IB
類（エビアマモ）、絶滅危惧 II 類（スゲアマ

モ）、準絶滅危惧（オオアマモ、タチアマモ、

スガモ）に指定されている。 
アマモ場生態系は、沿岸海域の中で多様な機

能を担っている。第一に、主要な一次生産者と

して、沿岸海域の高い生産性を支えている。そ

の純一次生産量は非常に高く、陸域で最も生産

性が高いとされる熱帯雨林の生産量の約半分

に達する（Duarte and Chiscano 1999）。第二に、

水産有用種や絶滅危惧種を含めたさまざまな

海洋動植物の生息場所として、沿岸生態系の高

い生物多様性を支えている（Hemminga and 
Duarte 2000 ; Heck et al. 2003）。さらに、沿岸

域の物理的・化学的環境に対しても、栄養塩類

の吸収を通じて水質を変化させたり、地下茎や

根を張り巡らせることにより底質を安定化さ

せたりするなどの調整機能をもつ。特に、地下

部に吸収した炭素を海底に隔離する機能につ

いては、地球温暖化防止の取り組みとの関係で

着目されている（Nellemann et al. 2009）。 
このような貴重な生態系であるにも関わら

ず、沿岸域におけるアマモ場の面積は、世界的

に減少し続けている（Waycott et al. 2009）。そ

の減少には、人間の経済活動による水質悪化や

海岸線の改変などが大きく関与している。また、

今後、進行が懸念される地球温暖化や海洋酸性

化などのグローバルな気候変動は、アマモ場を

含む沿岸生態系にさらに深刻な悪影響を与え

ることが懸念されている（仲岡 2008）。しか

しながら、日本を含むアジア諸国では、過去か

らのアマモ場生態系の変動に関する長期デー

タは非常に少なく、これまでの変化の要因の解

明や今後の変動の正確な予測も非常に困難な

状況が続いている。このようにグローバル、ロ

ーカルな人為的負荷が同時かつ相互作用しな

がら進行する状況下で、藻場を保全していくた

めには、各地の主要な海域のアマモ場において、

統一化された方法による生態系・生物多様性モ

ニタリングを継続していくことが求められて

いる。本事業はその一端を担うものとして、非

常に重要な意義を持っている。 
 
 

2）アマモ場調査の調査サイト 

モニタリングサイト1000アマモ場調査では、

わが国を代表する海草藻場のうち、太平洋沿岸

を中心とする6サイトを選定し、2008年度から

調査を行っている（図2-3-1）。6サイトのうち、

指宿サイトは2009年度より調査が開始された。

毎年調査の調査時期は、厚岸サイトで8月、大
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槌サイトで7月（ただし2011年は10月）、富津

サイトで5月下旬から6月上旬、安芸灘生野島サ

イトで6月下旬、指宿サイトで4月、石垣伊土名

サイトで8月下旬から9月である。以下に各サイ

トの概要を示す。 
 
厚岸サイトは、国内最大のオオアマモの群落

が形成される貴重なアマモ場である。北海道東

部に位置し、別寒辺牛川流域の湿原から、汽水

湖である厚岸湖を通じて厚岸湾に至るエコト

ーン（水陸移行帯）を構成する別寒辺牛（べか

んべうし）・厚岸水系に 2 つのエリアを設定し

ている。厚岸湖のほぼ全域と厚岸湾の数点にア

マモ場が存在する。アイニンカップエリアは厚

岸湾東部に位置し、アマモ場の面積は 2～3 ha
程度である。後背地は数十メートルの高さの崖

と岩場である。アマモ類は潮間帯から水深 4 m
にかけて分布する。潮間帯から潮下帯最上部

（水深 1 m 程度）にかけては岩盤と堆積物底が

混在する。水深 1 m 以深は砂底で、なだらかに

深くなる。アマモ、オオアマモ、スガモが分布

するが、全体ではオオアマモが最も優占する。

潮間帯では、岩礁と堆積物底が混じる複雑な地

形を反映して、アマモとオオアマモ、スガモが

出現する。ただし、これらの種が混生すること

は稀であり、それぞれの種のパッチがモザイク

状に分布する。潮間帯下部から水深 4 m にかけ

てはオオアマモが連続的に分布する。それ以深

ではオオアマモはパッチ状に分布するように

なり、水深と共にパッチの面積および密度が減

衰する。厚岸湖エリアは厚岸湖北部に位置する。

アマモ類は潮間帯から潮下帯の水深 2 m にか

けて分布する。後背地は湿原および森林である。

底質は泥あるいは砂泥である。アマモおよびコ

アマモが分布するが、2009 年以降の調査では、

カワツルモも生息が確認されている。潮間帯で

はコアマモが、潮下帯ではアマモが優占する。 
大槌サイトは、世界最大サイズのタチアマモ

が生育し、オオアマモの分布南限にあたるなど

貴重な海草藻場である。船越湾およびその周辺

海域には、アマモ、タチアマモ、スゲアマモ、

オオアマモ、スガモの 5 種の海草が出現する。

しかし、2011 年 3 月の東北地方太平洋沖地震

の際に発生した津波により、多くのアマモ場が

消失した。本サイトには 2 つのエリアを設定し

ている。吉里吉里エリアは船越湾南部に位置す

る。本アマモ場の後背の陸域は砂浜、漁港およ

び岩礁である。アマモ場は水深 2～17 m 付近に

かけて形成されるが、護岸堤が存在する付近で

は分布が途切れる。2010 年度までは水深 4～6 
m にアマモが、水深 4～17 m にタチアマモが生

育していた。海底は岸側（西）から沖側（東）

に向かって比較的なだらかに深くなる。底質は

砂および泥砂である。根浜エリアは、大槌湾の

中で湾奥に位置する最大のアマモ場であった。

本アマモ場の後背の陸域は砂浜および漁港で

ある。アマモ場は水深 1～7 m 付近にかけて見

られるが、護岸堤が存在する付近では分布が途

図 2-3-1．アマモ場調査のサイト位置図． 
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切れる。2010 年度まではアマモが水深 1～4 m
に、タチアマモが水深 3～8 m に分布していた。

海底は岸側（西）から沖側（東）に向かって比

較的なだらかに深くなる。底質は泥砂である。

津波により大部分のアマモ場が消失したが、近

傍の室浜沖にスゲアマモが残存している。 
富津サイトは、東京湾内湾の最南部、富津岬

の北側に位置し、東京湾に残存する最大のアマ

モ場である。その水平距離（砂州に沿った東西

方向の距離）は 3 km、垂直距離（岸側から沖

側の分布下限までの距離）は 1 km 以上に達す

る。アマモ場は潮間帯から水深 4 m にかけて形

成される。水深は岸側（南）から沖側（北）に

向かって増加するが、潮間帯では複数の砂州が

存在するため水深が複雑に変化する。潮下帯は

なだらかに深くなる。底質は砂あるいは泥砂で

ある。本サイトには、アマモ、コアマモ、タチ

アマモの 3 種が分布し、アマモが優占する。 
安芸灘生野島サイトは、瀬戸内海の安芸灘北

部に位置する生野島にある。本サイトは北東に

開口部を持つ入り江になっている。本サイトが

含まれるアマモ場群落は瀬戸内海で最大の規

模を有する。海底は岸側から沖側に向かって泥

質のなだらかな斜面が約 300 m 続き、その後、

水深 1.5～20 m 付近まで急激に落ち込む。本サ

イトでは、アマモが優占種としてアマモ場を形

成する。岸側の最上部にコアマモが帯状に分布

し、沖側の水深 0.5～3 m のアマモ群落内でウ

ミヒルモが点在する。また、コアマモは水深+1
～+0.5 m の範囲、アマモは+1～7 m の範囲に分

布する。アマモは 0.9～3 m の範囲で連続な群

落を形成し、それより浅部と深部では局所的に

パッチ状に分布している。海底地形が水深 1.8 
m から急激に深くなり、水深 12 m 付近まで急

斜面が形成されている。通常はその斜面の途中、

7 m 付近がアマモの分布下限となる。 

指宿サイトは、鹿児島湾の湾口部西側に位置

し、海岸線は護岸などの人工物が少ない自然海

岸である。海底は砂質で岸側から沖側に向かっ

てなだらかな斜面が続く。本サイトはアマモの

分布南限とされており、特に台風や水温などと

いった夏場の生息環境が厳しい。そのためにア

マモの消長が激しく、アマモ場の位置が年によ

って大きく変化することがある。アマモ単独の

藻場で、分布帯の中心は水深基準で 0.5～1.7 m
付近にあり、中心から岸側方向、あるいは沖側

方向に向かうにつれて、どちらの場合も急激に

被度が減少する。アマモはすべて一年生であり、

毎年結実し、草体が枯死したのち、分散した種

子から発芽した新しい実生が群落を形成する。

そのため、種子の散らばり具合や発芽率などに

より群落の密度や規模、位置が変化するのが特

徴である。 
石垣伊土名サイトは、石垣島北部の吹通川河

口地先に位置する。サイトの陸側、河口周辺に

はマングローブ林が発達する。また、サイトの

沖側には、石垣島東岸と比較すると発達の悪い

サンゴ礁地形が形成され、起伏に富む。調査ラ

インは全長およそ 500 m である。岸側から沖側

に向かってなだらかに水深が増す（水深差 2 
m）。底質は砂である。本サイトにおいては、

9 種の海草（マツバウミジグサ、コアマモ、ウ

ミヒルモ、ベニアマモ、リュウキュウスガモ、

リュウキュウアマモ、ボウバアマモ、ウミジグ

サ、ウミショウブ）が観察される。日本国内に

おいて、海草の分布種数が最も多いサイトの一

つである。岸から 200 m 辺りには小型種（マツ

バウミジグサ、コアマモ）、300 m 辺りには中

型種（ベニアマモ、リュウキュウスガモ、リュ

ウキュウアマモ）、400 m の辺りに大型種（ウ

ミショウブ）がそれぞれ優占し、岸に平行に帯

状の分布が観察される。 
 

 

3）海草類の種多様性と被度の緯度および水深に伴う変異 

海草の種多様性および生物量の解析におい

ては、毎年調査で実施している被度調査のデー

タを用いた。アマモ場 6 サイトには、合計 15
種の海草類が出現した（表 2-3-1）。基本的に、

温帯域のアマモ場である鹿児島湾指宿以北の

5 サイトにおいては、アマモ科の海草が出現し、

亜熱帯域である石垣伊土名サイトにおいては、

トチカガミ科、ベニアマモ科の海草類が出現し

たが、コアマモおよびウミヒルモは両者に見ら

れた。アマモ科の中ではアマモが厚岸から指宿

までの温帯域の各サイトに出現する一方、オオ

アマモ、タチアマモ、スゲアマモの出現場所は

1～2 サイトと限られていた。コアマモは、大

槌と指宿を除く温帯域のサイトだけでなく、石
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垣伊土名サイトにも出現した。一方、トチカガ

ミ科、ベニアマモ科の種はウミヒルモを除くと

出現サイトは石垣伊土名サイトのみである。こ

の他にウミヒルモは安芸灘生野島サイトに出

現した。また、厚岸サイトの厚岸湖エリアでは、

汽水域が主要な生息域であるカワツルモ科の

カワツルモの生息が確認された。 
海草類のサイトごとの全出現種数は、石垣伊

土名サイトが 9 種で最大であり、次いで厚岸サ

イト（5 種）、大槌サイト（4 種）、富津サイ

ト・安芸灘生野島サイト（3 種）、指宿サイト

（1 種）の順であった（図 2-3-2、表 2-3-1）。

ただし、厚岸と大槌サイトにはそれぞれアイニ

ンカップ（厚岸湾）と厚岸湖、吉里吉里（船越

湾）と根浜（大槌湾）という 2 つのエリアが含

まれており、エリアごとの出現種数で見るとこ

れらも 3 種ずつであった（表 2-3-1）。 
サイト内の調査地点ごとの平均出現種数は、

石垣伊土名サイトが 5.8種で最も多く、次いで、

厚岸サイト・大槌サイト（2.1 種）、富津サイ

ト（1.6 種）、安芸灘生野島サイト（1.4 種）、

指宿サイト（1 種）の順であり、そのサイト間

変異は、全出現種数と同様の傾向であった（図

2-3-2）。 
海草の平均被度はサイトにより大きく異な

った（図 2-3-3）。厚岸サイトの平均被度が最

も高く、次いで石垣伊土名、指宿、安芸灘生野

島、富津、大槌の順になった。富津サイトの被

表 2-3-1．各サイトにおける海草類の出現リスト 

*調査地域外で確認された種． 

図 2-3-2．サイトごとの海草類の出現種数．青色は各サ

イトの調査地点ごとに出現した平均種数，青色と赤色

の合計がサイト全体での出現種数を示す． 

図 2-3-3．サイトごとの海草類の平均被度．2008～2012

年の各サイトの平均を示す．バーは調査地点間のばら

つきを標準偏差であらわす． 
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度が低い理由の 1 つとして、本サイトではアマ

モ場中央に出現する無植生の砂州にも調査地

点が設けられていることが挙げられる。また、

大槌サイトの被度には 2011 年の津波襲来後に

無植生となった調査地点におけるデータも含

まれている。津波襲来前のデータより求めた平

均被度は 30.7%であり、石垣伊土名、指宿、安

芸灘生野島と同程度である。 

各サイト内における海草の種構成と被度は、

水深および海岸からの距離が異なる調査地点

間で大きく変化した。 
厚岸サイトのアイニンカップ（厚岸湾）では、

オオアマモが全地点で優占し、最も浅い地点で

アマモとスガモが出現した（図 2-3-4）。被度

は St. 3 で最大で、最深の St. 6 で最小であった。

厚岸湖では、浅い 2 地点でコアマモが、それよ

り深い地点でアマモが優占し、中間の地点にカ

図 2-3-4．厚岸サイトにおける調査地点ごとの種構成と被度．アイニンカップ（厚岸湾）（左）．厚岸湖（右）．

調査地点は最も岸よりの点が左，最も沖の点が右になるように配置しており，各バーの下の数値は最低水面

（CDL）からの水深（m，マイナスが潮下帯方向）を示す． 

図 2-3-5．大槌サイトにおける調査地点ごとの種構成と被度．吉里吉里（船越湾）（左）．根浜（大槌湾）（右）．調

査地点は最も岸よりの点が左，最も沖の点が右になるように配置しており，各バーの下の数値は最低水面（CDL）か

らの水深（m，マイナスが潮下帯方向）を示す． 
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ワツルモも出現した。被度は浅い地点 St. 1～5
が、より深い地点 St. 6～8 よりも高い傾向にあ

った。 
大槌サイトのうち吉里吉里（船越湾）におい

ては、多くの調査地点でタチアマモが優占した

（図 2-3-5）。アマモは岸よりの 2 地点、およ

び浪板海岸方面に設置した 1 地点（St. 7）のみ

で、オオアマモは St. 7 のみで出現した。被度

は水深 6～14 m にかけての地点で高かった。根

浜（大槌湾）においても同様に、アマモが水深

3 m 以浅の地点、タチアマモがそれ以深の地点

で優占し、被度はアマモ場中央付近で高い傾向

があった。 
富津サイトでは、岸よりの水深が浅い地点で

コアマモが、中央の地点でアマモが、沖の水深

が深い地点でタチアマモが優占した。被度は、

途中に無植生の砂州があるため不規則に変動

図 2-3-6．富津サイトにおける調査地点ごとの種構成と被度．調査地点は最も岸よりの点が左，最も沖の点が

右になるように配置しており，各バーの下の数値は最低水面（CDL）からの水深（m，マイナスが潮下帯方

向）を示す． 

図 2-3-7．安芸灘生野島サイトにおける調査地点ごとの種構成と被度．調査地点は最も岸よりの点が左，最も

沖の点が右になるように配置しており，各バーの下の数値は最低水面（CDL）からの水深（m，マイナスが

潮下帯方向）を示す． 
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したが、全般に中央付近で高く、沖よりの地点

で低い傾向があった（図 2-3-6）。 
安芸灘生野島サイトでは、最も浅い 2 地点で

コアマモが、その他の地点でアマモが優占した

（図 2-3-7）。この他、ウミヒルモが中央付近

の地点（水深 1.5～2.6 m 付近）でわずかに出現

した。被度はアマモ場中央付近の地点で高い傾

向を示したが、その中でも被度が低いギャップ

が含まれることがあった。 
指宿サイトでは、アマモ 1 種が出現した（図

2-3-8）。被度は水深 1.1 m 以浅の浅い地点より、

1.7 m 以深の深い地点の方が高い傾向が認めら

れた。 

図 2-3-8．指宿サイトにおける調査地点ごとの種構成と被度．調査地点は最も岸より

の点が左，最も沖の点が右になるように配置しており，各バーの下の数値は最低水

面（CDL）からの水深（m，マイナスが潮下帯方向）を示す． 

図 2-3-9．石垣伊土名サイトにおける調査地点ごとの種構成と被度．調査地点は最も岸よりの点が左，

最も沖の点が右になるように配置しており，各バーの下の数値は最低水面（CDL）からの水深（m，

マイナスが潮下帯方向）を示す． 
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石垣伊土名サイトでは、水深および岸からの

距離に応じて優占種が著しく変化した（図

2-3-9）。最も浅い岸側の地点ではマツバウミ

ジグサが優占したが、沖（水深が深い地点）に

行くにつれ、ウミヒルモ、リュウキュウスガモ、

ベニアマモ、ウミショウブの順に優占種が交代

した。他にコアマモは浅い地点、リュウキュウ

スガモ、ボウバアマモは中央付近の地点で、ウ

ミジグサは中央と最も沖の 2 地点で発見され

た。被度は浅い地点から深い地点に行くほど高

くなる傾向があったが、最も深い 2 地点では急

激に減少した。 

水深分布について、温帯域のアマモ場では全

般的に、コアマモが最も浅い場所に分布し、ア

マモが中央、他のアマモ科の海草（オオアマモ、

タチアマモ、スゲアマモ）が深いところで優占

する傾向があり、これは日本各地における先行

研究の成果（Nakaoka and Aioi 2001 ; Aioi and 
Nakaoka 2003）と同様であった。被度はアマモ

場の中央部で高く、浅い場所および深い場所に

行くほど低くなる傾向がサイトに関わらず全

般的に認められた。 
 

 
 

4）アマモ場の底生動物群集の構成と多様性 

2010 年に実施された 5 年毎調査において調

べたアマモ場に生息する無脊椎底生動物群集

の生物量と多様性について、6 サイト間で比較

した。底生動物の採集帯は、厚岸サイトにおい

てはアイニンカップ（厚岸湾）エリアのオオア

マモ植生 1 箇所（中央部）、大槌サイトでは吉

図 2-3-10．アマモ場植生内の底生動物の個体数（直径 15 cm × 10 cm 深

のコアあたり）．バーは標準偏差を示す． 

図 2-3-11．アマモ場植生内の底生動物の分類群数（直径 15 cm × 10 cm

深のコアあたり）．バーは標準偏差を示す． 



39 
 

里吉里（船越湾）エリアのタチアマモ植生 2
箇所（浅所、深所）、富津サイトではコアマモ、

アマモ、タチアマモ植生の 3 箇所（浅所、中央

部、深所）、安芸灘生野島サイトではコアマモ、

アマモ植生の 2 箇所（浅所、深所）、指宿サイ

トではアマモ植生 1 箇所（中央部）、石垣伊土

名サイトにおいてはアマモ場の浅所、中央部、

深所の 3 箇所に設けた。 
種の同定は、分類の困難さおよび時間的制約

により、一部のサイトで行うことができなかっ

た。そこで、一部の分類群においては、高次分

類群（亜目、科など）で出現生物を分類してサ

イト間比較を行った。なお、種レベルまで同定

できた安芸灘生野島および指宿サイトのデー

タを用い、種多様性と上記の基準で分けた高次

分類群多様性を比較したところ、両者は非常に

高い正の相関を示しており（r = 0.91, p < 0.001）、
高次分類群多様性が種多様性の代替指標とし

て利用できることも示された。 
底生動物の個体数はサイト間、およびサイト

内の植生（水深）間で大きく異なった（図

2-3-10）。富津サイトのアマモ場の深所、およ

び指宿サイトで個体数が多く、安芸灘生野島お

よび石垣伊土名サイトではいずれの植生（水深）

においても個体数は少なかった。各サイトにお

いては、富津サイトでは、深所の個体数が、中

央部や浅所よりも非常に多く、また大槌サイト

（吉里吉里）でも水深が深い植生の方が浅い植

生よりも個体数が多かった。一方、安芸灘生野

島および石垣伊土名サイトにおいては、植生間

に個体数の大きな変異は見られなかった。 
底生動物の分類群多様性も、サイト間、植生

（水深）間で変異を示した（図 2-3-11）。サイ

ト間の比較では、富津や大槌サイトで多様性が

高く、安芸灘生野島や石垣伊土名サイトでは低

かった。サイト内の植生（水深）間の比較では、

富津サイトでは水深が深いほど多様性が高い

一方、大槌や安芸灘生野島サイトでは逆の傾向

を示した。また、石垣伊土名サイトでは中央部

でコアあたりの分類群数が多かった。 
高次分類群単位の出現パターンについて、類

似度を求めることにより解析したところ、底生

動物の群集構造はサイト間で大きく異なり、特

に、温帯域の5サイトと亜熱帯域の1サイト（石

垣伊土名サイト）の間の違いが顕著であった

（図 2-3-12）。類似度は、どのサイト間でも有

意に異なった（ANOSIM, p < 0.009）。同じサ

イト内の植生間でも、石垣伊土名サイトの浅所

と中央部の間を除き、群集構造は有意に異なっ

ていた（ANOSIM, p < 0.025）。 
 

 
 

 

図 2-3-12．nMDS プロットで表示したアマモ場の底生動物群集構造の類似性．類似度は個

体数を fourth-square root 変換したのちに Bray-Curtis 指数により求めた． 
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5）アマモ場の時間的変動 

5.1. 全サイトにおけるアマモ場の時間的変動

の大きさ 
 

2008～2012年の5年間（指宿サイトのみ2009
～2012 年の 4 年間）の定量データを比較する

ことにより、アマモ場の時間的変動の大きさお

よびその傾向について、サイト間、サイト内の

調査地点間の比較を試みた。 
時間的変動の大きさは、各調査地点ごとに変

動係数（Coefficient of variation: CV）を求める

ことにより比較した。CV は次の式で求められ

る。 

CV = ̅  
 
ただし、x は 5 年間の平均被度、sd はその標

準偏差をあらわす。CV は値が大きいほど平均

値に対する変動が大きいこと、すなわち、時間

的変動が大きいことを示す。 
各サイトで調査地点ごとに求めた被度のCV

の平均値を比較した（図 2-3-13）。石垣伊土名

と厚岸サイトで値が低く、アマモ場が安定して

存続していることが明らかになった。一方、三

陸の大槌サイトは大きな値を示したが、これに

は 2011 年 3 月の津波でそれ以降の被度が大幅

に減少したことが関連している。津波の影響に

ついては後に詳述する。 
 
 

5.2. 各サイトにおけるアマモ場の時間的変動 
 
次に、サイトごとの時間的変動の様式につい

て詳しく見る。 
 
 

5.2.1. 厚岸サイト 
アイニンカップ（厚岸湾）では、最も浅い

St. 1 および最も深い St. 6 において被度の減少

傾向が見られた（図 2-3-14）。特に St. 1 にお

いては 2009～2010 年にかけて被度の著しい減

少が見られた。中央の St. 2～5 においては、年

により低い値が見られるものの、顕著な時間的

な変動は認められなかった。 
厚岸湖では、一部の調査地点（St. 3～5）を

除き、2009～2010 年にかけて被度の激減が見

られた（図 2-3-15）。これらの地点においては、

2011～2012 年に被度の回復が見られた。種構

成に関しても、2008 年には見られなかったカ

ワツルモが、2009 年以降、特に中央の地点に

おいて被度を増加させた。 
厚岸サイトでは、2010 年初夏に、平年より

も気温が 3～4℃程度高い状態が続いたため、

アイニンカップ（厚岸湾）および厚岸湖の浅所

においては、高温ストレスを受け、アマモが大

量に枯死した可能性が指摘される。また、2009
年春季から夏季にかけては、平年の 2 倍以上の

降水量が記録された。汽水湖である厚岸湖にお

ける塩分の低下が、汽水域を主要な生息地とす

るカワツルモの増加に関連している可能性が

ある。 
 

5.2.2. 大槌サイト 
大槌サイトの吉里吉里（船越湾）、根浜（大

槌湾）両エリアでは、いずれの地点においても、

2010～2011 年にかけて、海草の被度が激減し

た（図 2-3-16、2-3-17）。これは 2011 年 3 月

11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴い

発生した大津波により、両湾のアマモ場が堆積

物ごと流出したことによるものである。2011
年の調査においては、いくつかの調査地点でア

マモ、タチアマモ、オオアマモの実生や小型個

体が確認されたものの、被度は 0%に近かった。

図 2-3-13．各サイトにおける植生被度の平均変動係数．

バーは標準偏差をあらわす． 
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地震発生から 1 年以上経過した 2012 年 7 月の

段階においても、被度の回復はほとんど認めら

れていない。津波の影響評価については、第三

章 トピックスの「東北地方太平洋沖地震が沿

岸生態系に及ぼした影響」において詳述する。 
 

図 2-3-14．厚岸サイトのアイニンカップエリア（厚岸湾）における植生被度および種構成の時間的

変動．横軸の数値は 2008～2012 年の各年，調査地点番号（St.）を示す． 

図 2-3-15．厚岸サイトの厚岸湖エリアにおける植生被度および種構成の時間的変動．横軸の数値は

2008～2012 年の各年，調査地点番号（St.）を示す． 
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図 2-3-16．大槌サイトの吉里吉里エリア（船越湾）における植生被度および種構成の時間的変動．

横軸の数値は 2008～2012 年の各年，調査地点番号（St.）を示す． 

図 2-3-17．大槌サイトの根浜エリア（大槌湾）における植生被度および種構成の時間的変動．横軸

の数値は 2008～2012 年の各年，調査地点番号（St.）を示す． 
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5.2.3. 富津サイト 
富津サイトの各調査地点において、被度は年

により大きく変異した（図 2-3-18）。しかし、

地点間に共通した経年変動の傾向は見いださ

れなかった。例えば、St. 2、9、11 では、2010
年に被度が最大になった一方、St. 5、8 などで

は最小になっている。一方、海草類の種構成に

は、各調査地点とも時間的に大きな変異は認め

られなかった。 
本サイトについては、先行研究により、時間

的な変動パターンがアマモ場内の微小な環境

条件により大きく変異することが知られてい

る（Yamakita et al. 2011）。各調査地点間の変

動パターンの非同期性はこのことを反映して

いる可能性がある。 

5.2.4. 安芸灘生野島サイト 
富津サイトと同様に、各調査地点の被度は大

きな変異を示した（図 2-3-19）。コアマモが優

占する St. 1、2 にかけては、2009 年以降、平

均被度が減少する傾向があった。一方、アマモ

が優占する St. 3 以深においては、夏季に異常

高温が続いた 2010 年に極小値を示す調査地点

が多かった。構成種には顕著な時間的変動は認

められなかった。 
 
 
 
 

図 2-3-18．富津サイトにおける植生被度および種構成の時間的変動．横軸の数値は 2008～2012

年の各年，調査地点番号（St.）を示す． 
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図 2-3-19．安芸灘生野島サイトにおける植生被度および種構成の時間的変動．横軸の数値は 2008

～2012 年の各年，調査地点番号（St.）を示す． 

図 2-3-20．指宿サイトにおける植生被度および種構成の時間的変動．横軸の数値は 2009～2012

年の各年，調査地点番号（St.）を示す． 
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5.2.5. 指宿サイト 
アマモ 1 種からなる本サイトでは各地点に

おける被度の経年変動が著しく大きかった（図

2-3-20）。例えば St. 1～3 では 2009 年に 50%
以上であった被度が翌 2010 年には 20%以下に

激減する一方、St. 3、4 では 2010 年に 10%以

下だった被度が 2011 年には 70%以上となった。

2010 年に被度が最小、2011 年に最大となる地

点が多かったが、異なるパターンを示す地点も

多かった。 
調査サイトを含む鹿児島湾のアマモ場は一

年生のアマモより形成されており、その変動が

激しいことが知られている（島袋ほか 2012）。
指宿のアマモ場の著しい時間的変動は、このよ

うな一年生アマモの特性を反映している可能

性が高い。 

5.2.6 石垣伊土名サイト 
本サイトにおいては海草各種の被度は一部

の方形枠でしか記録していないため、経年変動

については全体の被度のみ検討した。被度は最

も浅い St. 1 や深い St. 9、10 を除くと比較的安

定しており、明確な時間的変動は認められなか

った（図 2-3-21）。 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 2-3-21．石垣伊土名サイトにおける植生被度の時間的変動．横軸の数値は 2008～2012 年の各年，

調査地点番号（St.）を示す． 



46 
 

6）アマモ場モニタリングの今後の展望 

モニタリングサイト 1000 沿岸域調査のアマ

モ場 6 サイトのデータ解析により、日本列島、

特に太平洋側における主要アマモ場の海草類、

およびアマモ場に生息する底生動物群集の生

物多様性の広域的・局所的空間変異および 5
年間にわたる時間的変動パターンが明らかに

なった。種の多様性および生物量（海草の被度、

底生動物の個体数）は、地理的に隔てられたサ

イト間で大きく異なるばかりでなく、サイト内

の水深軸に沿って設けられた調査地点間でも

変異が著しいことが明らかになった。 
海草および底生動物の種構成は、温帯域（鹿

児島県以北）と亜熱帯域（沖縄県）で大きく異

なったが、これはこれまでも指摘されている海

草類の生物地理学的分布様式を反映するもの

である（Green and Short 2003 ; Short et al. 2007）。
海草の種多様性や生物量（被度）は、高緯度地

域と低緯度地域で高くなる傾向が見られた。一

方、局所的スケールでは、被度がアマモ場の中

央部（中程度の水深帯）で高くなる傾向が多く

のサイトで見られた。しかしながら、他の項目、

特に底生動物の種多様性や個体数の変異につ

いては、緯度や水深などの地理的・地形的要因

に伴う単純な変化は検出されなかった。 
本調査で選定した 6 サイトは、それぞれの地

域の代表的なアマモ場であるが、この結果を、

日本のアマモ場全体に内挿・外挿するためには

調査サイトの数が不十分である。特に、日本海

側にサイトが設定されていない点は大きな問

題として残っている。日本のアマモ場の全体像

を把握するためには、サイトを増やすことが最

も有効な方法であるが、資金や労力の面で制約

がある場合は、毎年でなくてもよいので、広域

な地域をカバーする調査を実施することが必

要であろう。モニタリングサイト 1000 沿岸域

調査のプロトコルは目視調査が主体であるた

め、比較的少ない労力でアマモ場全体の定量デ

ータを取得することができる。これを日本列島

各地の主要なアマモ場で展開することができ

れば、日本のアマモ場の生物多様性や生物量の

現状をより詳細に把握することができると同

時に、その時空間変動に影響を与える要因の作

用機構についてもより詳しく解明が進むこと

が期待される。 

本事業において、アマモ場の海草類以外の生

物のモニタリングは、予算、時間などの制約に

より、移動能力の少ない小型無脊椎底生動物の

みにとどまった。アマモ場の他の重要な構成要

素としては、例えば、付着藻類などのアマモ類

以外の一次生産者、魚類や大型甲殻類などの高

次消費者が挙げられる。これらの生物群もアマ

モ場生態系の動態に大きな影響を与えること

が指摘されている（Williams and Heck 2001）。

アマモ場の生態系の構造や機能の評価、その将

来予測には、これらの他の生物群を含めた群集

全体の解析が必要であり、今後、他プロジェク

トとの有効な連携が望まれる。また、今回対象

とした小型無脊椎底生動物についても、特に小

型甲殻類の分類同定に労力・時間がかかるため、

種レベルの詳細な解析は進めることができな

かった。これを解決するためには、分類学者や

パラタクソノミストと協力した事業の推進が

求められる。 
本稿では、モニタリングサイト 1000 沿岸域

調査の最初の 5 年間のデータから長期変動に

関する解析も試みたが、環境の変動に対応した

生態系の時間的変動については、厚岸サイトに

おける高温や降水量増加、大槌サイトにおける

津波の影響など一部の事象を除くと、顕著な傾

向を検出することはできなかった。今後、気候

変動に伴う水温の上昇により、海草類を含む主

要海洋生物の地理的分布は大きく変動するこ

とが予測されている（桑原ほか 2006）。また、

海洋における二酸化炭素分圧の濃度上昇は海

草類の成長に大きな影響を与えることも指摘

されている（Palacios and Zimmerman 2007）。

さらに海水面上昇や、台風の巨大化などによる

沿岸における撹乱レジームの変化、陸域におけ

る降水量の集中化に伴う河川を通じた物質流

入の効果などは、より複雑な影響を沿岸海域に

与えると予想されるが、このような複合要因の

同時進行のもとでの生物多様性・生態系機能の

変動予測はきわめて難しい（仲岡 2008）。今

後は、現在のモニタリングをより長期に確実に

継続すると共に、より多数の点、多数の項目に

ついて関連した研究調査を連携して実施する

ことが強く求められる。 
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4. 藻場生態系 

寺田竜太・川井浩史・倉島 彰・坂西芳彦・田中次郎・ 
村瀬 昇・吉田吾郎・青木優和・太齋彰浩・本村泰三 

1）藻場生態系の概要 

海藻藻場は、大型褐藻を中心とした海藻類が

高密度に生育する空間である。コンブ類で構成

される藻場をコンブ場、ホンダワラ類で構成さ

れる藻場をガラモ場、アラメ・カジメ類で構成

される藻場を海中林（アラメ・カジメ場）と呼

ぶ。 
日本列島の沿岸域からは、約 1,500 種の海藻

類が知られているが（吉田・吉永 2010）、藻

場を構成する種類は地域によって異なる。例え

ば、亜寒帯から温帯域に位置する北海道や東北

地方の太平洋沿岸の一部では主にコンブ類や

チガイソ類が、本州の太平洋沿岸ではアラメや

カジメ、温帯性のホンダワラ類が主な藻場構成

種となっている。温帯域の南限にあたる九州沿

岸では、アントクメ、アカモク、フタエモク、

キレバモクなどの多様な海藻が生育し、沖縄で

はホンダワラ類を中心とした藻場が形成され

ている。 
藻場は沿岸生態系における主要な基礎生産

の場として機能している。海藻の葉上にはワレ

カラ類やヨコエビ類などの小型の甲殻類が、海

底にはアワビ、サザエ、ウニなどの磯根動物が

多く生息し、藻場は魚類や甲殻類などの水産有

用種を含む多種多様な生物の生息場所、採餌場

所、繁殖場所となっている。また、海藻などの

表面に付着する微小藻類の光合成や化学合成、

フィルターフィーダー（ろ過摂食生物: ヒドロ

虫、ゴカイ類、コケムシ、ホヤなど）による水

中懸濁物の除去作用が水質浄化にも大きく貢

献している。さらに、海藻は沿岸域における炭

素循環の中で重要な役割を担い、単位面積あた

りの生産力は陸上の熱帯雨林に匹敵するとい

われる（Smith 1981）。海藻は、クロロフィル

a に加え、分類群によってクロロフィル c、カ

ロチノイド、フィコキサンチン、フィコビリン

などの光合成色素や補助色素を持ち、水中透過

によって散乱した日光でも効率よく吸収でき

る性質をもつ（Kirk 1994）。また、藻体全体

で光合成できる上に、水中では水流により藻体

全体に日光があたりやすいため、陸上植物に比

べて光合成効率がきわめて高い。そのため、藻

場のバイオマスは陸上の植物群落に比べては

るかに低いにも関わらず、純生産量では陸上植

物と同等かそれ以上の値を示す（横浜 2001）。 
このような藻場は、かつて日本の沿岸域全域

に広がっていた。しかし、1960 年代後半から

の高度経済成長期には、沿岸域の埋立てや護岸

改修による自然海岸の減少、工場排水や生活排

水による富栄養化や水質汚濁などによって沿

岸環境の劣化が進行し、藻場は急速に減少した。

藻場の面積は、1978 年からの 30 年間でその約

40%が減少したと見積もられている（水産庁 
2011）。そのため、沿岸環境の保全に資する基

礎情報の蓄積が急務となっており、各地の主要

な海域を代表する藻場のモニタリングはきわ

めて重要である。 
 

 
 

2）藻場調査の調査サイト 

モニタリングサイト1000藻場調査では、わが

国を代表する海藻藻場のうち、琉球列島を除い

て6サイトを選定し、2008年度から調査を行っ

ている（図2-4-1）。調査開始年度はサイトに

よって異なり、志津川サイト、淡路由良サイト、

薩摩長島サイトは2008年度から、伊豆下田サイ

トと竹野サイトは2009年度から、室蘭サイトは

2011年度から調査を開始した。毎年調査は、各

サイトの種多様性または藻場構成種の繁茂状

況が良好な時期に実施しており、室蘭サイトで
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8月、志津川サイトで6～7月、伊豆下田サイト

で9～10月、竹野サイトで5～6月、淡路由良サ

イトで5～6月、薩摩長島サイトで5～7月（2008
年度のみ3月）である。以下に各サイトの概要

を示す。 
 
室蘭サイトは、亜寒帯性コンブ目海藻が繁茂

する海域に位置し、内浦湾（噴火湾）に南向き

に面した岩礁海岸である。海底は緩やかに傾斜

しており、沖合 100 m で水深 3 m 前後、底質は

岩盤や岩塊となっている。マコンブ、ミツイシ

コンブ、ガゴメ、スジメ、アナメ、チガイソ、

ワカメが混生するコンブ藻場であり、岩盤、岩

塊上に海産顕花植物のスガモが点在する。コン

ブ群落やスガモ群落より深い場所では、ハケサ

キノコギリヒバが見られ、潮間帯にはエゾイシ

ゲやウミゾウメン、フクロフノリが、漸深帯上

部にはクロハギンナンソウ、アカバ、アナアオ

サなどが見られる。 
志津川サイトは、亜寒帯性と温帯性のコンブ

目海藻が混生する海域に位置する。三陸地方の

典型的なリアス式海岸の中にあり、調査地は志

津川湾内に浮かぶ椿島の外洋に面した岩礁海

岸である。調査対象の群落は湾内に位置するが、

沖側の湾口部に面していることから海水の流

動が活発で、透明度は高い。海岸からの距離と

水深で底質が異なり、岸寄りは岩盤だが、沖合

50～80 m にかけては小転石、転石が混じる他、

転石のみとなる部分もある。沖合 90 m 以遠は

巨礫又は岩盤となる。調査海域には、岸寄りに

エゾノネジモク、フシスジモクが混生するが、

基本的にアラメが主体となる群落で、アサミド

リシオグサ、フクロノリ、アミジグサ、マクサ、

ユカリなどが下草として見られる。 
伊豆下田サイトは、温帯性海藻が多く生育す

る海域に位置する。特に温帯性コンブ目海藻の

アラメとカジメからなる海中林の面積、被度、

現存量は日本有数の規模であり、ガラモ場も隣

接して見られるなど多様な生態系が見られる。

本サイトは、伊豆半島南東岸にある下田湾の支

湾である志太ヶ浦に位置する直径 200 m 程の

小さな湾である。外海に開けてはいるが、前面

に大きな岩礁があり、波浪などの影響を受けに

くい。ただし、海水の流動が活発で、透明度は

高い。底質はほぼ岩盤で、一部巨礫、転石が混

じる。岸寄りではヒジキ、イソモク、ヤツマタ

モク、マメダワラなどのホンダワラ類が優占す

る。水深 3～4 m にはオオバモク、アラメが優

占し、水深 3 m 以深は大規模なカジメ群落とな

る。下草としてはマクサ、キントキ、エツキイ

ワノカワ、カニノテ、ヘリトリカニノテ、ハイ

ミルなどが見られる。 
竹野サイトは、日本海に面した但馬海岸大浦

湾の岩礁海岸に位置する。調査地は岩盤と砂地

が混じる地形にあり、一部の岩は砂上に乗って

いる。主要な種類は、ナラサモ、ノコギリモク、

ヨレモク、ヤツマタモク、フシスジモク、ノコ

ギリモク、クロメなどであり、さまざまなホン

図 2-4-1．藻場調査のサイト位置図． 
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ダワラ類やクロメが混生する大規模な群落で

ある。下草としてはヒライボなどの無節サンゴ

モ類が多く、直立するものではフクロノリ、ア

ミジグサ、ヒビロウド、カバノリ、マクサ、カ

ニノテ類などが出現する。 
淡路由良サイトは、紀淡海峡（友ヶ島水道）

に面した岩礁海岸で、大阪湾湾口部の大規模な

藻場として希少性が高い。海底は沖合 100 m で

水深約 2.5 m と緩やかに傾斜し、波高の浅水変

形が著しい。潮汐による潮流が見られ、大阪湾

由来と紀伊水道由来の海水で透明度などが異

なる。漸深帯ではカジメ、ヤナギモク、ワカメ、

アカモクなどが藻場を構成し、潮間帯ではヒジ

キが優占する。また、テングサ類、ホソバナミ

ノハナ、ウミウチワ、タマゴバロニア、ウスカ

ワカニノテ、ハイミル、ユカリなどが下草とし

て多く見られ、無節サンゴモ類の被度も高い。 
薩摩長島サイトは東シナ海に面した長島西

部の岩礁海岸に位置しており、温帯性海藻と亜

熱帯性海藻が混生することから、生物多様性が

高い。海底は緩やかに傾斜し、沖合 40 m で水

深約 4 m、150 m で約 10 m である。岸寄りの

底質は岩盤だが、沖合 50 m 以遠は岩塊、巨礫

となる。冬季は北西からの季節風の影響を受け、

波浪が高い。アントクメが藻場を形成しており、

トサカノリ、シマオオギ、タマイタダキ、ユカ

リ、ナミイワタケ、カニノテ、ガラガラ、マク

サ、オバクサ、ヘラヤハズ、シワヤハズ、ウミ

ウチワなどが下草として生育する。また、周辺

にはヤツマタモクやキレバモク、トサカモクな

どのガラモ場も見られる。 
なお、琉球列島沿岸の藻場は、サンゴ礁リー

フ内の礁池にサンゴ礁生態系の一部として存

在することから、本調査では単独でサイトを選

定しなかったが、ラッパモクやコバモクなどの

亜熱帯性海藻が生育している。 
 

 
 

3）各サイトの海藻相と水温との関係 

モニタリングサイト 1000 藻場調査では、各

サイトの代表的な海藻群落を通るように水深

勾配に沿って調査ラインを設定したライン調

査と、代表的な群落を長期的に観察する永久方

形枠調査を実施している。そこで、各サイトの

海藻相の特徴を把握するため、両調査で観察さ

れた海藻の目別種数をサイトごとにまとめた

（表 2-4-1）。 

本調査で確認された種数は、淡路由良サイト

で 66 種と最も多く、室蘭、志津川サイトで 22
種と最も少なかった。種数は、淡路由良サイト

をピークとして最北の室蘭サイトから南にい

くほど増加する傾向を示した。目別の種数につ

いて見てみると、室蘭サイトではコンブ目、志

津川サイトではスギノリ目、伊豆下田サイトで

はサンゴモ目、竹野サイトではヒバマタ目、淡

路由良サイトではスギノリ目、薩摩長島サイト

ではアミジグサ目とスギノリ目が最も多かっ

た。 
一般に、海藻の分布は水温と海流の影響を強

く受けるといわれる。そこで、各サイトの海藻

相から LFD 指数（田中 1997）を求め、水温と

の相関を調べた。LFD 指数とは、褐藻類 3 目

（コンブ目、ヒバマタ目、アミジグサ目）の水

温帯別の種数を用いて算出する指数で、平均水

温と高い相関を示す。 
コンブ目、ヒバマタ目、アミジグサ目の褐藻

類 3 目の分類群は、特定の分類階級で寒帯性種、

温帯性種、熱帯性種の 2～3 グループに分けら

れる。コンブ目は属の階級で寒帯性と温帯性に、

ヒバマタ目は科、属、亜属の階級で寒帯性、温

帯性、熱帯性に、アミジグサ目は属の階級で温

表 2-4-1．各サイトで観察された目別の海藻の種数 
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帯性、熱帯性にグループ分けできる。各サイト

の LFD 指数は、これらのグループ別の種数を

算出し、以下の式に基づいて計算した値である。

すべてが寒帯性種であれば 0、温帯性種であれ

ば 1、熱帯性種であれば 2 をとる。 
 

LFD = (C × 0 + W × 1 + H × 2) / (C + W + H) 
 

(0 ≤ LFD ≤ 2) 
 

C: 寒帯性種数 
W: 温帯性種数 
H: 熱帯性種数 

 
サイトごとに算出した LFD 指数は、室蘭サ

イトで 0.25 と低く、薩摩長島サイトでは 1.55
と最も高い値を示した（表 2-4-2）。田中（1997）
の日本全国の LFD 指数と比較すると、概ね 0.1
～0.2 程度の差が見られたが、志津川サイトの

差異は 0.5 と大きく異なった。志津川サイトの

LFD 指数は、評価対象とした種が少なく（5 種）、

また熱帯性種に区分されるアミジグサが含ま

れていたため、想定される値よりも大きくなっ

たと考えられる。 
各サイトの通年平均水温は、日本海洋データ

センター（Japan Oceangraphic Data Center: 

表 2-4-2．各サイトの LFD 指数 

田中（1997）のデータは，必ずしも本調査のサイトと同じ場所で算出され

た数値ではない．調査サイト近傍の数値を引用した． 

図 2-4-2．各サイト近傍における通年平均水温．バーは

標準偏差を示す．日本海洋データセンターで公開され

ている 2002～2009 年のデータを用いて平均値を算

出した． 

図 2-4-3．各サイト近傍における月平均水温の年変化．日本海洋データセンターで公開され

ている 2002～2009 年のデータを用いて平均値を算出した．室蘭サイトは北海道室蘭，志

津川サイトは宮城県気仙沼，伊豆下田サイトは静岡県下田，竹野サイトは鳥取県泊村，淡

路由良サイトは大阪府岬町，薩摩長島サイトは長崎県新長崎漁港のデータを用いた． 
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JODC）で公開されているサイト近傍のデータ

（2002～2009 年）を用いて算出した（日本海

洋データセンター http://www.jodc.go.jp/index 
_j.html, 2013 年 3 月 29 日確認）。室蘭サイト

は北海道室蘭、志津川サイトは宮城県気仙沼、

伊豆下田サイトは静岡県下田、竹野サイトは鳥

取県泊村、淡路由良サイトは大阪府岬町、薩摩

長島サイトは長崎県新長崎漁港のデータであ

る。最も北に位置する室蘭サイトの通年平均水

温は 11℃、最も南の薩摩長島サイトでは 20℃
で、概ね緯度勾配に沿って変化する傾向が見ら

れた（図 2-4-2）。ただし、伊豆下田サイトの

通年平均水温は 19℃で、薩摩長島サイトに次

いで高く、標準偏差も他のサイトに比べて小さ

かった。このことは、伊豆下田サイトが年間を

通じて温暖で、冬季の水温低下が小さいことに

起因すると思われる（図 2-4-3）。 
次に、各サイトで 2008～2011 年度に確認さ

れた海藻相のデータから算出した LFD 指数と

通年平均水温との関係を調べた結果、有意な正

の相関を示した（r = 0.84, p < 0.05）（図 2-4-4）。
また、LFD 指数と月平均水温との相関を調べ

た結果、月ごとの決定係数は冬季に高く、夏季

に低い値を示した。このことは、LFD 指数は

冬季の月平均水温と良く相関することを示し

ており、各サイトのコンブ目、ヒバマタ目、ア

ミジグサ目の種構成は冬季水温の違いに関連

することを示唆している。しかし、決定係数の

季節的な変化は、サイト間の水温差が夏季より

も冬季に顕著であることに起因しているとも

捉えられる。 
本調査では、各サイトに生育する種を網羅的

に調べることはできないが、定量調査によって

得られた海藻相のデータから算出した LFD 指

数を比べることで、沿岸域の水温変化を捉える

ことができる可能性が示唆された。今後も長期

的に調査を続けてデータを充実させることで、

中期・長期的な環境変化を捉えるための、より

詳細な解析が実施できるものと期待される。 
 

 
 

4）サイト間の海藻群落の類似性 

藻場調査では、2 m 四方の方形枠（3～6 個）

を用いた永久方形枠調査と、50 cm 四方の方形

枠（10 個程度）を用いたライン調査を実施し

ており、これまで両調査で確認された海藻の種

図 2-4-4．各サイトにおける LFD 指数と通年平均水温との関係．日本海洋デ

ータセンターで公開されている 2002～2009 年のデータを用いて平均値

を算出した． 
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数は前述のとおりである（表 2-4-1）。サイト

間に共通して出現した種数をサイトごとにま

とめると、最も確認種数が多かった淡路由良サ

イトでサイト間共通種が多く、特に淡路由良と

竹野サイト間で高い値を示した（表 2-4-3）。

一方、室蘭と志津川サイトは、地理的には比較

的近いものの、共通して確認された種はマクサ

1 種のみであった。 
次に、サイト・年度別の群集構造の違いを調

べるため、在不在データ（在: 1、不在: 0）を用

いてサンプル間の群集類似度（Jaccard 指数）

を求め、非計量多次元尺度構成法（nMDS）に

より各サンプルを二次元平面上にプロットし

た。解析には未同定種や複数種を含む種群（合

計 157 taxa）もすべて用いた。 
その結果、各年度のプロットは、いずれもサ

イトごとに一つのグループを形成し、サイト間

で重複することはなかった（図 2-4-5）。年度

およびサイトの違いについて、1-way Analysis 
of Similarity（ANOSIM）により解析したところ、

年度を要因とした解析では有意差は認められ

ず（Global R = -0.156, p = 0.94）、サイトを要

因とした場合には有意差が確認された（Global 
R = 1, p = 0.001）。このことから、本調査でモ

ニタリングの対象としている海藻群落は、構成

種の観点では経年変動が小さく、それぞれのサ

表 2-4-3．4 年間の総出現種数と各サイト間の共通出現種数（未同定種は除く） 

図 2-4-5．在不在データに基づいた nMDS プロット．6 サイト・4 年間の 18 サンプル間で Jaccard

の類似度指数を求め，二次元の nMDS プロットを作成した．シンボル脇の数字は調査年度（08: 

2008 年，09: 2009 年，10: 2010 年，11: 2011 年）を示す． 
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イトが独立した群落構造を示し、安定した群落

を形成しているものと思われた。ただし、室蘭

サイトは 2011 年度から調査を開始したため、

データ数が他のサイトに比べて少なく、今回の

解析では 1 サンプルのみであった。よって、今

後もデータを蓄積し、将来的により詳細な解析

を実施することが望まれる。 
 

 
 

5）藻場モニタリングの今後の展望 

全国6サイトにおける4年間の藻場調査の結

果から、出現種数や種組成の違い、褐藻を指標

とした LFD 指数と水温との関係、サイト間の

海藻相の類似性と経年変動の解析を行い、各サ

イトの藻場の特徴を把握することができた。本

調査で対象としている海藻群落に限ってみれ

ば、中緯度地域で出現種数が多く、北にいくほ

ど少なくなった。各サイトで確認されたコンブ

目、ヒバマタ目、アミジグサ目の種数から求め

た LFD 指数と水温との相関を調べた結果、有

意な正の相関を示し、その傾向は全国的にLFD
指数を調べた既往の知見（田中 1997）と概ね

一致した。ただし、志津川サイトでは、指数の

算出に用いた種数が少なく、既往の知見（田中 
1997）よりも高い LFD 指数を示したことから、

適切に評価するためにはさらなるデータの蓄

積が必要と考えられた。サイト・年度別の海藻

相の類似性を解析したところ、各サイトが独立

した群落構造を示し、藻場構成種の有意な経年

変動は認められなかった。 
本調査では、各サイトの代表的な藻場構成種

の経年変動を追跡する永久方形枠調査と、水深

勾配に沿った海藻相の帯状分布を把握するた

めのライン調査を組み合わせて調査を実施し

てきた。これまでの調査結果からも、モニタリ

ングマニュアルは概ね妥当な設計になってい

ると思われるが、水温の詳細なモニタリングは

重要な課題である。海藻は生残や分布に水温の

影響を強く受けており、データ解析にも水温の

データが不可欠である。本稿で用いた日本海洋

データセンターの定点水温データは、2009 年

以降のデータが公開されておらず、近年のデー

タを利用することができなかった。長期的に藻

場構成種の消長をモニタリングし、その変化を

解析していくためには、より詳細な水温データ

の取得が必要である。今後は、各サイトに温度

データロガーを設置するなどの取り組みが求

められる。 

藻場調査では、これまで各海域を代表する藻

場を選定し 6 箇所の調査サイトを配置してき

た。今回のとりまとめ結果を見てみると、各サ

イトの海藻群落はそれぞれが特徴的で、広く日

本沿岸の藻場をモニタリングするという点で

は、妥当なサイト配置であると考えられる。し

かし、事業の趣旨を鑑みれば、サイト数は多い

ことが望ましい。特に、温帯性種の分布の南限

が多く集中する九州地方により多くのサイト

を配置することが重要と思われる。また、大阪

湾に位置する淡路由良サイトのように、都市近

郊の東京湾や博多湾、伊勢湾などの藻場を調査

サイトに指定すれば、陸域由来の影響をモニタ

リングすることも可能である。さらに、ラッパ

モクやコバモクなどの亜熱帯性海藻が生育す

る南西諸島でのサイト配置も課題である。ただ

し、南西諸島の藻場は、サンゴ礁リーフ内の礁

池にサンゴ礁生態系の一部として存在し、温帯

域の藻場のようにそれ自体でひとつの藻場生

態系を形成しないため、同一の調査設計ではモ

ニタリングが難しい。そのため、南西諸島の藻

場をモニタリングするためには、独自の調査手

法を検討する必要がある。 
以上のように、調査サイトの拡充は、今後の

藻場モニタリングにおいて重要な課題である

が、一方で、調査を実施する体制が十分とはい

えないのが現状である。藻場調査を実施するた

めには、海藻種の同定能力に加えて、潜水技術

が必要である。そのため、安全管理とデータ精

度が担保できるシステムの構築や、調査協力者

の人材育成などの対応が藻場モニタリングの

喫緊の課題である。 
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第三章 トピックス 

温度ロガーデータを用いた波あたり評価法の有効性の検討 
 
 

野田隆史 1・飯田光穂 2・阪口勝行 2 

 
1北海道大学大学院地球環境科学研究院・2北海道大学大学院環境科学院 

 
 

は じ め に 
 
岩礁潮間帯の生物の数と分布は高さ（絶対潮

位）と波あたりに強く依存する。なぜなら高い

場所ほど干出時間が長くなるため、摂食や養分

の吸収に充てられる時間が短くなるうえ、乾燥

の度合いも強くなるからである（Raffaelli and 
Hawkins 1996）。一方、波あたりは移動性底生

動物の活動や固着動物の幼生の供給量に影響

を及ぼす（Raffaelli and Hawkins 1996）。加え

て生物への高さの影響は波あたりによって変

化する。これは同じ高さでも波あたりが強いと

高所まで波が到達するからである（Harley and 
Helmuth 2003）。このような理由で、岩礁潮間

帯の生物の数や分布を研究する場合は調査地

の高さと波あたりを考慮することが標準的で

ある（Raffaelli and Hawkins 1996）。 
磯生態系を対象としたモニタリングマニュ

アルでは、永久方形枠の設置時に高さを測量す

ることが定められているが、波あたりのデータ

は直接収集することにはなっていない。 
一方、同マニュアルでは各サイトから任意に

選んだ 5 つの永久方形枠の近傍に温度データ

ロガーを設置し、15 分の測定間隔の温度デー

タを収集することが定められているが、同様の

温度ロガーデータを用い、波あたりを推定する

方法が、最近 Gilman et al.（2006）によって開

発されている。そこで、この方法を用いて各サ

イトの波あたりの情報が得られるのではない

かと考え、その有効性を検討してみることにし

た。 
Gilman et al.（2006）の方法では、「その日

その地点の浸水のタイミングが、波が無い場合

に起こると予想される高さ」と定義される 
daily effective shore level（以下、dailyESL）を

目的変数とし沖合の波の高さを説明変数とし

た回帰式（式 1）を求め、これを元に温度デー

タロガー設置地点の波あたりと地点の開放度

を推定する。 
 

dailyESL = β0 + β1 (h)         （式 1） 
 
ここで dailyESL を求めるためには、まず温

度ロガーデータから昼間の上げ潮に温度が急

激に低下した時刻（最初に波に濡れた瞬間）を

日ごとに確定し、次にその時刻の潮位を潮位表

から読み取る必要がある（Harley and Helmuth 
2003）。また h は沖合に設置されたブイにおけ

る有義波高である。二つの推定パラメータのう

ち、β0は推定ロガー高で β1は沖合での波高が 1 
m 高くなった場合の ESL の低下幅である。こ

のうち後者は地点の開放度を反映し、β0と

dailyESL の平均値との差として得られる平均

遡波高（average wave run-up）は、地点の波あ

たりを示す尺度とされる（Gilman et al. 2006）。 
実際に（式 1）を用いて β1や平均遡波高を推

定するためには、沖合に複数設置されているブ

イの中から温度データロガー設置地点の沖合

の波高を最も適切に反映するブイを選定しな

ければならない。またブイの設置場所から温度

データロガーの設置地点に波が到達するのに

要する時間を考慮し、解析に用いる有義波高の

計測時刻を ESL の記録された時刻とどの程度

前にずらすかを決めておく必要がある。さらに、

ESL を推定するのにふさわしくない天候（雨天

など）の日のデータは解析から除く必要がある。

以上の点をふまえ、厚岸浜中サイトの温度ロガ

ーデータを用い、永久方形枠ごとの地点の開放

度の尺度（β1）と平均遡波高の推定を試み、本

方法（Gilman et al. 2006）をモニタリングサイ

ト 1000 磯調査に適用する際の有効性と問題点

を検討した。 
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方 法 
 

dailyESL は、厚岸浜中サイトに設置された 5
つの温度データロガーのうちの 4 個から得ら

れたデータから求めた。残りのひとつの温度デ

ータロガー（MC16）は、温度低下パターンが

他とはかけ離れており、岩礁表面を流れる湧水

の影響があった可能性が考えられたため解析

には使用しなかった。 
解析対象とした温度データロガーから、2008

年 8～9 月、2009 年と 2010 年のそれぞれ 4～9
月の期間のうち、昼間の上げ潮に温度が 15 分

間に 2.25℃以上低下した時刻を求め、これをそ

の日の上げ潮時に最初に濡れた時刻とした。そ

の時刻の潮位を霧多布の潮汐推算表（気象庁 
http://www.data.kishou.go.jp/db/tide/suisan/suisan.
php?stn=KP, 2012 年 12 月 20 日確認）から推定

した。得られた日単位の ESL のうち、雨天以

外の日の値を 100 日無作為に抽出し解析に用

いた。沖合のブイの波高データはナウファス波

高データ（国土交通省 
http://nowphas.mlit.go.jp/nowphasdata/sub300.htm, 
2012 年 12 月 20 日確認）から十勝港と釧路港

のものを用いた。 
まず予備解析により、波あたりの推定に十勝

港と釧路港のどちらのブイが適しているかと、

解析に用いる有義波高の計測時刻を ESL の記

録された時刻とどの程度前にずらすのが適切

であるかを検討した。その結果、十勝港の波高

データを用い dailyESL が記録された時刻から

6 時間前の有義波高を用いた回帰式の決定係

数が最も高い値となった。そこで、同じ説明変

数を用いて、厚岸浜中サイトの 4 つの永久方形

枠ごとの地点の開放度の尺度（β1）と平均遡波

高の推定を行った。 
 
 

結果と考察 
 
厚岸浜中サイトの 4 つの永久方形枠ごとの

地点の開放度の尺度（β1）と平均遡波高の推定

結果を表 1 にまとめた。先行研究（Gilman et al. 
2006）と比較すると、厚岸浜中サイトは開放度

が低く、平均遡波高も低いことがわかった。こ

れは、本サイトが岩礁海岸にしては極端な遠浅

であることに起因していると思われる。また、

4 つの永久方形枠間では平均遡波高に大きな

差は認められなかったが、地形の特徴や帯状分

布の広がり方などから判断して妥当な結果だ

と思われる。 
一方、β0が実際の温度データロガーの設置さ

れた高さよりも低く、また R²の値も先行研究

（Gilman et al. 2006）と比べてかなり低かった。

これは dailyESL 検出の基準に用いた温度低下

幅の閾値を 2.25℃としたためかもしれない

（Gilman et al. 2006）。この閾値をより大きな

温度幅に設定することは、波以外の原因による

温度低下に起因する間違った dailyESL の推定

値の確実な排除につながる一方で、解析に使用

できるデータ数も少なくなるという欠点も伴

うため（Gilman et al. 2006）、この問題への対

応には注意と工夫を要する。 
仮に Gilman et al.（2006）の方法を厚岸浜中

サイト以外に適用する場合、波高ブイの選定と

解析に用いる有義波高の計測時刻を ESL の記

録された時刻とどの程度前にずらすかについ

ては、サイトごとに調べ直す必要がある。また

温度ロガーデータが解析に適用可能かについ

ては温度データロガーごとに検討する必要が

ある。それらにはかなりの手間と時間を要する

だろう。これらの改善と費用対効果の検討につ

いては今後の課題である。 
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干潟における絶滅危惧種の生息状況 
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絶滅のおそれのある野生生物の種名を列記

したレッドリスト（RL）およびレッドデータ

ブック（RDB）は、生存が脅かされる野生動植

物の現状を訴え、保全施策などを推進するため

に利用される。国際自然保護連盟（IUCN）が

1966 年に、世界の絶滅のおそれのある野生生

物をレッドリストとして初めて公表したこと

に端を発し、この報告書の表紙が赤色であった

ことから、それ以降、絶滅危惧種の一覧や解説

書がレッドリストやレッドデータブックと呼

ばれるようになった。 
環境省では、1986 年から緊急に保護を要す

る動植物の種の選定調査を開始し、1991 年に

は、その結果を「日本の絶滅のおそれのある野

生生物 脊̶椎動物編」および「同 無̶脊椎動物

編」として発行した。これまで、レッドリスト

は 4 回改訂され、2012 年 8 月および 2013 年 2

月に発表された第 4 次レッドリストには、10
分類群で、合計 3,597 種の生物が掲載されてい

る（環境省 2013）。干潟に生息する底生動物

としては、主に貝類と甲殻類が含まれるが、多

毛類などの他の分類群の多くは評価の対象と

なっていない。 
一方、日本ベントス学会では、干潟の希少動

物・絶滅危惧動物、合計 651 種（軟体動物 462
種（腹足類 263 種、二枚貝類 199 種）、節足動

物 138 種、多毛類 21 種、その他の無脊椎動物

30 種）を掲載した「干潟の絶滅危惧動物図鑑 ̶
海岸ベントスのレッドデータブック」を独自に

作成し、2012 年 7 月に出版した。これには、

掲載された全種についての生態や分類学的な

情報、分布や減少要因などが記されている（日

本ベントス学会 2012）。 
ここでは、2008～2011 年度のモニタリング

表 1．環境省第 4 次レッドリスト（環境省 RL）および，干潟の絶滅危惧動物図鑑 -海岸底生動物のレッドデータブ

ック（ベントス学会 RDB）に掲載されているサイト別の絶滅危惧種の出現種数 

※ サキグロタマツメタは外来個体群と在来個体群の区別が困難であるため除外した． 
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サイト 1000 干潟調査で確認された底生動物種

について、「環境省第 4 次レッドリスト」（以

下、環境省 RL）、ならびに「干潟の絶滅危惧

動物図鑑 海̶岸ベントスのレッドデータブッ

ク」（以下、ベントス学会 RDB）掲載種をサ

イトごとに集計し、絶滅危惧種の出現傾向や、

各サイトにおける特徴を示す。合わせて、今後

のモニタリングにおける留意点などについて

考察してみたい。 
 
干潟の全 8サイトに出現した底生動物約 700

種（未同定種や複数種を含む）の内、評価の対

象とした種は、種まで同定できた 491 種である。

このうち、環境省 RL に掲載されている種は合

計 96 種で、絶滅危惧 I 類（CR + EN）8 種、絶

滅危惧 II 類（VU）19 種、準絶滅危惧（NT）
65 種、情報不足（DD）4 種であった。また、

ベントス学会 RDB 掲載種は合計 131 種で、絶

滅危惧 IA 類（CR）1 種、絶滅危惧 IB 類（EN）

9 種、絶滅危惧 II 類（VU）24 種、準絶滅危惧

（NT）89 種、情報不足（DD）8 種であった。 
調査サイト別の全出現種数は、最も少ない厚

岸サイトで 93 種、最も多い南紀田辺サイトで

228 種であった（表 1）。各サイトの絶滅危惧

種の出現種数は、環境省 RL で 5～29 種、ベン

トス学会 RDB で 6～42 種で、いずれの評価に

おいても、厚岸サイトが最少であった。絶滅危

惧種が多く出現したのは南紀田辺以南のサイ

トで、中でも中津干潟サイトが最多であった。

このように全体で見ると、出現種数の多いとこ

ろが絶滅危惧種の出現が多い傾向にあった。 
全出現種数に対する絶滅危惧種の割合を見

てみると、厚岸サイトにおいては環境省 RL で

5.4%、ベントス学会 RDB で 6.5%であった。以

下同様に、松川浦サイトでは 12.2%、18.3%、

盤洲干潟サイトでは 7.6%、15.2%、汐川干潟サ

イトでは 18.1%、21.9%、南紀田辺サイトでは

11.4%、15.4%、中津干潟サイトでは 14.4%、

20.8%、永浦干潟サイトでは 10.2%、17.1%、石

垣川平湾サイトでは 18.7%、21.3%であった。

汐川干潟サイトと石垣川平湾サイトでは、全出

現種数はそれほど多くないにも関わらず、絶滅

危惧種の出現率が高い値を示した。 
底生動物群集の類似度解析から、本調査で設

定した 8 箇所の調査サイトは、北海道（厚岸）、

伊勢湾以東の東日本（松川浦、盤洲干潟、汐川

干潟）、紀伊半島以西の西日本（南紀田辺、中

津干潟、永浦干潟）、沖縄（石垣川平湾）の 4

グループに分けられることが明らかになって

おり（第二章を参照）、種数については紀伊半

島以西の西日本に属するグループで最も高か

った（表 1）。しかし、絶滅危惧種は、厚岸サ

イトを除く 7 サイトでの出現率が 15～22%（ベ

ントス学会 RDB の場合）であり、比較的高い

割合で出現していた。これは、全国的に見て干

潟環境の劣化が進んでいる現状において、設定

された調査サイトが底生動物にとって貴重な

生息場所となっていることを示している。中で

も、汐川干潟、中津干潟、石垣川平湾サイトに

おいては、絶滅危惧種の出現率が 20%以上と

高い値を示していた。これらの 3 サイトは、底

生動物群集の類似度解析においてそれぞれ異

なるグループに属することから、絶滅危惧種の

動向をモニタリングする上で、各グループを代

表する重要なサイトであると考えられる。特に、

中津干潟サイトは絶滅危惧種数が最多であり、

中でも絶滅危惧 I 類（CR + EN）が 8 種出現す

るなど、希少価値の高い種の生息場所として重

要である。また、石垣川平湾サイトは、独自の

底生動物相を持ち、絶滅危惧種の割合も高いこ

とから、引き続き注意深くモニタリングを続け

ていくことが重要である。 
 
高次分類群別では、環境省 RL では選定対象

が貝類と一部の甲殻類に限定されていること

から、軟体動物 93 種、節足動物 3 種のみであ

った。一方、ベントス学会 RDB では、軟体動

物 92 種、節足動物 26 種に加え、ユムシ動物 1
種、環形動物 3 種、刺胞動物 4 種、星口動物 2
種、半索動物 1 種、紐形動物 1 種、腕足動物 1
種が絶滅危惧種に該当した。軟体動物を除くと

39 種がリストアップされていることから、環

境省においては、軟体動物以外の底生動物につ

いても、早々に選定を進めるべきである。 
ベントス学会 RDB に掲載されている種の中

で、多くを占めていた貝類（軟体動物）と甲殻

類（節足動物）の種について見てみると、貝類

92 種の内、腹足類と二枚貝類は半々程度であ

り、絶滅危惧 I 類（CR＋EN）が 7 種、絶滅危

惧 II 類（VU）が 15 種、準絶滅危惧（NT）が

67 種、情報不足（DD）が 3 種となっていた。

このうち、ニッコウガイ科のユウシオガイは最

も多くの干潟で確認され、サビシラトリガイ

（図 1）も比較的多くの干潟に出現した。腹足

類では、5 サイトで記録されたツボミガイ、フ

トヘナタリと 4 サイトで記録されたウミニナ、
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クリイロカワザンショウが広域に出現した。一

方、1 サイトの干潟のみで見られた種は 62 種

におよび、全体の 67%を占めていた。これは、

絶滅危惧種の分布域が狭いことをあらわして

いる。ところで、腹足類ではカワザンショウガ

イ類やオカミミガイ類など、潮間帯上部から潮

上帯にかけてのヨシ原など塩性湿地を主な生

息場所とする種の記録が多かった。また、二枚

貝類においては、他生物に依存して生活してい

るユンタクシジミやマゴコロガイなどが記録

された。このように特殊な生息場所を利用する

種については、注意深い観察が引き続き重要で

ある。 
甲殻類では、26 種の内、絶滅危惧 I 類（CR

＋EN）が 3 種、絶滅危惧 II 類（VU）が 6 種、

準絶滅危惧（NT）が 16 種、情報不足（DD）

が 1 種で、内 23 種がカニ類であった。 
甲殻類の絶滅危惧種の出現数は永浦干潟サ

イトで最も多く 16 種が記録された。また、南

紀田辺サイトと中津干潟サイトでも比較的多

く 10 種が出現した。これらの干潟は貴重なカ

ニ類の宝庫といえよう。 
カニ類について見ると、アリアケヤワラガニ、

ギボシマメガニ、ホンコンマメガニ、ヤドリカ

ニダマシなどが確認されたが、これらはいずれ

も他種の巣穴や棲管に共生もしくは寄生する

という特殊な生活史特性を持つものである。そ

のため、もともと個体数が少なく、わずかな環

境変化や宿主の減少などに伴い絶滅する危険

性が高いと考えられる。一方、比較的広範囲で

生息が確認された種としては、5 サイトで確認

されたマメコブシガニの他、ウモレベンケイガ

ニ、クシテガニ、オサガニ、ヒメアシハラガニ

が 4 サイトに出現した。 
ところで、クシテガニ、ハマガニ、ユビアカ

ベンケイガニなどは、ヨシ原などの植生帯に依

存して生活する種である。また、内湾の泥干潟

にはシオマネキ（図 2）やアリアケモドキなど

が生息する。このような、潮上帯に立地するヨ

シ原や内湾に形成される泥干潟は、埋立てや護

岸工事に伴って消失の危機にさらされること

が多い生息場所である。そのため、今後も注意

深くモニタリングしていくことが必要である。 
さらに、絶滅危惧種の多くは、低い生息密度、

特殊な生息場所、微小な個体サイズなどの特徴

を持つため、調査サイトごとに調査者が異なる

ことに起因して発見率に差がでてくる可能性

も考えられる。これを回避するためには、各サ

イトで確認されている代表的な絶滅危惧種の

リストや写真を携行し、定性調査の際には気を

つけて観察することが重要である。絶滅危惧種

が生息できる環境を残すことは、同所的に生息

する多くの種の保全にもつながることから、調

査精度を上げる取り組みも必要である。 
 
 

引用文献 
 
環 境 省  (2013) 第 4 次 レ ッ ド リ ス ト . 

http://www.biodic.go.jp/rdb/rdb_f.html, 2013 年

7 月 20 日確認 
日本ベントス学会 (編) (2012) 干潟の絶滅危

惧動物図鑑 −海岸動物のレッドデータブッ

ク. 東海大学出版会, 神奈川 
 
 
 

図 1．サビシラトリガイ． 

図 2．威嚇するシオマネキのオス． 
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アマモ場の生態系機能評価:  

一次生産・炭素吸収量および動物群集との関係 
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1水産総合研究センター瀬戸内海区水産研究所・ 
2北海道大学北方生物圏フィールド科学センター 

 

 

は じ め に 
 
沿岸生態系の主要構成要素であるアマモ場

は高い一次生産量を持ち、水産有用種を含む多

様な動物に生息場所と餌を提供する他、沿岸海

域の水質や底質を改変するなど、多様な生態系

機能を持っている（堀ほか 2007, 2008 ; Hori et 
al. 2009）。その評価は沿岸生態系の保全およ

び持続的利用にはなくてはならないものであ

る。 
モニタリングサイト 1000 沿岸域調査では、

沿岸海域の生物多様性および生態系機能の広

域かつ長期のモニタリングを行っているが、人

員や経費の制約上、多くの調査は簡易的かつ非

破壊的なものであり、そこで得られる指標が生

態系機能の評価に適切に使えることを検証し

ておくことは、本事業のさらなる推進のために

も有益である。そこで、本稿においては、モニ

タリングサイト 1000 のアマモ場調査で得られ

たデータについて、同じ調査地、あるいは近隣

で得られた他事業におけるデータも利用する

ことにより、アマモ場の主要な生態系機能の指

標となるアマモの現存量、生産量、炭素吸収量、

付随する動物群集の現存量などの推定を行い、

得られた変数間の関連性および地域変異につ

いて検討を行った。 
 
 

アマモ場の現存量・株密度・生産量・ 
炭素吸収量の推定 

 
調査サイト間での生態系機能の変化を評価

するために、毎年調査で得られた被度データか

らアマモ場の生態系機能の指標となる現存

量・株密度の推定を行った。推定には 5 年毎調

査のデータおよび水産総合研究センター（2012）
の数値から表 1 の換算式を作成した。毎年調査

および 5 年毎調査の限られた数値範囲での推

定を行うため、換算式は単純な単調増加関数を

選択しているが、厚岸サイトのアマモおよび石

垣伊土名サイトの小型種のみ現存量と株密度

に負の関係が得られた。 
まず、各サイトの被度データの現存量および

株密度への換算では、コアマモを含むサイト

（厚岸湖、富津、安芸灘生野島、石垣伊土名）

で岸際の地点ほど株密度が高い傾向が見られ

たが、その他のサイトでは現存量と株密度は同

様の傾向を示し、分布の中心となる調査地点付

近で最も高くなった（図 1）。調査ライン（垂

直分布）に沿って水深勾配が存在するサイトで

はその傾向が顕著となっている一方、厚岸（厚

岸湖）サイト、富津サイト、指宿サイトでは調

査ラインに沿った水深勾配が単調ではないた

め、中間付近の調査地点を頂点とした一山型に

はならなかった。また、一年生のアマモ（花株

のみ）のみで形成される指宿サイトでは、草体

は毎年の種子分散と発芽種子からの花株のみ

から形成されるため、株密度と現存量が全く同

じ傾向を示し、さらに調査地点間での分布の年

変化は他のサイトより顕著であることが確認

された。さらに年変化のパターンをサイト間で

比較すると、2010 年に南方 3 サイトで現存量・

株密度ともに大幅な減少が確認された。一方、

東京湾以北では厚岸湖内を除いてそのような

現象は観察されず、むしろ他年より増加傾向に

あるサイトも見られた。 
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アマモ場の一次生産量・炭素吸収量の推定 
 
次に、現存量、株密度から計算した一次生産

量・炭素吸収量の結果を図 2 に示す。ここでい

う炭素吸収量とは、海草が一次生産（成長）に

より草体に吸収した炭素量を示しており、吸収

後の分解過程による炭素放出量との差分で示

す炭素固定量とは異なる。生産量の計算にあた

り、アマモについては同じ海域内で水産総合研

究センター（2012）がピンフォール法によって

計測した株あたりの成長量（北海道海域: 17.0、
東北海域: 41.4、東京湾周辺海域: 22.3、瀬戸内

海周辺海域: 22.0、九州海域: 9.1、単位は mg DW 
/ shoot / day）を用いた。国内に同様の測定結果

のないコアマモについては、近縁種の Zostera 
nolti の値（1.2 g DW / m2 / day, Hemminga and 
Duarte 2000）を代用した。次にオオアマモ・ス

ガモについては上記のアマモ成長量を代用し、

タチアマモについては過去に同じ海域で測定

された値を文献から引用した（Nakaoka et al. 
2003）。この文献では花株および栄養株と分け

て成長量が計測されているため、株密度から成

長量を計算するためには各調査地点でのタチ

アマモの花株 / 栄養株の比率が必要となる。 

表 1．現存量・株密度の推定に用いた換算式．できる限り 5 年毎調査データを利用し，換算式の作成が不可能な場合のみ他

文献か，あるいは近隣サイトの数値を利用している．さまざま線形・非線形回帰のうち，最も決定係数の高い回帰を選択

してある．換算式が負の回帰を示した場合のみ，赤字で示した． 
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大槌サイトでは残念ながらこの比率を計算

するために保管していた 5 年毎調査のサンプ

ルが津波により流出してしまったため、毎年調

査時の現地での潜水観察から花株・栄養株がお

よそ 1：1 の比率として算出し、さらに繁茂期

と衰退期の値を平均した値を用いた（14.6 mg 
DW / shoot / day）。 
次にこれら Zostera 属に分類される種の炭素

含有率については、アマモについては細川ほか

（2006）の平均値 36.5%を用い、コアマモにつ

いては上出（2007）の平均値 32.6%を用いた。

図 1．各サイトで推定された調査地点別・観測年別の現存量および株密度． 
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また、オオアマモ・スガモ・タチアマモの 3
種の炭素含有率はアマモの平均値を代用し、カ

ワツルモにおいてはすべての値を形態が類似

するコアマモに換算して計算を行った。 
亜熱帯の石垣伊土名サイトにおいては、小型

種の生産量には優占種のウミジグサ類のデー

タがないため、小型種に含まれるコアマモの成

長量を用いて換算した。中型種の生産量には同

じ海域内で水産総合研究センター（2012）がピ

ンフォール法によって計測しているリュウキ

ュウスガモ・リュウキュウアマモ・ベニアマモ

の 3 種を対象に、株あたりの成長量の平均値

（15 mg DW / shoot / day）を用いた。大型種に

ついては同じく水産総合研究センター（2012）
で計測されているウミショウブの成長量の平

均値（26 mg DW / shoot / day）を用いた。炭素

含有率については小型種をコアマモの平均値

で計算し、中型種・大型種にはアマモ平均値を

代用している。 
水深勾配に沿った各サイト・各調査地点の生

産量・炭素吸収量の平均値は、現存量のパター

ンと類似する傾向が確認されたが、生産量・炭

素吸収量の最大値を記録したサイト・調査地点

などは現存量と異なっていた。現存量では、厚

岸サイトが最大値を示した一方で、生産量・炭

素吸収量は富津サイトと石垣伊土名サイトが

最大となった。また、現存量と生産量・炭素吸

収量との間で若干ではあるが最大値を示す水

深が異なっていた。タチアマモが生息する大槌

サイトでは水深が深くとも高い値を示すが，こ

れを除外すると現存量の分布は水深 4～2 m に

ピークがあらわれ、一方で生産量は水深 1～0 
m にピークが確認できる。一般に海草類は草本

類であるため枯死後に直ちに分解されるため、

炭素吸収量が炭素固定量と同等とみなされな

図 1．続き． 
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いが、炭素吸収量を単純比較すると、最も高い

富津サイトおよび石垣伊土名サイトでは年間

1 ha あたり約 10 t と計算される。この値は、日

本の森林（手入れの行き届いた樹齢 80 年程度

の針葉樹）の年間炭素吸収量 2.3 t / ha を大幅に

超え（林野庁 2012）、さらにマングローブの

6.8 t を凌ぎ塩生湿地 17.3 t に迫る値となる

（Nellemann et al. 2009）。 
 
 

アマモと動物群集の関連性 
 
これらアマモ場の生態系機能の指標となる

現存量・株密度・生産量・炭素吸収量と動物群

集の現存量・種数と各サイトの平均値で比較し

た結果を表 2 に示した。魚類現存量は同じ海域

内で定量採集された文献値（Hukuta et al. 
unpublished data）より引用し、底生動物（ベン

トス）データは 5 年毎調査のデータを用いてい

る。 

図 2．水深勾配に沿った現存量・海草生産量・炭素吸収量の各サイト別・各地点別の平均値． 
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データ数が少ないことが一因となり、多くの

指標間で有意な相関は確認できなかった。ただ

し、底生動物の種数は株密度の高い地点で有意

に少ない関係に加え、生産量が多いほど魚類現

存量が有意に少なくなる関係が得られた。これ

らの株密度・生産量と底生動物の種数・魚類現

存量の関係は、アマモ場の生態系機能・サービ

ス間に栄養段階間のトレードオフ、例えば藻場

の一次生産に由来する生態系機能・サービス

（栄養塩循環など）と高次生産に由来する生態

系機能・サービス（食料供給など）が存在する

ことを示唆していると考えらえる。今後継続し

てモニタリングと解析を行い、アマモ場が発揮

する機能に応じた保全策・適応策について検討

していくことが重要である。 
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日本産コンブ目海藻 5 種の分布とモニタリング指標種としての評価 
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は じ め に 
 
藻場は沿岸域における主要な基礎生産の場

であり、魚介類の生息場や隠れ家、産卵場とし

ても機能している。しかし、藻場の減少や消失

が日本各地で指摘されており、1978 年以降の

30 年間で約 40%減少したと見積もられている

（水産庁 2011）。また、環境変動に関連する

と考えられる藻場構成種の変化や温帯域での

造礁サンゴの増加も指摘されており、沿岸生態

系そのものが変化しつつある（藤田ほか 2006 ; 
吉田 2009）。経済活動が藻場生態系に与える

影響も古くから指摘されており、埋め立てや水

質悪化などでも藻場は失われている。 
藻場生態系は、さまざまな要因による微妙な

バランスの上で成立している。藻場を取り巻く

世界に何がおきているかを明らかにし、これか

らのことを予測するためには、現状を把握し、

変化を的確に捉えていくことが欠かせない。

2008（平成 20）年度から開始された環境省重

要生態系監視地域モニタリング推進事業（モニ

タリングサイト 1000: 以下、モニ 1000）の沿

岸域調査では、北海道室蘭市、宮城県南三陸町

志津川、静岡県下田市（伊豆下田）、兵庫県洲

本市由良（淡路由良）、兵庫県豊岡市竹野、鹿

児島県長島町（薩摩長島）の 6 箇所に藻場のモ

ニタリングサイトを設置し、年 1 回の調査を実

施している（環境省自然環境局生物多様性セン

ター 2009, 2010, 2011, 2012）。 
それぞれのサイトでは地域を代表する藻場

生態系がモニタリングされているが、藻場の衰

退や構成種の変化が将来的に見られる場合、各

種の分布におけるサイトの地理的な位置づけ

について整理しておくことが不可欠である。そ

こで本稿では、モニ 1000 沿岸域調査で見られ

る主要なコンブ目海藻 5 種の全国的な分布を

整理し、モニタリングの指標種として評価する

ことを目的とした。 
 
 

方 法 
 

モニ 1000 の 6 サイトで見られる海藻類は延

べ 283 種に達する。この中より、各サイトで藻

場の林冠を構成する主なコンブ目海藻 5 種、マ

コンブ Saccharina japonica、アラメ Eisenia 
bicyclis、カジメ Ecklonia cava、クロメ Ecklonia 
kurome、アントクメ Eckloniopsis radicosa の分

布について整理した。分布情報は、本事業の 6
サイトと第 7 回自然環境保全基礎調査浅海域

生態系調査（環境省自然環境局生物多様性セン

ター 2008）の 129 箇所の調査結果を用いると

共に、北海道大学総合博物館（SAP）、国立科

学博物館植物研究部（TNS）、神戸大学内海域

環境教育研究センター、本事業の藻場分科会委

員が所有する標本や調査記録を用いた。 
 
 

結果と考察 
 
海藻の成長や成熟は水温に強く影響を受け

ることから、分布域は生育可能な水温の範囲内

に限られる。一般に、水温は高緯度ほど低くな

ることから、海藻の植生には熱帯から寒帯にか

けての緯度的な勾配が見られる。しかし、水平

分布は緯度に加えて海流との強い関係があり、

寒流の影響域ではより低緯度まで亜寒帯性種

が見られるのに対し、暖流域では高緯度まで温
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帯性種が見られる（寺田 2011）。また、同一

の海域内でも、波浪や潮流、濁り、地形などで

も植生は著しく異なる。 
日本は南北に長い国土を持ち、太平洋と日本

海、東シナ海、オホーツク海という性質の異な

る海に囲まれている。また、南西諸島から本州

中南部にかけて北上する黒潮や日本海に流入

する対馬海流などの暖流の影響、千島列島に沿

って南下する親潮など、複雑に入り交じる海流

の影響を受けている（図 1）。藻場のモニタリ

ングサイトは、このような異なる海域と海流の

影響を考慮した上で設置されている。コンブ目

海藻は 6 サイトすべてで見られるが、種類によ

って顕著な緯度的勾配が見られ、各サイトで優

占する種は異なる（表 1）。各種の分布は以下

のとおりである。 
 
 
マコンブ 
マコンブは亜寒帯性のコンブ科に属し、短い

茎と笹の葉状または帯状の葉状部を有する（図

2A）。北海道南西部の内浦湾（噴火湾）沿岸

や津軽海峡に分布し、主要な食用海藻として採

取されている。東北地方では青森県や岩手県、

宮城県北部で主に見られるが、福島県いわき市

や北関東の茨城県日立市でも見られる（図 2B）。
分布域は基本的に親潮（千島海流）の影響を受

けているが、内浦湾や津軽海峡、三陸沿岸では

津軽暖流や分枝流の影響を季節的に受けてお

り、牡鹿半島以南では黒潮からの暖水塊の影響

を受けることもある（大谷・秋葉 1970 ; 川合 
1972 ; 高杉 1992 ; 福渡ほか 1996）。 
本種は室蘭サイトと志津川サイトで見られ

るが、特に室蘭では水深 2～3 m にかけて高密

度な群落を形成する。本種は室蘭より東の日高

地方の一部などで見られるが、大規模な群落は

室蘭周辺までに限られる。また、志津川サイト

よりも南の地域では牡鹿半島などでも見られ

るが、福島県や茨城県では一部の場所に限られ

る（中脇ほか 2001）。このことから、モニ 1000
では分布域の北部と南部における生育状況が

モニタリングされているといえる。 
桑原ほか（2006）は、気候変動に関する政府

間パネル（IPCC）が示す最大水温上昇（2.9˚C）
に準じた 100 年後の長期予測として、ミツイシ

コンブ Saccharina angustata やリシリコンブ

Saccharina ochotensis、ナガコンブ Saccharina 

図 1．日本周辺の海流と環境省モニタリングサイト 1000

沿岸域調査における藻場サイト．海流は海上保安庁海

洋情報部海洋速報および海流推測図を基に作成．

（http://www1.kaiho.mlit.go.jp/KANKYO/KAIYO/

qboc/index.html, 2013 年 3 月 29 日確認） 

表 1．モニタリングサイト 1000 沿岸域調査の藻場サイ

ト 6 箇所に見られる主なコンブ目海藻 

図 2．A. マコンブ Saccharina japonica（北海道室蘭，

SAP48794）．B. 第 7 回自然環境保全基礎調査，モニ

タリングサイト 1000，北海道大学総合博物館，国立

科学博物館の収蔵標本に基づくマコンブの分布域． 
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longissima の 3 種が北海道沿岸で衰退すると予

測している。マコンブに関する予測はないが、

今後の植生変化の指標種として、室蘭サイトや

志津川サイトでのモニタリングが注視される。 
 

 
アラメ 
アラメは温帯性のカジメ科に属し、円柱状の

太い茎と葉状部からなる。幼体の葉状部は笹の

葉状だが、成体では茎の上部が二叉に枝分かれ

し、多数の側葉を形成する（図 3A）。日本と

韓国に分布する東アジア固有種だが（吉田 
1998 ; Cho 2010）、国内での分布は 2 海域に分

かれており、九州北西部から山陰地方にかけて

の玄界灘・日本海沿岸と、静岡県伊豆半島から

岩手県南部にかけての本州太平洋沿岸で見ら

れる（図 3B）。前者は対馬海流の影響を受け

る地域だが、後者は黒潮の影響域に位置する

（木村・杉本 1990）。また、関東以北では親

潮の影響も受けることもある（福渡ほか 1996）。 
本種は志津川サイトと伊豆下田サイトで見

られ、どちらも優占群落を形成している。北海

道大学総合博物館と国立科学博物館に収蔵さ

れている標本では、志津川サイトよりも北の採

集地が岩手県陸前高田市や気仙沼市までだっ

たことから、本サイトは本種の分布北限に近い

と考えられる。一方、伊豆下田サイトは本州太

平洋沿岸における分布の南限域に位置してい

ることから、モニ 1000 によって太平洋側の分

布域における北部と南部の生育状況が把握さ

れているといえる。 
桑原ほか（2006）の長期予測では、アラメの

北限と南限が北海道南部と福島県沿岸までそ

れぞれ北上することを示唆している。この場合、

伊豆下田サイトにおけるアラメの衰退や消失

が懸念されるが、モニ 1000 のモニタリングに

よっていち早く変化を捉えることが可能であ

り、マコンブと共に植生変化の指標種となるこ

とが期待される。 
 

 
カジメ 
カジメはアラメと同じカジメ科に位置し、円

柱状の太い茎と葉状部からなる。幼体の葉状部

は笹の葉状だが、成体では側葉が両側から多数

生じる（図 4A）。本種は房総半島南部から西

日本にかけての太平洋沿岸に広く分布するが、

対馬や山口県、隠岐沿岸にも見られる（図 4B）。
モニ 1000 では伊豆下田サイトと淡路由良サイ

トで見られ、どちらも優占群落を形成している。

伊豆下田サイトでは水深 3～4 m にアラメ、そ

れ以深はカジメが優占する垂直分布となる。こ

の垂直分布は房総半島から伊豆半島にかけて

広く見られており、海域の透明度や両種の光要

求量の差などによって、両種の生育下限水深が

決定されている（寺脇 2003）。コンブ目海藻

の群落成立条件は水温と光が重要な制限要因

になっており、透明度の低下や高水温の場合、

海底に届く光量の低下や藻体の光要求量の増

加によって、群落は生育下限から消失すること

が示唆されている（倉島 2011 ; 坂西 2011）。

黒潮の影響を受けやすい伊豆下田サイトや大

都市近郊に位置する淡路由良サイトでは、カジ

メ群落の垂直方向の変化などから、水質や環境

の変化をいち早く捉えることが可能といえる。 

図 3．A. アラメ Eisenia bicyclis（静岡県下田，TNS-AL 

159220）．B. 第 7 回自然環境保全基礎調査，モニタ

リングサイト 1000，北海道大学総合博物館，国立科

学博物館の収蔵標本に基づくアラメの分布域． 

図 4．A. カジメ Ecklonia cava（三重県英虞湾，TNS-AL 

153934）．B. 第 7 回自然環境保全基礎調査，モニタ

リングサイト 1000，北海道大学総合博物館，神戸大学

内海域環境教育研究センター，国立科学博物館の収蔵

標本に基づくカジメの分布域． 
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和歌山県沿岸や高知県沿岸では、カジメやク

ロメの衰退や磯焼けが深刻な問題となってい

る（木村・山内 2009 ; 田井野 2009 ; Tanaka et 
al. 2012）。西日本におけるこれらの衰退は太

平洋沿岸の外海に面した場所を中心に報告さ

れており、水温環境の変化や食害の影響が示唆

されている。これらの影響は淡路由良サイトで

見られないが、太平洋沿岸から紀伊水道、紀淡

海峡に至る海域の水温勾配などが一部に影響

しているかもしれない。事実、四国西岸の豊後

水道では、水温勾配と植生・食害の関係が報告

されている（吉田ほか 2011）。また、瀬戸内

海のアラメやカジメも長期的に衰退すること

が予測されており（桑原ほか 2006）、磯焼け

や食害の影響が外海側から紀淡海峡まで及ぶ

可能性も懸念されることから、淡路由良サイト

のカジメはこれらの影響をいち早く捉える指

標種として期待される。 
 

 
クロメ 
クロメはカジメ科に位置し、円柱状の太い茎

と葉状部からなる。幼体の葉状部は笹の葉状だ

が、成体では側葉が両側から多数生じる（図

5A）。カジメに似るが、葉の表面に無数の皺

が形成される点で区別される。本種は西日本の

太平洋沿岸や瀬戸内海、九州北部から本州中部

日本海沿岸にかけて広く分布する（図 5B）。 
モニ 1000 では竹野サイトで見られ、日本海

沿岸における分布の中央部に位置する群落が

モニタリングされている。本サイトは日本にお

ける藻場の長期モニタリングのさきがけにな

った場所として知られている（川井ほか 2011）。
1997 年のナホトカ号沈没以降、10 年にわたる

生態系モニタリングやその他の大型プロジェ

クトのサイトとしてのデータが蓄積されてお

り、モニ 1000 を通して今後も蓄積され続けて

いくことが期待される。海域の植生を象徴する

大規模でかつ典型的な藻場でデータを蓄積し

続けることは、変化していく生態系を客観的に

把握する上できわめて重要な意味を持つとい

える。 
一方、太平洋や東シナ海沿岸の個体群では、

カジメと同様に磯焼けや食害などによる本種

の消失が報告されており、環境変動の影響も示

唆されている（Tanaka et al. 2012）。現在見ら

れるクロメの南限は熊本県天草下島であり、薩

摩長島サイトの約 30 km 北に位置する。モニ

1000 やさまざまな枠組みの調査を通して、天

草のクロメもモニタリングされていくことを

期待したい。 
 

 
アントクメ 
アントクメは、短い茎から笹の葉状または楕

円形の葉状部が伸び、表面に皺や白色斑が生じ

る（図 6A）。コンブ目海藻で最も低緯度に分

布し、房総半島南部から四国、九州中南部にか

けての太平洋と東シナ海沿岸に見られる（図

6B）。本種は元々、鹿児島県の種子島沖の馬

毛島での生育が確認されているが、最近 10 年

間の調査で確認されず、分布南限の北上が示唆

されている（寺田 2011）。現在確認される分

布南限は薩摩半島の串木野と大隅半島の志布

図 5．A. クロメ Ecklonia kurome（長崎県対馬，TNS-AL 

13036）．B. 第 7 回自然環境保全基礎調査，モニタ

リングサイト 1000，北海道大学総合博物館，神戸大

学内海域環境教育研究センター，国立科学博物館の収

蔵標本に基づくクロメの分布域． 

図 6．A. アントクメ Eckloniopsis radicosa（鹿児島県

馬毛島，SAP26389）．B. 第 7 回自然環境保全基礎調

査，モニタリングサイト 1000，北海道大学総合博物

館，国立科学博物館の収蔵標本に基づくアントクメの

分布域． 
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志である。また、九州西岸における本種の北限

は長らく熊本県天草下島付近といわれてきた

が（瀬川・吉田 1961）、北海道大学総合博物

館と国立科学博物館には長崎県福江島で採取

された標本が収蔵されており（Kitayama 1998）、
長崎県本土での生育も報告されている（桐山・

藤井 2005 ; 桐山 2009 ; 吉村 2010）。薩摩長

島サイトでは良好な藻場が保たれているが、分

布の南限では衰退と北上が見られることから、

モニタリングを通して変化をいち早く捉えて

いくことが期待される。 
本種は伊豆半島でも見られるが、外海に面し

た場所や黒潮の影響を受けやすい場所ではカ

ジメよりもアントクメの方が多いといわれて

いる（横浜 2009）。この地域で植生の変化が

見られる場合、カジメからアントクメに構成種

が徐々に変化する可能性も考えられる。 
 
 

まとめと展望 
 
モニ 1000 沿岸域調査の藻場サイトは、コン

ブ目海藻 5 種の分布が長期的に変化していく

場合でも、これらの変化をいち早く把握するこ

とが可能と考えられる。亜寒帯性のマコンブと

温帯性のアラメが混在する志津川サイトでは、

マコンブ群落の衰退とアラメ群落の拡大が懸

念される一方で、伊豆下田サイトではアラメ群

落の衰退が十分に考えられる。また、分布の変

化は単純な北上に留まらず、三陸沿岸では津軽

海峡を介して北から温帯性種が加入してくる

ことも予想される。事実、日本海に広く分布す

るスギモク Coccophora langsdorfii やツルアラ

メ Ecklonia stolonifera は、津軽海峡東部まで分

布しており（能登谷・足助 1984 ; 桐原ほか 
2006 ; 寺田ほか 2008）、国立科学博物館に近

年収蔵されたスギモクの標本は三陸沿岸の岩

手県山田町で採集されている。環境変動に関連

すると考えられる温帯性種の分布拡大は、南か

ら北への単純な変化に留まらないことを示す

典型例であり、ツルアラメなどの日本海固有種

の太平洋沿岸への分布拡大も注視していく必

要がある。 
西日本や黒潮流域における亜熱帯性種の増

加も注視に値する。これらの種類の増加は外海

に面した場所や岬など、海流の影響を受けやす

い場所で局所的に見られるようになり、次第に

内湾や入り江などでも顕在化していくと予想

される。伊豆下田や淡路由良、竹野サイトは比

較的これらの影響を受けにくい場所だが、変化

が見られる場合には、本州中南部の太平洋沿岸

や日本海沿岸の広い範囲で亜熱帯性種が増加

すると思われる。また、薩摩長島サイトではア

ントクメが衰退し、磯焼けや造礁サンゴの増加、

亜熱帯性種の増加がどこよりも早く見られる

可能性がある。モニ 1000 沿岸域調査は開始か

ら 5 年が経過したに過ぎないが、長期的なモニ

タリングによって、植生の変化を的確かつ迅速

に把握していくことが改めて望まれる。 
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東北地方太平洋沖地震が沿岸生態系に及ぼした影響 
 
 

仲岡雅裕 1・鈴木孝男 2・太齋彰浩 3・坂西芳彦 4・倉島 彰 5・青木優和 6・田中次郎 7 
 

1北海道大学北方生物圏フィールド科学センター・2 東北大学大学院生命科学研究科・3南三

陸町産業振興課・4水産総合研究センター日本海区水産研究所・5三重大学大学院生物資源

学研究科・6東北大学大学院農学研究科・7東京海洋大学大学院海洋科学技術研究科 
 
 

は じ め に 
 
2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋

沖地震は、北海道から関東地方の太平洋沿岸に

多大な影響を与えた。特に沿岸域においては、

巨大な津波が大規模な撹乱を与えたのに加え、

地盤沈下による水深の増加や海底地形の変化

が生じている。このような大規模な事象が沿岸

生態系に与えた影響を評価することは、被災地

域の復興を進めるうえで非常に重要であるば

かりでなく、世界各地で将来起こりうる津波に

対する沿岸生態系の抵抗性を向上させるため

にも有益である。震災以降、多数の研究者、研

究機関、行政機関、および市民団体・個人が、

沿岸生態系の影響評価に向けたさまざまな調

査研究を行っている。特に、津波以前の定量的

なデータがある場所において、津波後に同じデ

ザインの調査を行うことで、事前事後の比較を

行うことができれば、津波が沿岸生態系および

生物多様性に与えた影響を定量的に比較する

ことができる（Whanpetch et al. 2010）。 
モニタリングサイト 1000 沿岸域調査では、

沿岸域に存在する主要な景観である磯、干潟、

アマモ場、海藻藻場の 4 種類の生態系を対象と

して、日本全国の合計 26 サイトで 2008 年度か

ら年 1 回の生態系モニタリングを実施してい

る。このうち、東北地方のサイトである岩手県

の大槌（アマモ場）、宮城県の志津川（藻場）、

福島県の松川浦（干潟）が津波によって激甚な

影響を受けた。そこで、本稿では、津波襲来以

前（2008～2010 年）と津波襲来以降（2011 年）

に本事業で得られたデータを比較することに

より、上記 3 サイトでの津波の影響評価を試み

た。 
 
 

材料と方法 
 
上記 3 サイトについて、2008～2011 年に年 1

回ずつの調査で得られた底生動物、アマモ類、

海藻類の定量データの比較を行った。調査地お

よび調査方法の詳細は、各生態系の報告を参考

にされたい（第一章、第二章を参照）。松川浦

サイト（干潟）については、干潟開口部に近い

A エリアと干潟奥部の B エリアの 2 箇所で得

られた底生動物のデータより、それぞれのエリ

アの潮間帯上部、下部について、種数と個体数

の時間変化を求めた。大槌サイト（アマモ場）

については、大槌湾、船越湾に水深軸に沿って

設置された調査地点ごとに得られたアマモ類

の種構成と種ごとの被度、全体被度のデータを

経年的に比較した。志津川サイト（藻場）につ

いては、ライン調査において、調査ラインに沿

って設定された各調査地点の方形枠（50 cm × 
50 cm）、および永久方形枠調査において設定

された 3 つの永久方形枠（2 m × 2 m）に出現

する大型海藻類の被度のデータを比較した。 
各サイトの 2008～2011 年の生態系の変化に

おいては、地震に伴う津波以外にもさまざまな

要因がその時間的変化に影響していると思わ

れる。そこで、津波が生じた直前直後の 2010
～2011 年の変化の大きさが、津波が生じる以
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前の経年変動に対して相対的にどの程度大き

いかを評価する指標として、下記の式であらわ

される Effect size (g) を調査地点ごとに求め、

サイト内、サイト間で比較した。 
 

SD
MM

g beforeafter  

 
ここで、Mafterは 2011 年における目的変数の

値、Mbeforeは 2008～2010 年の 3 年間の値の平

均値、SD は、2008～2010 年の 3 年間の値の標

準偏差を示す。g は津波後に値が下がった場合

には負の値を示す。また、その絶対値は、津波

直前直後の変化がそれ以前の経年変動より相

対的に大きい場合に高い値となり、津波の影響

が大きかったことを示す。 

 
 

結 果 
 

松川浦サイト 
松川浦においては、地震に伴い 8 m 以上の高

さの津波が観測された。また、地震の後に約

30 cm の地盤沈下が観測された（国土地理院 
2013）。震災直後（2011 年 6 月）の調査にお

いては、津波襲来前と比較して、潮間帯部分の

面積が大きく減少していること、後背湿地の植

生が消失したこと、震災がれきが多数堆積して

いることなどが観察された（図 1）。 
干潟に生息する底生動物の種数および個体

数は、いずれのエリア、ポイント（潮間帯の上

部と下部）においても、2010～2011 年に大き

く減少し、2011 年には全く底生動物が観察さ

れない調査地点もあった（図 2）。 

図 1．松川浦サイトにおける津波襲来前（左: 2010 年 5 月撮影）と津波襲来後（右: 2011 年 6 月

撮影）の干潟の景観の変化． 

図 2．松川浦サイトにおける 2008～2011 年の底生動物の種数（左）と個体数（右）の経年変動．0 は底生動物が

全く見られなかったことを示す． 
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大槌サイト 
船越湾、大槌湾付近の海域においては、地震

に伴い 9 m 以上の高さの津波が観測された。ま

た、地震の後に約 60 cm の地盤沈下が記録され

ている（国土地理院 2013）。震災後の 2011
年 10 月の調査においては、津波襲来前と比較

して、両湾の奥部に広がっていたアマモ場のほ

とんどが裸地となったが、一部の地点において

は、アマモやタチアマモの実生の加入が観察さ

れた（図 3）。 
船越湾および大槌湾におけるアマモ類の被

度は津波襲来後に大きく減少し、2011 年には

ほとんどの調査地点において 0%になった。た

だし、多くの地点において、実生の加入が認め

られた（図 4）。 
 
 

図 3．大槌サイト船越湾における津波襲来前（左: 2010 年 7 月撮影）と津波襲来後（右: 2011 年

10 月撮影）のアマモ場の景観の変化． 

図 4．大槌サイトの船越湾と大槌湾における 2008～2011 年の海草の被度の経年変動．バーは 20 方形枠の標

準偏差を示す．実生は 2011 年の調査で観察されたことをあらわし、0 は海草類が全く見られなかったこと

を示す． 
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志津川サイト 
志津川湾においては、地震に伴い 15 m 以上

の高さの津波が観測された。また、地震の後に

約 70 cm の地盤沈下が記録されている（国土地

理院 2013）。震災後の 2011 年 6 月の調査にお

いては、津波の直接的な力によりダメージを受

図 6．志津川サイトのライン調査（上），永久方形枠調査（下）による 2008～2011 年の大型海藻の

種構成と被度の経年変動． 

図 5．志津川サイトにおける津波襲来前（左: 2010 年 5 月撮影）と津波襲来後（右: 2011 年 6

月撮影）の海藻藻場の景観の変化． 
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けたと思われるアラメが観察されたが、海中林

の景観には地震前後の大きな変化は認められ

なかった（図 5）。 
志津川サイトにおける大型藻類の被度につ

いて、ライン調査では、St. 7 など一部を除き

多くの調査地点で地震・津波襲来前後での大き

な変化は認められなかった。なお、St. 4 では

アラメからエゾノネジモクへの変化が見られ

たが、これはライン上に設置した方形枠の位置

のずれによる変化の可能性が高い。一方、永久

方形枠調査では、3 つの方形枠共に優占種であ

るアラメの被度が津波襲来後に 20～30%程度

低下したことが判明した（図 6）。 
 

津波の影響の定量的な比較 
Effect size は、サイト間、サイト内の調査地

点間で大きく異なった（図 7）。 
松川浦サイトでは、すべての調査地点で

Effect size は負の値を示したが、その絶対値は

目的変数（種数、個体数）、エリア、潮位によ

り異なっていた。種数、個体数共に、B エリア

の方が A エリアよりも、潮間帯下部の方が上

部よりも大きい負の値を示した。また、種数に

対するEffect sizeの方が個体数よりも大きい負

の値を示した。 
大槌サイトにおいても、Effect size はすべて

の調査地点で負の値を示した。特に、大槌湾の

一点（St.2）で非常に高い値を示した。この地

点を除くと、船越湾の方が大槌湾より絶対値が

大きい調査地点が多かった。Effect size と水深

の間に有意な相関はなかった（船越湾: r = 
0.100, p = 0.832 ; 大槌湾: r = 0.418, p = 0.352）。

船越湾、大槌湾の両アマモ場ともに、アマモ場

の中央部分でEffect sizeの絶対値が高い調査地

点が多かった。 
志津川サイトのライン調査においては、

Effect size は調査地点により正または負の値を

示した。水深に伴う変化は不明瞭であった（r = 
-0.176, p = 0.677）。永久方形枠調査の 3 点にお

いては負の値を示した。 
 

 
考 察 

 
1．津波の影響のサイト間比較 
本解析により、東北地方太平洋沖地震に伴い

発生した津波が沿岸生態系に与えた影響は、サ

イト間およびサイト内の調査地点、さらには生

態系のタイプや主要構成種により大きく異な

ることが明らかになった。 
松川浦サイト（干潟）、大槌サイト（アマモ

場）では、多くの調査地点で大きな影響が認め

られた。一方、志津川サイト（藻場）では、津

波の高さが 3 サイトの中で最大であったにも

図 7．津波の相対的影響をあらわす Effect size のサイト

間，サイト内比較．A: 松川浦サイト（干潟），B: 大

槌サイト（アマモ場），C: 志津川サイト（藻場）． 
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関わらず、津波襲来前後で生態系の顕著な変化

が見られなかった。この違いには、各生態系の

地形的な違いが強く影響しているとみられる。

干潟、アマモ場は、潟湖内あるいは沿岸の内湾

奥部に位置しているのに対し、海藻藻場は沿岸

の比較的外側に位置している。津波は湾口から

湾奥部に進むにつれてその物理的な力が大き

くなる。また、干潟、アマモ場の生物群集は堆

積物底に生息するため、波浪による底質の撹乱

を受けやすいのに対し、岩礁に固着する大型藻

類は抵抗性が高い。このような違いが、サイト

間（生態系間）の生物群集の変化の違いをもた

らしていると思われる。この傾向は 2011 年に

東北太平洋沿岸で行われた他の調査において

も同様である。三陸沿岸の内湾域に形成されて

いたアマモ場は、その多くが津波により消失し

た（国立公園協会 2012）。岩手県、宮城県、

福島県の多くの干潟でも、生物量や生物多様性

の著しい減少が観測されている（鈴木 2011, 
2013 ; 金谷ほか 2012 ; 松政正俊ほか, 未発

表）。一方、三陸の岩礁域に形成される海藻藻

場については、藻場全体が消失するような大き

な変化が見られた場所は限定的であった

（Takami et al. 2013 ; 岩手県水産技術センター 
私信）。また、津波によりウニなどの植食動物

が減少した藻場では、コンブ類の生物量が震災

前よりも高くなった場所も報告されているが

（岩手県水産技術センター 私信）、他の要因

（水温の低下）との複合効果の可能性も指摘さ

れており、その原因の特定にはさらなる解析が

必要である。 
 

2．津波の影響のサイト内変異 
津波の影響は、各サイト内の調査地点間でも

大きく異なった。Effect size は松川浦サイトの

入口部と奥部の間、また同じエリア内であって

も潮間帯上部と潮間帯下部でその値が異なっ

た。大槌サイト、志津川サイトにおいても、水

深の異なる調査地点間でEffect sizeは大きく変

化した。同様の津波影響の局所的な変異は、

2004年 12月に発生したスマトラ島沖地震に伴

う津波の影響を受けた海域においても見られ

ている。タイ南西部クラブリ川河口のアマモ場

で、津波襲来前（2001～2003 年）および津波

襲来後（2005～2009 年）に同じ方法で生物群

集を比較した研究では、津波による海草類の現

存量の変化は数キロメートルしか離れていな

い地点でも大きく異なり、地形的要因（外洋に

面しているかどうかなど）が関与していること

が判明した（Whanpetch et al. 2010）。 
松川浦サイトの Effect size の比較から、底生

動物の種多様性と個体数に対する津波の影響

は、潟湖の奥部ほど、また潮間帯下部ほど大き

いことが判明した。いずれのエリアおよび潮位

においても津波襲来後の底生動物の種多様性

と個体数は著しく低下していることから、

Effect size の差は、津波襲来前の値およびその

安定性、すなわち、潟湖奥部および潮間帯下部

ほど種数や個体数の年変動が少なく安定して

いたことを反映していると思われる。 
大槌サイトにおいては、船越湾、大槌湾の両

アマモ場ともに、アマモ場の中央部分で Effect 
size の絶対値が高い調査地点が多かった。モニ

タリングサイト 1000 で観測しているアマモ場

では一般に、周辺域（最浅所および最深所）よ

りも中央部で生物量（被度）が高く、安定して

いるケースが多い（第二章を参照）。そのため、

Effect size で評価した津波の影響は、アマモ場

中央部で最も大きかったという結果が導かれ

たものと思われる。Effect size は特に、大槌湾

の一点（St.2）で非常に高い値を示したが、こ

れは津波襲来前の 3 年間の被度の変異が非常

に小さかったことに起因している。 
志津川サイトでは、津波襲来後の年で被度が

増加したサイト、減少したサイトが水深その他

の環境勾配とは一見無関係に出現しており、津

波の一貫した影響が見られない。より局所的な

変動要因、例えば、藻類間の競争や、植食動物

による捕食などが複雑に関連している可能性

がある。ライン調査の調査地点では、永久方形

枠調査よりも Effect size が小さかったが、これ

には毎年の調査において方形枠を設置する場

所が完全には同一地点でないことによる測定

誤差が反映されていると思われる。 
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3．結論と今後の展望 
以上のように、津波の沿岸生態系への影響は、

地形（開放性・閉鎖性）、水深、藻場のタイプ

により大きな違いが見られることが明らかに

なった。 
今後、三陸海域におけるモニタリングサイト

1000 の継続は、このような大規模撹乱からの

沿岸生態系の回復過程を評価するうえで、非常

に重要な意味を持つ。例えば、大槌湾、船越湾

のアマモ場では 2011 年夏から秋には、前年度

に結実した種子から発芽したと思われる実生

（小型個体）が多く確認されている。その生存

率が今後のアマモ場の回復速度に大きく関わ

ることが予想される。また、東北沿岸の干潟で

も津波で大きく変化した地形の一部が数カ月

のうちに元に戻っている場合も報告されてお

り（鈴木・金谷 2012 ; 鈴木 2013）、このよう

な環境の回復は、生物多様性、生態系機能の変

化にも多大な影響を与えるだろう。 
モニタリングサイト 1000 沿岸域調査は、日

本の沿岸域全域を網羅するにはサイト数が大

きく不足しているが、各サイトにおける長期デ

ータは、今回のように予測不可能な大規模撹乱

の影響およびその後の回復過程の評価に有効

に利用できることが明らかになった。さらに、

他地域で行われているさまざまな野外調査と

の比較や統合解析により、今回の地震および津

波の影響を受けた沿岸域全体における生物多

様性・生態系機能の変化機構および回復能力の

評価にも利用されることが期待される。それゆ

え、今後も本事業による長期モニタリングを持

続的に継続するために体制の強化を進めるこ

とが重要である。 
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第四章 総括 
 
本章では、各生態系のとりまとめ結果を通して沿岸域全体の成果を考察するとともに、これま

での取り組みと今後の事業の進め方について、サイト配置、調査手法、持続可能な調査体制、情

報の共有・管理および発信、結果の保全施策への活用、国際的枠組みとの連携の 6 つの項目に沿

って整理した。 

1. 調査結果の全体考察 

モニタリングサイト 1000 事業は、わが国の代表的な生態系の状態を長期的かつ定量的にモニタ

リングすることにより、種の増減や種組成の変化などの異変をいち早く検出し、適切な環境保全

施策に資することを目標としている。そのためには、まず現状を調べ、今後の変動の多寡を評価

するためのベースラインを把握しておくことが重要である。そこで、生態系ごとにまとめた調査

成果を通して、取得データの信頼性や配置された調査サイトの妥当性などについて考察した。 
岩礁帯に位置する磯や藻場では、一定の大きさの永久方形枠を岩面に設置し、毎年同じ場所の

生物相を調査することで、定量的かつ客観的なデータの取得を可能にしている。そのため、調査

員の同定精度が一定ならば、人的要因によってデータの質が大きく変動することは少なく、比較

可能なデータが長期的に取得できる調査設計となっている。一方、砂泥底に成立する干潟やアマ

モ場では永久方形枠を設置することができないため、GPS の位置情報をもとに毎年概ね同じ場所

で調査を実施している。また、一定の大きさの方形枠を用い、反復してデータを取得することで

測定誤差を小さくし、定量的かつ客観的なデータの取得を可能にしている。このように、生物の

同定精度の統一に課題を残すものの、本調査で得られるデータの信頼性は十分に担保されており、

長期間にわたって経時的な変化を追跡することが可能となっている。 
各生態系のとりまとめ結果を見てみると、磯調査では、各サイトの生物相や定量的なデータの

取得は 5 年毎調査時に実施されるため、短期的な経時変化を本報告書で示すことはできていない。

しかし、各サイトの出現種数や多様度指数のサイト間の傾向は、既知の研究結果と良く一致する

ことから、今後のモニタリングの基礎情報としては有効であると推測される。本調査の方法に類

似した磯生物の長期モニタリングでは、海流や海水温の変化による南方性種の出現が検出されて

おり（Ohgaki et al. 1999, 2011）、外来種を含む新規加入種などの検出も期待される。干潟調査で

は、津波や特定種の突発的な増減を除けば、各サイト内での変動は小さく、定量性と客観性の観

点から信頼できるデータであることは明らかである。アマモ場調査では、津波の影響を除けば、

サイト全体の海草の被度は小さな変動はあるものの大きな変動は確認されておらず、調査方法の

定量性や客観性は十分に担保されている。藻場調査では、津波の影響は多少あるものの、各サイ

トに出現する海藻相に大きな短期変動は認められなかった。 
2012 年度版の「気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート」（文部科学省ほか 2013）

によると、日本近海の平均海面水温は概ね上昇傾向を示し、2012 年までの約 100 年間で、100 年

あたり 0.63～1.72℃の割合で上昇している。一方、日本沿岸の海面水位は 1906 年以降のデータを

長期的に見た場合、約 20 年周期の変動が顕著であり、世界全体の海面水位に見られるような明瞭

な上昇傾向は見られない。1960～2012 年の期間で見ると、日本沿岸の海面水位は年あたり 1.1 mm
上昇している。水温と海面水位は、沿岸域に生息する生物の分布や生存の重要な環境要因と考え

られるが、短期的な変化は僅かであり、少なくとも今回のとりまとめではそれらの変動に起因す

る顕著な生物相の変化は見られなかった。これらの影響の検出には、さらなるデータの蓄積が必

要と思われる。一方で、東北地方太平洋沖地震の津波などの突発的かつ多大な影響は捉えること

ができており、長期モニタリングとして必要な調査精度は担保されているものと考えられる。以

上のことから、2008～2012 年度に各調査で得られたデータは、今後のモニタリングの基礎データ

として有効であるといえる。 
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国土面積に比して長い海岸線を持ち、国内に幅広い緯度勾配を有するわが国の沿岸域には、多

様な生態系が見られ、豊かな生物多様性が形成されている。そのため、磯・干潟・アマモ場・藻

場調査では各生態系を代表する調査サイトを選定し、広く多様な生物相を対象としたモニタリン

グを展開してきた。これまでに得られた調査データから各サイトの生物相の特徴を解析したとこ

ろ、潮間帯の磯生態系では、北海道に位置する厚岸浜中サイト、本州・九州 4 サイト（安房小湊、

大阪湾、南紀白浜、天草サイト）、沖縄県の石垣屋良部サイトの 3 つに大きく分割され、干潟生

態系では、厚岸サイト、伊勢湾以東の 3 サイト（松川浦、盤洲干潟、汐川干潟サイト）、紀伊半

島以西の 3 サイト（南紀田辺、中津干潟、永浦干潟サイト）、石垣川平湾サイトの 4 つに分割さ

れることが明らかとなった。潮下帯のアマモ場生態系について見てみると、出現する海草の種類

では、石垣伊土名サイトは他のサイトに比べて多様かつ異質で、九州以北の 5 サイト（指宿、安

芸灘生野島、富津、大槌、厚岸サイト）は緯度勾配に沿って出現種や生活型（一年生、多年生）

に違いが見られた。また、アマモ場に出現する底生動物群集の解析から、海草の出現傾向と同様

に、石垣伊土名サイトと他の 5 サイトの間で顕著に違いが見られることが明らかとなった。さら

に、藻場生態系における海藻相の群集解析の結果からは、すべてのサイト（室蘭、志津川、伊豆

下田、竹野、淡路由良、薩摩長島サイト）が顕著に分割され、各サイトがそれぞれ特徴的な海藻

相を有することが示された。以上のことを総合すると、わが国の西端に近い石垣島は、他の地域

とは一線を画す独自の生態系を持ち、固有性の観点からきわめて重要なモニタリングサイトであ

ることが確認された。また、北端に近い北海道も他の地域とは異なる生物相を示し、石垣島と同

様に重要なサイトであると考えられる。さらに、東北から九州にかけては、緩やかな勾配をもち

ながら地域特異的な生態系を形作り、それぞれのサイトが地域の特徴を捉えるモニタリングサイ

トとして有効な配置になっているものと思われる。 
2008 年度からの 5 年間で特筆すべき環境変動は、2011 年 3 月に東北地方の沿岸域に襲来した巨

大津波の影響である。2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分、太平洋三陸沖 130 km 付近を震源としたマグ

ニチュード 9.0 の地震が発生し、それに伴い発生した津波で岩手県、宮城県、福島県の沿岸部は

きわめて大きな被害を受けた。この地震や津波は、沿岸地形だけでなく、その周辺の生物相にも

大きな影響を及ぼしたと考えられる。本調査では、大槌サイト（アマモ場）、志津川サイト（藻

場）、松川浦サイト（干潟）の 3 つの調査サイトにおいて、津波襲来前後のデータを量的に比較

することにより、津波が生物にもたらした影響の一端を観測することができた。自然撹乱や人為

的な環境改変の影響は、定量データの比較によって客観的な評価が可能となる。今回の津波のよ

うなきわめて大きな撹乱は、感覚的には多大な影響があったと判断できるが、本調査のようにそ

の影響を定量的かつ客観的に評価できた背景にはこれまでのモニタリングのデータが蓄積されて

きたことがきわめて大きい。また、引き続き同じ方法、同じ場所でモニタリングを継続すること

は、生物群集や生態系の回復過程のモニタリングに貢献できるだけでなく、生物多様性の回復力

を評価する基盤情報としての利用など、今後、多岐にわたって活用されることが期待される。 
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2. 事業全体のレビュー 

1）サイト配置 

＜成果＞ 
本事業では、日本周辺の海域を 6 海域に区分し、各海域を代表する場所を含むよう北海道から

沖縄まで合計 26 箇所（磯 6 サイト、干潟 8 サイト、アマモ場 6 サイト、藻場 6 サイト）の調査サ

イトが配置された。サイト選定の際には、海域区分に加え、調査の継続性や利便性、過去の調査

記録の有無、国際的なモニタリングプログラムとの連携などが考慮された。 
 
＜課題と展望＞ 
本事業では、藻場生態系の竹野サイトを除き、日本海に設定しているモニタリングサイトはな

い。日本海沿岸は干満差が小さく、磯や干潟はあまり発達していないため、両生態系の調査に適

した場所を選定することが難しいことが理由の一つである。また、日本海沿岸の堆積物底からな

る海岸は、冬季の北東の季節風を直接受ける開放的な砂浜が多く、地形的・物理的にアマモ場が

発達しにくい。しかし、富山湾や舞鶴湾のような内湾性静穏海域、中海・宍道湖のような半閉鎖

海域、および粟島、佐渡島、隠岐島の島陰などの静穏な海域にはアマモ場が形成されており、モ

ニタリングサイトとしての重要性は高い。 
藻場調査では、琉球列島にサイトを設定していない。琉球沿岸海域の藻場はサンゴ礁生態系に

付随的に存在するのみで、林冠を形成するような藻場は発達しない。ただし、南西諸島にはラッ

パモクやコバモクなどの亜熱帯性海藻が生育するため、将来的にはサイトの設定を検討する余地

はある。 
わが国の沿岸域の生物多様性は、地史、海流、地理的勾配などの要因による連続性と固有性に

よって支えられ、きわめて多様で複雑である。そのため、詳細かつ高感度に沿岸域の長期変化を

捉えるためには、日本海も含めたサイト配置の拡充が今後求められる。 
 
 

2）調査手法 

＜成果＞ 
本事業では、2008 年度からの本格的な調査に先立ち、2007 年度に試行調査を各生態系で実施し

た。その結果を踏まえ、各生態系のモニタリングとして有効と考えられる調査手法が考案され、

それを調査マニュアルとしてまとめた。沿岸域調査の調査マニュアルでは、主に底生動物の種類

や個体数、植物の種組成や被度を調べるための定量的なモニタリングを重視した「毎年調査」と、

標本・環境試料の収集を伴う「5 年毎調査」の両方の調査手法を採用していることが特徴である。

そして、調査マニュアルはモニタリングサイト 1000 のウェブサイトを通じて公開されている。調

査マニュアルは、調査を実施しながら細部の見直しを行い、その変更内容について各分科会およ

び検討会で検討し、改訂を重ねている。現在、調査マニュアルは概ね確定することができ、調査

の実施はルーチン化しつつある。 
 
＜課題と展望＞ 
調査手法については、磯に設置している温度データロガーの運用や干潟やアマモ場で得られる

底生動物標本の収集の間隔に課題が残されている。 
温度データロガーは、明瞭な帯状分布が見られる岩礁潮間帯の微環境を捉えるツールとして有

効であるが、設置環境が過酷であるため機器のハード面での不具合を解消することができていな
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い。また本事業は、設計上、年 1 回の生物調査を基本としているが、得られた 15 分間隔の岩温連

続データの具体的な利用方法は明瞭になっていない。データの取得は機器の性能や耐久性に依存

するため、設置方法などの見直しを重ねながら、具体的なデータの利用方法を引き続き議論して

いかなくてはならない。 
現在の調査マニュアルでは、5 年間に 1 度、干潟やアマモ場において底生動物を採集すること

になっている（5 年毎調査）。しかし、底生動物は分類群が多岐にわたり、肉眼では同定が難し

い種も多く含まれること、また、分類学的な問題により、分類体系が流動的で種同定自体が不可

能な分類群も存在することから、それらの種の同定や解釈には高度な専門性と相応の時間を要す

る場合が多い。干潟生態系では、小型甲殻類（例えば、ヨコエビ類やワレカラ類など）、多毛類

（ゴカイ類の仲間）、紐型動物などについて、各分類群の専門家への再同定を依頼する試みを行

うことで詳細なデータが得られているが、沿岸環境の長期変動を捉える上で必要な同定精度や同

定体制の構築は今後の検討課題である。また、後世のために標本を残すことも重要である。貴重

な標本を保管・管理し、活用していく方法についても今後検討していかなければならない。 
沿岸域調査全体では、現在の調査を長期的に継続することができるように、より一般的かつ簡

便な方法や調査体制を維持していく方策を模索する必要があるだろう。 
 
 

3）持続可能な調査体制 

＜成果＞ 
沿岸域調査では、選定したすべてのサイトにおいて順調に調査が実施されている。これは、分

科会委員をはじめ多くの関係者の方々（調査体制を参照）の協力によるところが大きいが、それ

に加えて、調査サイト選定基準の「分科会委員を中心とした調査者が在籍する実験所か、利用可

能な臨海実験所などの施設に隣接していること。もしくは、特に施設がなくとも調査を開始しや

すいこと。」が有効であったと考えられる。 
持続的な調査体制の継続のため、干潟調査の一部のサイトでは、サイト代表者の引き継ぎが行

われており、現在、新体制で調査が実施されているところもある。 
 
＜課題と展望＞ 
モニタリングサイト 1000 は、100 年を目標とした長期生態系観測であるため、沿岸域調査では、

調査の継続性を担保するために後継者の確保・養成といったリクルート活動が重要な課題として

挙げられている。しかし、調査対象と環境の性質上、調査を実施できる人材は限られており、と

りわけ潜水作業を伴うアマモ場や藻場の調査については人材が著しく不足している。安全面から

も、一般市民が調査に参加することは難しく、研究者や調査会社に依頼する他はない。また、調

査対象生物が多岐の分類群にわたる磯や干潟調査では、種同定のために専門性の高い知識が必要

で、分類群によっては肉眼による観察および同定が困難な生物種も多く含まれる。このような生

態系特有の事情を考慮し、今後は、学会や研究会などでの広報活動を通じて調査員を確保する手

段やワークショップなどの開催も検討していく必要がある。また、研究者以外の人員（例えば調

査会社など）に調査を依頼する場合に備えて、データの精度を担保するためのシステム作りも検

討しなくてはならない。陸上での作業が中心である磯や干潟では、アマモ場や藻場に比べ一般市

民が参加しやすい調査形態である。実際に、地元 NPO 団体などが独自に生物相調査を実施してい

る場合もあり、調査手法や生物写真を掲載したガイドブックの作成などにより、市民参加型のモ

ニタリング事業として展開していくことも検討する余地がある。 
 
 



85 
 

4）情報の共有・管理および発信 

＜成果＞ 
捉えた自然環境の変化を有効な保全対策につなげていくためには、収集された情報を速やかに

公開し、関係者はもちろん、多くの人々がその事実を理解し利用できることが重要である。その

ため、モニタリングサイト 1000 では、サイト代表者の協力を得て迅速なデータ収集と情報提供を

行っている。 
成果の公表は、速報や報告書などの「読み物」と、調査で取得された「原データ」という 2 つ

の性質の異なる情報をそれぞれの目的に沿った形で公開することが必要である。得られた調査結

果を一般の人々に分かりやすく伝えるためには、速報や報告書が有効であることから、沿岸域調

査では写真を多数掲載した広報用資料（速報）を環境省生物多様性センターのウェブサイトで公

開する体制を構築している。既に一般の読者から速報に対するさまざまなレスポンスがあること

を関係者が報告しており、それらの意見を集約して事業にフィードバックさせていくことも必要

である。また、沿岸域調査では原データを 2 つの方法で公開している。一つは、得られたデータ

を各サイト・年度ごとに表形式でまとめた報告書データファイルと、経年的な解析などに利便性

の高いデータベースファイルを公開している。 
 
＜課題と展望＞ 
長期間の生態系変化を捉えるというモニタリングの性質上、調査年数に比例してデータ量や標

本点数が増加するため、将来的には膨大な量のデータを統合管理していかなければならない。現

状の体制では、環境省生物多様性センターに納品された標本や調査データを適正に管理し、利用

可能な状態を維持することが次第に難しくなる可能性もあるため、今後、体制の整備も重要な課

題と考えられる。 
 
 

5）結果の保全施策への活用 

＜成果＞ 
モニタリングサイト 1000 の成果は、生物多様性センターに集約され、環境省内の事業などに提

供されている。例えば、海域公園地区の指定や海岸国立公園の公園区域および公園計画の点検の

際に必要なデータとして活用されている。また、トピックスでも触れたとおり、松川浦、大槌、

志津川の各サイトは、2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震以前から調査が行われ

ていた。それらのサイトで得られたデータは、震災後の調査結果と比較することが可能であるこ

とから、東北地方太平洋沿岸地域自然環境調査などにおいて震災の影響の把握に活用されている。

今後は、東北地方の沿岸域の保全施策に資するデータとして活用されることが期待される。 
 
＜課題と展望＞ 
モニタリングサイト 1000 の成果を、環境保全や希少生物の保護に役立てていくためには、蓄積

したデータを詳細に解析し、結果を現地へフィードバックする適応的管理も必要となる。得られ

た調査結果を本事業や保全施策にどのようにフィードバックしていくかについて、具体的なプロ

セスも含め、今後、検討を進めるとともに明確な体制作りが必要となる。また、今回のとりまと

め結果を踏まえて、生物多様性の 4 つの危機に対する変化状況の把握や愛知目標達成の進捗状況

の評価を行うなど、生物多様性の保全に向けた取り組みへの活用を進める必要がある。 
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6）国際的枠組みとの連携 

＜成果＞ 
沿岸域調査の調査手法の設計や調査サイトの選定に際しては、日本長期生態学研究ネットワー

ク（JaLTER）や NaGISA などの国際的な環境モニタリングプロジェクトとの連携を図るため、一

部の調査ではそれらの調査内容なども取り入れたものとなっている。また、本調査で得られたデ

ータを海洋生物地理情報システム（Ocean Biogeographic Information System: OBIS）や地球規模生

物多様性情報機構（Global Biodiversity Information Facility: GBIF）といった国際的な生物多様性情

報のデータベースシステムへ登録していくために、OBIS 日本ノード（Japan Regional OBIS Node: 
J-RON）や地球規模生物多様性情報機構日本ノード（Japan Node of Global Biodiversity Information 
Facility: JBIF）などとの連携を図っており、今後、データ登録を通して更なる連携が期待される。 
 
＜課題と展望＞ 
地球規模生物多様性モニタリングの推進のため、既存の国際的な枠組みと連携することが重要

である。国際的な生物多様性情報のデータベースシステムへデータを登録していくことが課題で

あり、公開可能なデータについては、生物多様性センターでの公開を行った後、速やかに OBIS
日本ノードなどへ提供し、公開を進めていく必要がある。生物多様性国家戦略 2012－2020 では、

生物多様性に関する国際的な科学的情報基盤である GBIF など既存の地球規模の生物多様性に関

する情報基盤の整備に対して協力していくことが明記されている。今後、本事業では、調査結果

のデータを積極的に公開・提供・登録していくことで、国際的な枠組みに貢献していく予定であ

る。 
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参考情報 
 

 モニタリングサイト 1000 ウェブサイト 
http://www.biodic.go.jp/moni1000/index.html 
 
 モニタリングサイト 1000 沿岸域調査（磯・干潟・アマモ場・藻場） 調査報告書 
http://www.biodic.go.jp/moni1000/findings/reports/index.html 

 
 モニタリングサイト 1000 沿岸域調査（磯・干潟・アマモ場・藻場） 速報 
http://www.biodic.go.jp/moni1000/findings/newsflash/index.html 

 
 モニタリングサイト 1000 沿岸域調査（磯・干潟・アマモ場・藻場） 調査マニュアル 
http://www.biodic.go.jp/moni1000/manual/index.html 

 
 モニタリングサイト 1000 沿岸域調査 データファイル 
http://www.biodic.go.jp/moni1000/findings/data/index.html 

 
 環境省グリーン復興プロジェクト－東北地方太平洋沿岸地域自然環境情報 
http://www.biodic.go.jp/Tohoku_Portal/ 

 
 日本長期生態学研究ネットワーク（Japan Long-Term Ecological Research Network: JaLTER） 
http://www.jalter.org/ 

 
 地球規模生物多様性情報機構（Global Biodiversity Information Facility: GBIF） 
http://www.gbif.org/ 

 
 地球規模生物多様性情報機構日本ノード（Japan Node of GBIF: JBIF） 
http://www.gbif.jp/ 

 
 海洋生物センサス（Census of Marine Life: CoML） 
http://www.coml.org/ 

 
 Natural Geography in Shore Areas（NaGISA） 
http://nagisa.cbm.usb.ve/cms/ 

 
 Ocean Biogeographic Information System（OBIS） 
http://www.iobis.org/ja 

 
 Biological Information System for Marine Life（BISMaL） 
http://www.godac.jamstec.go.jp/bismal/e/ 
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調査体制 
 
 
＜検討会・分科会委員＞ 
飯島明子 神田外語大学国際言語文化学科 
石田 惣 大阪市立自然史博物館 
川井浩史 神戸大学内海域環境教育研究センター 
木村妙子 三重大学大学院生物資源学研究科 
倉島 彰 三重大学生物資源学部 
栗原健夫 水産総合研究センター西海区水産研究所 
古賀庸憲 和歌山大学教育学部 
坂西芳彦 水産総合研究センター日本海区水産研究所 
白山義久 海洋研究開発機構 
鈴木孝男 東北大学大学院生命科学研究科 
田中次郎 東京海洋大学大学院海洋科学技術研究科 
田中義幸 海洋研究開発機構むつ研究所 
多留聖典 東邦大学理学部東京湾生態系研究センター （2009～） 
寺田竜太 鹿児島大学水産学部 
仲岡雅裕 北海道大学北方生物圏フィールド科学センター 
野田隆史 北海道大学大学院地球環境科学研究院 
浜口昌巳 水産総合研究センター瀬戸内海区水産研究所 
風呂田利夫 東邦大学理学部 （2008） 
逸見泰久 熊本大学沿岸域環境科学教育研究センター 
堀 正和 水産総合研究センター瀬戸内海区水産研究所 
向井 宏 京都大学学際融合教育研究推進センター 
村瀬 昇 水産大学校生物生産学科 
山本智子 鹿児島大学水産学部附属海洋資源環境教育研究センター 
吉田吾郎 水産総合研究センター瀬戸内海区水産研究所 

 
 
＜*サイト代表者・調査者・調査協力者＞ 
厚岸浜中サイト（磯） 
*野田隆史 北海道大学大学院地球環境科学研究院 
阿部俊朗、飯田光穂、岩崎藍子、海老原良太、河内直子、坂口勝行、

佐原良祐、辻野昌広、仲岡雅裕、萩野友聡、深谷肇一、矢澤佳子、

山北剛久、山下友実、六車秀士 
 
安房小湊サイト（磯） 
*村田明久 千葉県立中央博物館分館海の博物館 
飯島明子、多留聖典、仲岡雅裕、野田隆史、山本智子 

 
大阪湾サイト（磯） 
*石田 惣 大阪市立自然史博物館 
有山啓之、山西良平、山本智子、渡部哲也 

 
南紀白浜サイト（磯） 
*石田 惣 大阪市立自然史博物館 
乾 偉大、栗原健夫、野田隆史、山本智子、渡部哲也 

 
天草サイト（磯） 
*森 敬介 環境省国立水俣病総合研究センター 
カミーラ キクチ、田中丈士、増田龍哉、森 亜紀、山本智子、ユ

サック ダウト、渡部哲也 
 
石垣屋良部サイト（磯） 
*栗原健夫 水産総合研究センター西海区水産研究所 
新垣誠司、大島陽太、加藤雅也、岸本和雄、小菅丈治、島津信彦、

鈴木 豪、西本篤史、山田秀秋、山本智子 
 
厚岸サイト（干潟） 
*仲岡雅裕 北海道大学北方生物圏フィールド科学センター 
桂川英徳、金谷 弦、鎌内宏光、北村武文、斉藤勝也、佐藤允昭、

鈴木孝男、張 沛東、ナパクワン ワンペッチ、濱野章一、林奈津

美、本多健太郎、向井 宏、百田恭輔、ローラ レイノルズ、渡辺

健太郎 

 
松川浦サイト（干潟） 
*鈴木孝男 東北大学大学院生命科学研究科 
内野 敬、内野今日子、風間健宏、加藤大和、金谷 弦、上村了美、

佐藤慎一、千葉友樹、鳥居 洋、逸見泰久、安野 翔 
 
盤洲干潟サイト（干潟） 
*多留聖典 東邦大学理学部東京湾生態系研究センター 
飯島明子、海上智央、菅原万里恵、鈴木孝男、鈴木竜太郎、風呂田

利夫、山田勝雅、柚原 剛 
 
汐川干潟サイト（干潟） 
*木村妙子 三重大学大学院生物資源学研究科 
井上暁広、今井達郎、川上七恵、北村 優、木村昭一、高沢悦子、

武馬弘幸、秀島佑典、藤岡エリ子、藤岡純冶、森真梨奈、森本正俊、

山田 裕 
 
南紀田辺サイト（干潟） 
*古賀庸憲 和歌山大学教育学部 
荒巻陽介、池田早登司、内野 透、大畠麻里、沖彩矢香、加藤健司、

香田 唯、合田直人、坂田直彦、中村謙太、浜田友世 
 
中津干潟サイト（干潟） 
*浜口昌巳 水産総合研究センター瀬戸内海区水産研究所 
大越健嗣、梶原直人、上村了美、川根昌子、佐々木美穂、島袋寛盛、

手塚尚明、西栄二郎、山田勝雅、和田恵次 
 
永浦干潟サイト（干潟） 
*逸見泰久 熊本大学沿岸域環境科学教育研究センター 
泉 大智、追立泰久、北橋 倫、久保 茜、小島太一、嶋永元裕、

瀬戸口有佳、高野茂樹、野島 崇、福田ゆか、渕本大地、逸見高志、

増田龍哉、廻田 健、森川太郎、渡部哲也 
 
石垣川平湾サイト（干潟） 
*岸本和雄 沖縄県水産海洋技術センター石垣支所 
大島寛俊、狩俣洋文、木村昭一、木村妙子、久保弘文、熊谷直喜、

栗原健夫 
 
厚岸サイト（アマモ場） 
*仲岡雅裕 北海道大学北方生物圏フィールド科学センター 
青江翔太郎、アンドレアス パンシュ、桂川英徳、河内直子、斉藤

勝也、島袋寛盛、ナパクワン ワンペッチ、濱野章一、堀 正和、

本多健太郎、向井 宏、山北剛久、渡辺健太郎 
 
大槌サイト（アマモ場） 
*仲岡雅裕 北海道大学北方生物圏フィールド科学センター 
河内直子、島袋寛盛、ナパクワン ワンペッチ、堀 正和、本多健

太郎、山北剛久、山田勝雅、渡辺健太郎 
 
富津サイト（アマモ場） 
*田中義幸 海洋研究開発機構むつ研究所 
梶山 誠、北村武文、熊谷直喜、斉藤勝也、島袋寛盛、張 沛東、

仲岡雅裕、ナパクワン ワンペッチ、堀 正和、向井 宏、山北剛

久、山田勝雅、渡辺健太郎 
 
安芸灘生野島サイト（アマモ場） 
*堀 正和 水産総合研究センター瀬戸内海区水産研究所 
岩崎貞治、島袋寛盛、小路 淳、田中義幸、濱岡秀樹、向井 宏、

山北剛久、山田勝雅、吉田吾郎 
 
指宿サイト（アマモ場） 
*堀 正和 水産総合研究センター瀬戸内海区水産研究所 
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狩俣忠光、川畑友和、久保 満、佐々木謙介、塩先尊志、島袋寛盛、

寺田竜太、徳永成光、仲岡雅裕、ナパクワン ワンペッチ、濱岡秀

樹、山田勝雅、吉田吾郎、吉満 敏 
 
石垣伊土名サイト（アマモ場） 
*堀 正和 水産総合研究センター瀬戸内海区水産研究所 
甲斐清香、澁野拓郎、島袋寛盛、鈴木 豪、田中義幸、町口裕二、

向井 宏、渡辺健太郎 
 
室蘭サイト（藻場） 
*本村泰三 北海道大学北方生物圏フィールド科学センター 
川井浩史、岸林秀典、寺田竜太、長里千香子、吉田吾郎 

 
志津川サイト（藻場） 
*太齋彰浩 南三陸町産業振興課 
青木優和、大島宗明、川瀬 摂、倉島 彰、坂西芳彦、佐藤長明、

田中次郎 
 
伊豆下田サイト（藻場） 
*青木優和 東北大学大学院農学研究科 
阿久津崇、倉島 彰、坂西芳彦、品川秀夫、太齋彰浩、田中次郎、

土屋泰孝、山田雄太郎、横浜康継 
 
竹野サイト（藻場） 
*川井浩史 神戸大学内海域環境教育研究センター 
牛原康博、内田博子、神谷 隆、神谷充伸、倉島 彰、栗原 暁、

竹森明光、寺田竜太、冨岡弘毅、西村文秀、丹羽一夫、畑 千夏、

羽生田岳昭、本庄四郎、村瀬 昇、吉田吾郎、四本 泉、渡部雅博 
 
淡路由良サイト（藻場） 
*川井浩史 神戸大学内海域環境教育研究センター 
牛原康博、神谷 隆、神谷充伸、倉島 彰、栗原 暁、坂西芳彦、

孫 忠民、田中次郎、寺田竜太、冨岡弘毅、西村文秀、丹羽一夫、

畑 千夏、羽生田岳昭、堀口範奈、村瀬 昇、吉田吾郎、四本 泉 
 
薩摩長島サイト（藻場） 
*寺田竜太 鹿児島大学水産学部 
天野裕平、尾上敏幸、加世堂照男、川島千明、北村祥明、鹿田創空、

中島広樹、渡邉裕基 
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北海道大学北方生物圏フィールド科学センター 室蘭臨海実験所 
海上保安庁室蘭海上保安部 
北海道胆振総合振興局 
室蘭漁業協同組合 
東京大学大気海洋研究所 国際沿岸海洋研究センター 
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福島県相馬双葉漁業協同組合 
東邦大学東京湾生態系研究センター 
千葉県水産総合研究センター 東京湾漁業研究所 
千葉大学海洋バイオシステム研究センター 小湊実験場 
千葉県立中央博物館分館海の博物館 
独立行政法人海洋研究開発機構 
筑波大学下田臨海実験センター 
竹野スノーケルセンター・ビジターセンター 
大阪市立自然史博物館 
大阪府立環境農林水産総合研究所 水産技術センター 
京都大学フィールド科学教育研究センター 瀬戸臨海実験所 
神戸大学内海域環境教育研究センター 
独立行政法人水産総合研究センター 瀬戸内海区水産研究所 
広島大学竹原ステーション 
熊本大学沿岸域環境科学教育研究センター 
鹿児島大学水産学部海洋資源環境教育研究センター 東町ステーション 
鹿児島県水産技術開発センター 
沖縄県水産海洋技術センター 石垣支所 
独立行政法人水産総合研究センター 西海区水産研究所 
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執筆・編集 

 

編著者 

白山義久 海洋研究開発機構 沿岸域検討会座長 

石田 惣 大阪市立自然史博物館 磯分科会座長 

鈴木孝男 東北大学大学院生命科学研究科 干潟分科会座長 

仲岡雅裕 北海道大学北方生物圏フィールド科学センター アマモ場分科会座長 

寺田竜太 鹿児島大学水産学部 藻場分科会座長 

 

執筆者（五十音順） 

青木優和 東北大学大学院農学研究科 

阿部剛史 北海道大学総合博物館 

飯島明子 神田外語大学国際言語文化学科 

飯田光穂 北海道大学大学院 

金谷 弦 国立環境研究所 地域環境研究センター 

川井浩史 神戸大学内海域環境教育研究センター 

岸本和雄 沖縄県水産海洋技術センター石垣支所 

北山太樹 国立科学博物館 

木村妙子 三重大学大学院生物資源学研究科 

倉島 彰 三重大学生物資源学部 

栗原健夫 水産総合研究センター 西海区水産研究所 

古賀庸憲 和歌山大学教育学部 

阪口勝行 北海道大学大学院 

坂西芳彦 水産総合研究センター 日本海区水産研究所 

太齋彰浩 南三陸町産業振興課 

田中次郎 東京海洋大学大学院海洋科学技術研究科 

田中義幸 海洋研究開発機構 むつ研究所 

多留聖典 東邦大学理学部東京湾生態系研究センター 

野田隆史 北海道大学大学院地球環境科学研究院 

浜口昌巳 水産総合研究センター 瀬戸内海区水産研究所 

逸見泰久 熊本大学沿岸域環境科学教育研究センター 

堀 正和 水産総合研究センター 瀬戸内海区水産研究所 

向井 宏 京都大学学際融合教育研究推進センター 

村瀬 昇 水産大学校生物生産学科 

村田明久 千葉県立中央博物館分館海の博物館 

本村泰三 北海道大学北方生物圏フィールド科学センター 

森 敬介 環境省国立水俣病総合研究センター 

山本智子 鹿児島大学水産学部附属海洋資源環境教育研究センター 

吉田吾郎 水産総合研究センター 瀬戸内海区水産研究所 

 

事務局 

横井謙一 特定非営利活動法人 日本国際湿地保全連合 

青木美鈴 特定非営利活動法人 日本国際湿地保全連合 

中川雅博 特定非営利活動法人 日本国際湿地保全連合 
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各年度業務名、請負者および共同実施者 
 

平成 20 年度（2008 年度） 

業務名 平成 20 年度重要生態系監視地域モニタリング推進事業 
 （モニタリングサイト 1000）沿岸域調査業務 
請負者 財団法人 自然環境研究センター 
 〒110-8676 東京都台東区下谷 3-10-10 
共同事業実施者 特定非営利活動法人 日本国際湿地保全連合 
 〒103-0013 東京都中央区日本橋人形町 3-7-3 NCC 人形町ビル 6 階 

 

平成 21 年度（2009 年度） 

業務名 平成 21 年度重要生態系監視地域モニタリング推進事業 
 （モニタリングサイト 1000）沿岸域調査業務 
請負者 財団法人 自然環境研究センター 
 〒110-8676 東京都台東区下谷 3-10-10 
共同事業実施者 特定非営利活動法人 日本国際湿地保全連合 
 〒103-0013 東京都中央区日本橋人形町 3-7-3 NCC 人形町ビル 6 階 

 

平成 22 年度（2010 年度） 

業務名 平成 22 年度重要生態系監視地域モニタリング推進事業 
 （モニタリングサイト 1000）沿岸域調査業務 
請負者 財団法人 自然環境研究センター 
 〒110-8676 東京都台東区下谷 3-10-10 
共同事業実施者 特定非営利活動法人 日本国際湿地保全連合 
 〒103-0013 東京都中央区日本橋人形町 3-7-3 NCC 人形町ビル 6 階 

 

平成 23 年度（2011 年度） 

業務名 平成 23 年度重要生態系監視地域モニタリング推進事業 
 （モニタリングサイト 1000）沿岸域調査業務 
請負者 財団法人 自然環境研究センター 
 〒110-8676 東京都台東区下谷 3-10-10 
共同事業実施者 特定非営利活動法人 日本国際湿地保全連合 
 〒103-0013 東京都中央区日本橋人形町 3-7-3 NCC 人形町ビル 6 階 

 

平成 24 年度（2012 年度） 

業務名 平成 24 年度重要生態系監視地域モニタリング推進事業 
 （モニタリングサイト 1000）沿岸域調査業務 
請負者 一般財団法人 自然環境研究センター 
 〒110-8676 東京都台東区下谷 3-10-10 
共同事業実施者 特定非営利活動法人 日本国際湿地保全連合 
 〒103-0013 東京都中央区日本橋人形町 3-7-3 NCC 人形町ビル 6 階 

 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

モニタリングサイト 1000 沿岸域調査（磯・干潟・アマモ場・藻場） 
2008-2012 年度とりまとめ報告書 

平成 25（2013）年 
環境省自然環境局 生物多様性センター 

〒403-0005 山梨県富士吉田市上吉田剣丸尾 5597-1 
電話：0555-72-6033 FAX：0555-72-6035 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


